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ビジョン

地域に寄り添う
エンゲージメント
バンクグループ
パーパスのために、
当行グループはビジョン（目指す姿）を
「地域に寄り添う　エンゲージメントバンクグループ」と定め、
「お客さま・株主・職員などのステークホルダーとの
深いつながりを背景とした価値提供を通じ、
地域とともに成長し続ける銀行グループ」を目指します。
ステークホルダーとの「深いつながり」を何より大切にし、
既存の事業領域における取組みの磨き込み、
新事業への挑戦などを続けていくことで、
社会的価値の提供を実現していきます。

Vision

パーパス

一人ひとりの思いを、
もっと実現できる
地域社会にする
当行グループは
「地域の課題解決に貢献するなど、
社会的価値を提供すること」こそが、
企業グループとしての存在意義であると
改めて思いを強くしています。
お客さま・株主・職員をはじめとする
あらゆるステークホルダーと思いをともにし、
地域社会の一人ひとり・一社一社に
寄り添った存在であり続け、
地域社会を「ステークホルダーの思いが叶う場所」に
していくため、パーパス（存在意義）を
「一人ひとりの思いを、
もっと実現できる地域社会にする」としました。

Purpose

2千葉銀行 統合報告書 20231 千葉銀行 統合報告書 2023



パーパス・ビジョン ………………………………… 1

メッセージ
頭取メッセージ ……………………………………… 5
CSO/CDTOメッセージ …………………………… 11
社外取締役座談会………………………………… 13
CBOメッセージ/CHROメッセージ ………………… 17
千葉銀行の価値創造を支える行員 ……………… 19

千葉銀行の価値創造
千葉県の特色・強み ……………………………… 21
千葉銀行グループのあゆみ ……………………… 23
千葉銀行グループの強み ………………………… 25
価値創造プロセス ………………………………… 27

持続的経営に向けた成長戦略
新しい中期経営計画 ……………………………… 29
「持続的経営」に向けた取組み ………………… 37
個人事業…………………………………………… 39
法人事業…………………………………………… 41
DX（基盤Ⅰ） ……………………………………… 47
GX（基盤Ⅱ） ……………………………………… 51
アライアンス（基盤Ⅲ） …………………………… 53
人的資本（基盤Ⅳ） ……………………………… 57
グループ・ガバナンス（基盤Ⅴ） ………………… 61
コンプライアンス ………………………………… 63
「お客さま本位」の業務運営 …………………… 65
リスク管理 ………………………………………… 67

地域社会・ダイバーシティに向けた戦略
気候変動への対応（TCFD提言への取組み） …… 71
社会貢献活動……………………………………… 79
人権とダイバーシティ …………………………… 81
ステークホルダーとのコミュニケーション ……… 83

コーポレート・ガバナンス
役員一覧…………………………………………… 85
コーポレート・ガバナンス体制 …………………… 89

財務・企業データ
業績・財務の状況 ………………………………… 95
財務ハイライト …………………………………… 99
非財務ハイライト ………………………………… 100
10年間の財務データ ……………………………… 101
連結財務諸表（要約版） ………………………… 103
単体財務諸表（要約版） ………………………… 104
グループ会社一覧 ………………………………… 105
組織体制図・企業データ ………………………… 106

Contents

2023年6月23日、千葉銀行は、金融商品取引法第51条の2に基づき、
関東財務局より、仕組債の勧誘販売に係る金融商品仲介業務に関し、
投資者保護上の問題が認められる状況に係る行政処分（業務改善命令）
を受けました。また、ちばぎん証券は、金融商品取引法第51条に基づ
き、関東財務局より、仕組債の勧誘販売につき適合性原則に抵触する
業務運営の状況に係る行政処分（業務改善命令）を受けました。
斯様な事態に至ったことにつきまして、深く反省いたしますとともに、

お客さまをはじめ、関係する皆さまに多大なるご迷惑とご心配をおかけ
しましたことを、心よりお詫び申し上げます。
千葉銀行及びちばぎん証券は、各業務改善命令に基づき、それぞれ
業務改善報告書を関東財務局に提出いたしました。千葉銀行及びちばぎ
ん証券といたしましては、この度の事態を厳粛に受け止め、引き続き改
善・再発防止に取り組み、お客さまをはじめ関係者の方々からの信頼回
復に努めてまいります。

株式会社千葉銀行
取締役頭取　米本  努

千葉銀行 統合報告書 2023 4千葉銀行 統合報告書 20233



「一人ひとりの思いを、
もっと実現できる地域社会」を目指して

 前中期経営計画の振り返り

2020年4月から2023年3月までの3年間を計画
期間とした第14次中期経営計画「NEXT STEP 
2023 ～未来へ、つながる・超える～」において
は「カスタマー・エクスペリエンス」の向上に向け、
さまざまな取組みを進めてまいりました。コロナ
禍におけるお客さまへの円滑な資金対応や本業
サポートなどの伴走支援に注力するとともに、ア
プリやポータル、キャッシュレスなどを中心とす
るDX戦略にグループ一体となって取り組みまし
た。また、新設した「ちばぎん商店株式会社」
や「株式会社オンアド」では、お客さまへの新
たな価値の提供に努め、提携戦略においては、
他行との連携施策の高度化に加え、ソニー銀行
株式会社と新たな提携を開始するなど大きな変
革を遂げた3年間となりました。

これらの施策をグループ一丸となって推し進め
た結果、目標として掲げた「親会社株主に帰属
する当期純利益600億円」「連結ROE6％台半ば」
「単体OHR50％台前半」をいずれも達成するな
ど十分な成果を残せたと感じています。

  全ての原点に立ち返り 
パーパス・ビジョンを制定

2023年4月に当行グループのパーパス（存在
意義）とビジョン（あるべき姿）を制定しました。
当行には、これまで多くのお客さまに支えられて
築き上げてきた確固たる営業基盤があります。
主要な営業地域である千葉県は、国際空港を抱
え、幹線道路や鉄道などの交通インフラの整備
を中心とした数多くの官民プロジェクトが進行し

前中期経営計画の主要計数項目

2020年度実績 2021年度実績 2022年度実績 2022年度目標

親会社株主に帰属する当期純利益 496億円 544億円 602億円 600億円

連結ROE（株主資本ベース） 5.65% 5.97% 6.38% 6%台半ば

単体OHR 55.00% 52.02% 47.73% 50%台前半

を優先するような銀行本位のものではなく、お
客さまをはじめとする全てのステークホルダーが
共感でき、夢のあるものにしようと検討を重ね
て完成したパーパスが、「一人ひとりの思いを、
もっと実現できる地域社会にする」です。
全てのステークホルダーの思いが叶う地域社
会へと変えていくため、我々は、これまでの金
融サービスを中心とした「機能的価値」に加え、
企業としての視座を引き上げ、新たに「社会的
価値」を提供していきます。
「社会的価値」の提供とは、当行グループが
金融サービスに加え、非金融分野のサービス拡
大を通じて、人口減少、少子高齢化、DX、GX
といったさまざまな社会的課題の解決に貢献し
ていくことであると考えています。こうした取組
みは、域内企業・自治体の持続的成長や雇用
創出にも貢献していきます。また、個人におい
ては所得の増加や消費の活性化をもたらし、そ
れが豊かなライフスタイルのサポートへとつな
がっていきます。全てのステークホルダーと共感

ています。2023年3月にはJR京葉線に25年ぶり
の新駅となる幕張豊砂駅が開業するなど、地域
のポテンシャルがますます高まっています。
一方で、新型コロナウイルス感染症の世界的
大流行や地球規模の気候変動問題、デジタル
化の加速、地政学リスクの顕在化など、社会・
経済情勢が目まぐるしく変化するなかで、個人
の価値観や行動様式も大きく変わりました。銀
行業界では規制緩和が進み、もはや銀行という
言葉では括れないようなさまざまな事業領域に
参入できるようになりました。
このような不可逆的な変化に直面し、「我々の
日々の活動は何を生み出しているのか」「千葉銀
行グループと関わる人々にとって、我々はどの
ような存在であるべきか」を考えてきました。お
客さまや職員の声に耳を傾け、役員とも徹底的
に議論をしてきました。
そして、中期経営計画を策定するにあたり、
原点に立ち返って、当行グループにおけるパー
パスとビジョンの制定を決心しました。利益のみ

取締役頭取
グループCEO

米本  努
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できる価値観を形成し、当行のファンを増やして
いくという考え方です。
このパーパスには、事業者や投資家にとって
の持続的な成長、個人のお客さまにとっての豊
かな生活の実現、従業員の自己実現など、あら
ゆるステークホルダーと思いをともにしながら、
当行グループが一人ひとり、一社一社に寄り
添った存在であり続けたいという思いが込めら
れています。また、グループ役職員にとってパー
パスは、仕事で悩みや迷いを抱えたときに、い
つでも自分を見つめ直すことができる拠り所にも
なると信じています。
パーパスが企業にとっての「なぜ」に対する
答えとするならば、ビジョンは「どこ」を目指す
のかということになります。
パーパスの実現に向けて、グループのビジョ

ンを「地域に寄り添う　エンゲージメントバンク
グループ」と定めました。エンゲージメントとは、
深いつながりを意味する言葉です。
我々は、「お客さま中心のビジネスを通じた 

お客さまに対する深い理解」「やりがいや成長機
会の提供による従業員との強い信頼関係」「成
長戦略の共有による株主との共感」といったス
テークホルダーとの深いつながりを何より大切に
し、これらを背景とした価値提供を通じ、地域と
ともに成長し続ける銀行グループを目指していき
ます。

パーパス・ビジョンを掲げ、当行グループは
この先の時代の変化にも柔軟に対応しながら、
地域社会をステークホルダーの思いが叶う場所
へと導いてまいります。

  新中期経営計画による 
お客さま中心のビジネスモデルの進化

普遍的な考えとしてのパーパス・ビジョンを機
動的な実現戦略に落とし込んだものが中期経営
計画となります。

2023年4月にスタートした第15次中期経営計画
（計画期間：2023年4月～2026年3月）は、名称
を「エンゲージメントバンクグループ　～フェー
ズ1～」とし、お客さま中心のビジネスモデルへ
と進化するための3年と位置づけました。計画の
策定にあたっては、営業店職員を中心メンバー
とする中期経営計画策定委員の意見も取り入れ
ました。
フェーズ1の進捗や成果を踏まえつつ、フェー
ズ2でステークホルダーとのエンゲージメントをさ
らに向上させ、フェーズ3で当行グループのファ
ンや営業基盤を一層拡大していくというステップ
をイメージしています。
中期経営計画の取組指針に掲げた「お客さま
中心のビジネスモデルの進化」とはすなわち、
従来のビジネスモデルの課題を整理し、商品・
サービス提供の視点を変えていくということ 
です。

1点目は、プロダクト中心の提案をパーソナラ
イズ提案へと変えていきます。これにより、ライ
フステージに応じてお客さまにあった商品を最適
なタイミングで提案できるようにします。

2点目は、顕在化したニーズへの提案から、
商流の川上に立った提案へと変えていきます。
One to Oneマーケティングによってお客さまの
ニーズに先回りした提案を行い、お客さまがま
だ気づいていない潜在的なニーズにも働きかけ
ることで、提案の幅をより一層広げていきます。

車や家の購入など、これまで消費活動の最後に
銀行が関わってきたことが、これからは最初に
銀行が登場する、といったイメージです。

3点目は、金融サービスが一般化するなかで、
お客さまのニーズに沿った非金融分野のサービ
スを拡充していきます。地域商社や電力事業会
社などを活用しながら、幅広いサービスの提供
を目指していきます。

4点目は、お客さまの価値観や行動様式にあ
わせ、デジタル・リモート・リアルそれぞれの特
性を踏まえた最適なタッチポイントを構築してい
きます。対面チャネルにおいてはコンサルティン
グファームのような専門性を、非対面チャネルに
おいてはデジタルバンクのような利便性を追求
し、リモートチャネルはその両方を兼ね備えたハ
イブリッド型として、お客さまに最適なチャネル
を選んでいただけるようにしていきます。
お客さまには、「近さ」だけでなく、さまざま

な顧客体験を通じて「便利さ」や「役に立つ」
ということに新たな価値を見出していただきたい
と望んでいます。そうして蓄積された日常的な
取引によって、個人のお客さまに対しては「お
金に関する総合コンサルタント」として、法人の

お客さまに対しては「経営の補佐役」として、
お役に立ちたいと考えています。
中期経営計画の全体像は3つの基本方針（「最

高の顧客体験の創造」「既存事業の質の向上」
「新たな価値の提供」）と、それを支える5つの価
値創出の基盤（DX、GX、アライアンス、人的
資本、グループ・ガバナンス）で構成されてい
ます。基本方針に則った施策を着実に実行し、
地域への「社会的価値」の提供を通じたサステ
ナビリティ経営を実践していきます。
また、中期経営計画では、主要5項目に対す
る計数目標を設定しました。具体的には、計画
期間が終了する2026年3月期において、①連結
ROE7％台前半、②親会社株主に帰属する当期
純利益750億円、③連結業務純益1,200億円、
④連結普通株式等Tier1比率10.5％～11.5％、
⑤連結OHR45％程度の達成を目指します。さら
に、①と②については2030年度に目指す水準と
して、それぞれ8％程度、1,000億円の長期展望
も示しました。
「一人ひとりの思いを、もっと実現できる地域
社会」を目指し、当行グループは新たなステー
ジへと踏み出してまいります。

第15次中期経営計画の概要

名称 第15次中期経営計画　エンゲージメントバンクグループ　～ フェーズ１ ～
(計画期間：2023年４月　～　2026年３月） フェーズ２～

取
組
方
針

 取組指針：お客さま中心のビジネスモデルの進化

基
　盤

目標とする
財務指標

■ 地域への社会的価値の提供を通じた「サステナビリティ経営」の実践

■「価値創出の基盤」を拡充

DX GX アライアンス 人的資本 グループ･ガバナンス

基本方針Ⅰ：最高の顧客体験の創造
さまざまなデータを活用し、パーソナライズした提案を行う。
リアル・リモート・デジタルの最適なチャネルを提供する。

基本方針Ⅱ：既存事業の質の向上
お客さまの課題を解決するため、 

ソリューションの質をより一層高める。

基本方針Ⅲ：新たな価値の提供
新たな事業領域への参入により、 

お客さまにこれまでにない価値を提供する。

基盤Ⅰ 基盤Ⅱ 基盤Ⅲ 基盤Ⅳ 基盤Ⅴ

連結ROE※1

7％台前半

親会社株主に帰属する当期純利益
750億円

連結業務純益
1,200億円

連結OHR
45％程度

10.5％～11.5％

※1　株主資本ベース
※2　バーゼルⅢ最終化完全実施ベース（有価証券評価差額金除き）

一人ひとりの思いを、
もっと実現できる
地域社会にする

連結ROE※1

８％程度

親会社株主に帰属する
当期純利益
1,000億円

➡

➡

2031年３月期に目指す水準
当行Gの発展

連結普通株式等Tier１比率※2
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1点目は「パーソナライズ戦略」です。デジタ
ルサービスをご利用いただくお客さまのデータを
十分に活用することにより、的確なタイミング
で、最適な提案を行う戦略です。デジタルチャ
ネルだけでなく、リアルやリモートといったお客
さま毎に最適なチャネルを活用しながら、お客さ
まのニーズやライフプランに先回りした提案を積
極的に行っていきます。

2点目は「地域エコシステム戦略」です。これ
は地域のお客さまと事業者の方々をつなぎ、経
済循環を構築するという考え方になります。これ
までは預金や貸出を通じて、間接的に地域の事
業者と個人のお客さまをつないでまいりましたが、
今後はキャッシュレスや「ちばぎん商店株式会社」
による非金融サービス、広告事業など新たなプ
ラットフォームを提供することによって、事業者と
個人のお客さまを広く「面」でつなげていきます。
このように、これまで以上に付加価値の高い
サービスを提供していくため、金融事業におい
ては「ちばぎんアプリ」などデジタルインフラの
絶え間ない改善を継続するとともに、「ちばぎん
商店株式会社」を通じた非金融サービスの拡充
や広告事業の展開に加え、BaaS、メタバース
空間の利用といった新技術の活用などにも積極
的に挑戦してまいります。

  「人材」を起点として 
 お客さまや地域とともに成長

パーパス・ビジョンとともに新たに人材育成
方針「共に走り続ける人に。」を制定しました。
この方針には、職員一人ひとりが「お客さま
や地域、仲間と一緒に走り続けるパートナーに
なってほしい」という思いが込められており、職
員へは千葉銀行グループが求める人材像を「考
え抜け」「自分の強みを持て」「仲間を増やせ」
の3つの短い言葉で発信しました。
「考え抜け」とは、従来のやり方に固執せず、
他にできることや工夫できることはないか、今
やっていることは本当に正しいことかを常に自分
に問いかけ、失敗しながらでも理想に向かって
考え抜き、自ら行動しようというメッセージで
す。誰もが自分の考えを発信でき、目標に向かっ
て行動・挑戦し続けられる組織・風土を育んで
いきます。
「自分の強みを持て」とは、自分だから出せる
価値は何かを常に追求しようというメッセージで
す。多様な強み・専門性を持つ人材が集まれば
多くの可能性が生まれます。立場や年齢に関係
なく、新しい知識や情報を積極的に取り入れて、
実践しながら高みを目指していこうとする考え方

です。
「仲間を増やせ」とは、実現したいゴールに向
けて、周囲を巻き込みながら走っていこうという
メッセージです。一人では実現できないことも多
様な人材がつながればそれが可能となります。
そのため、仲間には常に誠実に接し、互いに尊
重し合うことも伝えています。
人材の成長を起点として、職員が成長する、

お客さまに「社会的価値」を提供する、地域社
会や当行グループが持続的に成長する、生み出
される利益で再び人材育成に投資する、という
好循環を目指していきます。
また、中期経営計画では、職員の成長とエン
ゲージメントの向上を柱とする人材戦略を策定
し、職員の自己実現の機会を積極的に提供して
いきます。具体的には、トレーニーや外部出向、
グループ交流を積極的に行うなど職員の自己成
長の機会を拡大させることにより、中期経営計
画期間3年間合計で280名、前中期経営計画の
倍となる人数の育成を目指してまいります。さら
に、賃上げにも積極的に取り組むなど一人ひと
りの働きに報いる処遇の見直しを行うほか、ダ
イバーシティ&インクルージョンへの取組みを一
層強化するなど全ての職員がいきいきと働き続
けられる職場づくりに努めてまいります。
職員の能力やモチベーションを最大限に高め、

エンゲージメント向上に努めることが組織力の強
化につながり、厳しい環境を勝ち抜く原動力と
なっていくと考えています。

当行グループは、このような重要戦略を含め
た中期経営計画を着実に進めることにより、
我々の持つ潜在的な能力を引き出し、飛躍的に
成長できると考えています。今後も、お客さま、
株主の皆さま、職員など、当行グループに関わ
る全ての人々の思いを実現できる地域社会を築
いていくため、成長し続ける銀行グループを目
指してまいります。
今後ともご愛顧賜りますようお願い申し上げ

ます。

  DX戦略による 
「最高の顧客体験」の創造

当行では新たな中期経営計画においても、引
き続きDXを重要課題と捉え、諸施策をグループ
横断的に進めていきます。
まず、2017年からの 3年間においては、

TSUBASAアライアンスの枠組みを活用し、デジ
タルサービス提供基盤である「TSUBASA 
FinTech共通基盤」を開発するなどのデジタル
バンキングの基礎固めに取り組みました。また、
2020年からの3年間では「ちばぎんアプリ」「ち
ばぎんビジネスポータル」といったデジタルイン
フラの改革にスピード感を持って取り組むととも
に、データ活用やペーパレス・印鑑レスに向け
た取組みのほか、デジタル人材の育成にも注力
してまいりました。
この進化の過程をそれぞれ「ちばぎんDX1.0、

2.0」とし、新中期経営計画で始まる新たなDX
戦略を「ちばぎんDX3.0」とさらにバージョンアッ
プさせることにより、基本方針に掲げる「最高
の顧客体験の創造」の実現に向けた取組みを一
層加速させていきます。
「最高の顧客体験を創造」の実現に向けた戦
略は大きく2つあります。

育成人数

前中期経営計画実績
（2020/4～ 2023/3）

新中期経営計画
（2023/4～ 2026/3）

法人営業担当
個人営業担当
DX人材
本部人材
法人ソリューション、審査、マーケット、企画等

経営人材

50名
50名
60名

90名

30名

280名148名 ＋132名

TSUBASA FinTech
共通基盤 稼働
FT共通基盤を使った
通帳アプリ・
バンキングアプリを開発

● 

● 

ちばぎんDX「1.0」
デジタルバンキング戦略

2017 2020 2023 2026

ちばぎんDX「2.0」
CXと生産性の向上

ちばぎんDX「3.0」
最高の顧客体験の創造

DX戦略による最高の顧客価値の創造へ

ムーンショット目標を策定
アプリ・ポータル・データ
活用・ペーパレス印鑑レス
を進展
DX人材育成制度を導入

お客さまにパーソナライズ
な提案を行う
地域のエンゲージメントを
促進するエコシステム
の構築

● 

● 

● 

● 

● 

千葉銀行 統合報告書 2023 10千葉銀行 統合報告書 20239

メ
ッ
セ
ー
ジ

千
葉
銀
行
の
価
値
創
造

持
続
的
経
営
に
向
け
た
成
長
戦
略

地
域
社
会・ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィに
向
け
た
戦
略

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
デ
ー
タ

メッセージ

頭取メッセージ



真にお客さま、
地域のお役に立つ
銀行グループを目指して
取締役専務執行役員
グループCSO（最高企画責任者）
グループCDTO（最高デジタル・トランスフォーメーション責任者）

淡路  睦

増やす計画です。
法人向けのポータルサイトについても、機能

の拡充を図っています。こちらも今後3年間で、
融資先の利用率を7割まで引き上げ、契約数を
現在の約3万5千件から6万件まで増加させる計
画です。
また、地域の有力事業者や大学などに、API
を通じて金融関連サービスや生活関連サービス
を当行の金融・非金融のプラットフォームで提供
し、地域内における経済循環システム「地域エ
コシステム」の構築を目指します。
「メタバース」では、自治体の職員や育児世

DX戦略を加速させ、銀行を超えて
「最高の顧客体験」を創造する

当行は、これまでDXに積極的に取り組んでき
ましたが、新たにスタートした中期経営計画にお
いても、DX戦略を一層加速させていきます。
個人向けの金融プラットフォームである「ちば

ぎんアプリ」は、2023年度から投資信託の取扱
いを開始するなどアップグレードを継続しており、
2025年度までに登録者数を、現在の73万人か
ら千葉県の人口の約4分の1となる150万人まで

確にし、「営業店DXコア人材」を設けるなど、
全行的なDX人材の育成を進めています。

グループ全体で
お客さまのニーズに応える

グループ会社間の連携を密にすることを目的
として、2023年4月に「グループ戦略部」を立
ち上げました。当行グループは既に16社となり、
多様な機能を持ったグループとなっています。
2023年設立のひまわりグリーンエナジー株式会
社のような新たな領域に進出した会社はもちろ
ん、既存のグループ会社も、時代の変化やお客
さまのニーズの変化に合わせてサービス内容を
変化させていきます。これからも、お客さまの
ニーズにグループ全体でお応えできる体制をよ
り充実させていきます。

千葉銀行のファンを増やすのが目標

デジタル化を進める一方、充実した店舗網も
活用し、これまで以上にお客さまとのつながりを
深めていきます。普段の金融取引はアプリなど
で簡単にできる一方で、相続や事業資金のご相
談などは、「Face to Face」でのコンサルティン
グを行ってまいります。また、銀行業の枠組みを
超えて新しい領域に挑戦していきます。2023年
5月より開始した広告事業は、銀行の持つデジ
タルチャネルを活かし、お客さまに対する新しい
ご提案の一つとなっています。
銀行業の枠組みを超えたさまざまなサービス

について、最適なタイミングで最適なご提案を
差し上げ、デジタルとリアルの両方の接点で、
「便利な銀行だな」と感じていただき、多くのお
客さまに「千葉銀行のファン」になっていただき
たいと思っています。「千葉銀行のファン」を増
やすのが、私の目標です。

代向けにイベントを開催し、実用化に向けた試
行を行っているほか、地域商社の「ちばぎん商
店株式会社」では、暮らしにつながるサービス
として、住宅購入に関するコンシェルジュサービ
スの提供に向けた検討を行っています。

業務効率化の強化

アプリ、ポータルなど非対面取引の利便性を
さらに高めながら、じっくりご相談を受け付ける
店舗も高度化していくため、「非対面チャネルの
拡充」「店舗の軽量化」「本部業務の効率化」の
3つの施策を進めています。
前中期経営計画の3年間における業務の削減
量は、目標の40万時間を達成しており、今後の
3年間でさらに30万時間の削減を図ります。これ
までの業務削減により、営業や企画部門への人
員再配置を360名実施しており、新中期経営計
画ではさらに370名の再配置を計画しています。
効率化により削減した時間は、お客様へのより
良いご提案のために使っていきます。業務改革
は、現場の職員の声を基にする提案制度によっ
て進めており、今後も営業店と本部が一体と
なって業務効率化に取り組んでいきます。

「最高の顧客体験」を
創造する人材を育てる

今後のDX推進を担う人材を計画的に育成して
いくため、2021年10月に「DX認定制度」を導
入しました。DXに関する一定のリテラシーを持
つベース人材は当初目標の1,000名を半年で達
成するなど早いスピードで育成が進んでいます。
今後の推進体制をより強固なものにするため、
新中期経営計画において、育成人数の目標を大
きく増やしました。DX推進の核となる人材であ
るコア人材の厚みを増すため、これまでの本部
DX業務従事者に加え、DX人材の認定要件を明
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ることを実感しています。そのプロセスの中でも、
社外取締役の役割として、しっかりと銀行外部
からの視点を提供していくことを心掛けました。
例として、私からはパーパスに「地域」とい

う言葉を入れるかどうかについて、問題提起を
させていただきました。当行グループの事業展
開が「地域」という概念に縛られ、制約になる
ことを懸念したためですが、意見交換を通じ、
「地域」という言葉はマザーマーケットの千葉県
だけではなく、アライアンス行などを通じた他の
エリアを含む幅広い概念であるとの認識がしっか
りと共有できたと考えています。
最終的に制定したパーパスは、一人ひとりの
思いが実現できるように、狭義の銀行業だけで

パーパス・ビジョン・新中期経営計画の 
策定プロセスに、社外取締役として 
どのように関わりましたか。

木内　パーパス・ビジョン・新中期経営計画に
ついては、2022年8月に行われた取締役合宿に
おいて、その骨子に関する本格的な議論が始ま
りました。私個人としては、当行の中期経営計
画の策定に関わるのは社外取締役に就任後初め
てのことでしたが、経営陣の思いをトップダウン
で一方的に押し付けるようなものではなく、お客
さま、投資家、職員など幅広いステークホル
ダーの意見などを踏まえ、多面的な検証が十分
に行われる洗練されたプロセスで策定されてい

田島社外取締役、高山社外取締役、木内社外取締役の3名により、新たに制定したパーパス・ビジョン・
新中期経営計画と、当行グループの将来への期待について座談会による意見交換を行いました。

パーパス起点の経営の実践と 
エンゲージメントバンクグループの構築を目指して

誰の何のために行うのかを考え抜き、また、地
域の課題を解決しうる専門性を磨き、社外の仲
間、地域のファンをしっかり作っていく。パーパ
スと人材育成方針を常にセットにし、企業グルー
プとして成長することを期待しています。

新中期経営計画について、 
どのように評価されていますか。

田島　今回、全職員の意識を根本から見直した
うえで、新たにパーパス・ビジョンを策定し、新
中期経営計画では、お客さまを中心とし、お客
さまのニーズに応じて商品・サービスを提供する
ビジネスモデルに進化していくことを基本方針と
しました。大きく変わる社会環境にあわせて、
銀行業というフィールドに留まらず、金融分野で
はないさまざまなサービスも展開していくことに
なります。
取組みの一部は3年後までに成し遂げるという

ものではなく、2030年度に向けた第一歩という
位置づけであり、高く大きな視点からの計画と
なったことに非常に意義があり、大きな将来性
を感じられるものになったと評価しています。社
外取締役に就任してからもアライアンスの拡大を
はじめ、当行グループは格段に進化していると
実感していますが、さらなる飛躍につながる計
画になったと考えています。

なく、非金融分野のサービスも通じて当行グ
ループが貢献し、エンゲージメントを強化してい
くという根源的な考えがしっかりとわかりやすく
表現された良いものになったと思います。

パーパス・ビジョンに基づく経営に、 
期待することをお聞かせください。

高山　パーパスには、大きく2つの役割があると
考えています。一つは、行内における組織内の
意識統一、グループ内の求心力を高める役割で
す。当行グループの職員は、何らか地域のため
にお役に立ちたいと思い就職されたはずですが、
その先の目指している先は、さまざまだったと思
います。明文化したパーパスは、そうした一人
ひとりの職員の思いや目指すところを一つに統
合するきっかけになると思います。
そして、もう一つの役割は、社外のステーク
ホルダーとのコミュニケーションにおいて、共感
性を高める役割です。私たちのアイデンティティ
や思いをしっかりと言葉で説明することができる
ようになることで、そこに対話が生まれ、その積
み重ねが共感や信頼感につながっていくと考え
ています。
パーパス・ビジョンについて、経営陣に期待

することは3つあります。まず、パーパスをグルー
プ内にしっかり浸透させ、活動の実践につなが
るように、経営陣が機会あるごとに自分のこと
ばで繰り返し伝え、グループ組織の隅々まで理
解・浸透をさせていくこと。2つ目は、パーパス
を経営判断の軸とすることです。この取組みは
誰の思いのために、何のために行うのか、地域
の社会的課題解決につながるのか、ステークホ
ルダーとの絆を強くするのか、日々パーパス・
ビジョンに立ち返って、問いかけることが重要で
す。三つ目は、人材育成との連動です。パーパ
スの実現に向け必要とされる人材を育てていく
ために、「共に走り続ける人に。」を新たな人材
育成方針として定め、「考え抜け」「自分の強み
を持て」「仲間を増やせ」の3つを主な要素とし
て掲げました。地域のためはもちろんのこと、

取締役
［社外取締役］

木内  登英
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とは、地域における多様なステークホルダーの
皆さまを結びつけて、そこから新しい価値や雇
用を生み出し、地域の発展、魅力作りに貢献す
る存在です。
当行は地銀の雄であり、地銀の中でモデルと

されることの多い銀行の一つですが、今後、さら
に広い視野で活動範囲を広げ、メガバンクに肩
を並べることができる存在感のある金融グループ
になることを期待しています。

田島　当行は千葉県を代表する地方銀行であり、
全国地方銀行協会では、2022年度には米本頭取
が会長を務めました。大きな役割を担う銀行グ
ループとして、これからの日本を支えるような取
組みを続けて欲しいと思います。
千葉県は広く、地域によっては過疎化が進み、
人口が減少しています。全国にある多くの地方
銀行が、今後、過疎化や人口減少が進むなか
で経営の舵取りを行うという課題に直面します。

そうした銀行にとって、当
行グループが経営のモデ
ルケースとなるような働き
にも期待しています。当行
グループは、新しいことに
積極的に挑戦する行風だと
感じていますが、今後も恐
れずに新たなことに挑み、
地方銀行の先頭を走り続け
て欲しいと思います。

また、5つの価値創出の基盤はいずれも重要
ですが、やはりその中でもとりわけ「人材」の
部分が重要です。新中期経営計画では、人材
に関するさまざまな制度や仕組みにチャレンジ
し、特に専門性を持った人材の育成に注力して
欲しいと思います。私が社外取締役に就任した
頃に比べ、個性や多様性を受け入れる組織風土
に変わってきていると感じていますが、その中で
お互いに切磋琢磨し、議論を深めることで、よ
り多くの新しい発想やチャレンジが生まれること
を期待しています。

田島　人材育成については私も同感です。銀行
は人が最も重要な財産であり、グループ会社も
含めて一体で捉え、人材育成に一層力を入れて
欲しいと思います。DX人材の育成においては、
全ての職員がDXに精通するように育成を行い、
また、あらゆる世代の職員に学び直しの機会を
提供するなど、千葉銀行を新しく変えていくとい
う意識を全職員が持てるように取り組んでいる
ことは当行の大きな強みだと思います。
また、ダイバーシティについて、当行グルー
プはこれまでも非常に熱心に取り組んできました
が、一層前進させて欲しいと思います。多種多
様な個人・法人のお客さまが当行グループに望
んでいることを理解し、満足いただけるサービス
を提供していくためには、さまざまな視点から商
品・サービスを考え抜くことが不可欠です。

当行グループの将来への期待について 
お聞かせください。

木内　千葉県を基盤に地域金融機関としての社
会的な役割を果たすとともに、業態的なフロン
ティア、地理的なフロンティアを拡大し、成長の
機会を開拓することを期待しています。
非金融の分野においては、グループ会社を含

め、既にさまざまな業態で活動を行っていますが、
規制緩和が今後さらに進んでいけば、さらに多く
のビジネスを展開することができるようになります。
また、アライアンスやパートナーシップ、デジ
タルを通じた地理的な拡大により、ビジネスの
幅が広がりつつあり、M&Aや事業承継において
も、千葉県以外の地域の企業とのマッチングが
増加するなど、成果も出てきています。地域を
超えたビジネスで得たものを還元していくこと
で、千葉県における取組みをさらに強化するこ
ともできます。千葉から首都圏、そして将来的
には首都圏から日本、日本から世界へというと
ころまで見据えて欲しいと思います。

高山　当行は千葉県を中心に、金融サービスの
インフラとして大きな存在感がありますが、もっ
と広い意味で存在感のある企業グループとなる
ために、「コンシェルジュ」であり、「プロデュー
サー」となることを目指して欲しいと思います。「コ
ンシェルジュ」とは、グループが持つ多様なサー
ビスを駆使して、地域の人々の日々の生活に深
く入り込み、隅々まで行き渡る最適なサービス
を提供できる存在です。そして「プロデューサー」

新中期経営計画において特に重要と 
考える領域についてお聞かせください。

木内　新中期経営計画の取組みについては、
従来より強みとしていた金融分野でのさらなる
深掘りはもちろんのこと、フロンティアである非
金融ビジネスの拡大が重要だと思います。キャッ
シュレスや、ちばぎん商店株式会社の事業は成
長を続けており、今後に向けても大きな成長ポ
テンシャルがあります。また、広告事業やBaaS
事業、不動産ファンドへの取組みなど、新たな
ビジネスを広げることにより、地域経済の活性
化への貢献にも期待しています。加えて、当行
が長年にわたり培った信頼や顧客基盤という強
みを活かし、個人と企業をつなぐプラットフォー
マーの役割を果たすことで、お客さまのさまざま
なニーズを捉えていくことができると思います。
こうした取組みを通じ、お客さまのあらゆる生
活の場面でニーズに応えていく身近な存在にな
り、「わが家は、なにかとちばぎんです。」と言
える状態が当行グループの目指す姿であり、そ
れがパーパスにつながると思います。そして、こ
うした新しい銀行の姿を示していくことで、株式
市場でもこれまでの銀行とは異なるバリエーショ
ンがなされ、PBRの大きな改善につながるもの
と考えています。

高山　私は、非金融ビジネスの拡大に加えて新
中期経営計画の重要なポイントは「お客さま中
心のビジネスモデルへの進化」を徹底的に追求
するという点に尽きると考えています。これまで
も当行は「お客さま第一」と言い続けてきまし
たが、今回大きく変わったことは、個人・法人
のお客さまそれぞれについて、当行グループの
ファンを増やすためのカスタマージャーニーを明
確に示したことです。いついかなる時もお客さま
の立場になって考え、当行のグループ企業、新
規ビジネスも含めて、お客さまの生涯にわたっ
て最高の商品・サービスを提供して課題の解決
を図ることを明確に打ち出したことには、大きな
意義があります。

取締役
［社外取締役］

高山  靖子

取締役
［社外取締役］

田島  優子
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社外取締役座談会



一人ひとり・一社一社のお客さまに
あった質の高いサービスを
最適なタイミングで提供する

取締役専務執行役員
グループCBO（最高営業責任者）
営業本部長 山﨑  清美

CBO（最高営業責任者）メッセージ

次に法人ビジネスでは、「経営者の補佐役」と
して、地域・お客さまにとってなくてはならない
パートナーとなり、お客さまに寄り添った質の高
いソリューション提案を行ってまいります。
また、県内エリアでは金融機関の撤退・機能
変更が続いており、強固な店舗網を維持する当
行の役割はさらに大きくなっています。地域の期
待にしっかりと応えることで、一段の県内融資
シェア・法人取引の拡大を目指します。県外エリ
アでは積極的な店舗展開を継続し成長を加速さ
せてまいります。

迅速に行動し地域とともに成長し続ける

私は「迅速果断」を座右の銘としており、常
にお客さまからのご相談に対して迅速に対応す
ることを入行当初から心掛けています。当行の
盤石な営業基盤があるのは、長年にわたり築い
てきたお客さまとの信頼関係があるからです。
お客さまからの信頼は、迅速、正確そして丁寧
な対応の積み重ねで得られるものであり、これ
は当行の営業マンの風土であり強みでもあると
思います。この強みを活かし、これまでのお客さ
まとの関係をさらに深化させるとともに、将来に
引き継ぐべきお客さまを開拓することで、地域と
ともに成長し続ける銀行グループを目指してまい
ります。

「リアル」「デジタル」を組み合わせ
従来以上の強い顧客接点を構築する

パーパスの実現にはお客さまと接する営業現
場が、一人ひとり・一社一社のお客さまにあっ
た質の高いサービスを最適なタイミングで提供
することが重要になります。地域金融機関の強
みである「リアル」と今までアプローチできなかっ
た層に対する「デジタル」を組み合わせることで、
従来以上に強い顧客接点を構築してまいります。
また、現場をサポートする本部組織では、商品
やサービスの垣根を越えて営業部門を統括する
「営業統括部」を、グループ一体での提案をより
強化するために「グループ戦略部」を2023年4月
に新設いたしました。営業現場と本部が一体とな
り、最適なソリューション提案を行ってまいります。

お客さまをよく理解し期待に応える

個人と法人に分けて具体的にお話します。ま
ず個人ビジネスについてです。お客さま一人ひ
とりのライフスタイルやニーズは千差万別です。
そのため、最適な提案を行うためには、お客さ
まをよく理解することが第一歩となります。お客
さまの基本情報に加えて、これまでの取引で蓄
積してきたデータを分析することで、ニーズを先
読みし、「お金に関する総合コンサルタント」と
して、一人ひとりのお悩みに対する解決策を提
案してまいります。

す。年次に関係なく学習意欲が非常に強いと感
じており、今までこのような意欲に応えられてい
なかったことを反省しつつ、今後は、人的資本
投資を拡大し、職員の意欲を支援していきたい
と考えています。

職員一人ひとりの思いに寄り沿う

当行では「人材」を最も重要な経営資本と位
置づけており、仕事へのやりがいや成長機会の
提供などを通じて職員と深い信頼関係を築くこと
が最も大切なことだと思います。職員一人ひとり
の思いに耳を傾け、その実現のために支援して
いく。そして、一人でも多くの職員が当行で働く
ことに誇りを持てる会社にしたいと考えています。
私は人との触れ合いでは常に「美点凝視」を 

意識しています。お客さまや上司、同僚、部
下、当然ながら家族も同様です。相手の良い
ところを意識して見ると、自然と相手を認め、
尊敬するようになります。良い仕事をするた
めには、自身が誠実であり、周囲の人を尊敬
することが基本です。職場環境が原因で退職
する職員を一人も出さないことが私の目標で
あり、そのためにも、職員一人ひとりがお互
いに相手を尊敬し、高めあっていく企業風土
を醸成したいと考えています。

パーパスを実現するための
「人材育成方針」

「考え抜け」「自分の強みを持て」「仲間を増や
せ」これが今回制定した人材育成方針の3つの
コア要素です。シンプルな言葉ではありますが、
さまざまな思いを込めています。職員に浸透さ
せていくことが大切であり、専門職向けのコー
ス制度や人事評価制度見直し、経営層向けの
コーチングプログラムなどハード・ソフトの両面
でさまざまな施策を実施します。
人材育成方針はパーパスと紐づいており、

パーパスを実現していくためにも、この人材育
成方針を体現する人材を育てることが私の最大
のミッションだと考えています。

職員の成長を強力に後押しする
「人材戦略」

人材戦略では、「人が育つちばぎんグループ
の構築」と「エンゲージメントの高い人材と組織
の創出」の2つを柱としています。特に職員一人
ひとりのキャリアステップを全面支援します。自
分のキャリアを主体的に考えてもらい、その実現
に向け、学習・挑戦・実践の機会を提供してい
きます。
「学習」機会として提供するのは、地方銀行で
は初となるコーナーストーン社のラーニングマネ
ジメントシステムである企業内大学「ちばぎんア
カデミー」です。4,000本を超える動画コンテン
ツを用意しており、開校1か月で7割の職員が受
講し、1か月で100時間以上勉強する職員もいま

取締役常務執行役員
グループCHRO（最高人事責任者） 牧之瀬  孝

お互いに相手を尊敬し、
高めあっていく企業風土を醸成する

CHRO（最高人事責任者）メッセージ
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新しい「銀行ビジネス」を創造していくことが、
中期経営計画におけるデジタル戦略部のミッ
ションです。
このミッションを進めるために、若い職員の能
力、ベテラン職員やキャリア採用の方々の経験
知に加え、全職員のアイデアや意見を形に変える
「アイデアピッチコンテスト」や、全職員がDXを
自分事として意見を出す「DXサポーター制度」
など、さまざまな施策を通じて「多様な人財」
の力を結集し、グループ全体で「新しい銀行ビ
ジネス」を創造してまいります。

の言葉をいただいた時には、仕事の醍醐味を
強く感じます。
今後の目標は、何でも相談できる身近な存
在として、金融面でのサポートだけでなく、非
金融面のサポートも行っていくことで、お客さ
まの事業拡大や経営課題の解決に貢献し、お
客さまと喜びを分かち合っていきたいです。

数多く反映されています。
中期経営計画でも謳われていますが、当行は
人材育成に意欲的です。私はこれまで主に国内外
の企業審査に携わってきましたが、現在は所属部
署の資格取得支援制度等を活用してストラク
チャードファイナンス分野の能力向上に励んでいま
す。今後も専門知識の一層の強化に努め、自身
のキャリア形成に活かしていきたいと考えています。

デジタルツールやデータを駆使したビジネス
は、銀行ビジネスに変化をもたらしてきていま
す。例えば、バンキングアプリの進展によって、
店頭や訪問先などで「顔」が見えていたお客さ
まだけでなく、これまでお会いすることができな
かった多くのお客さまにもデジタルツールでアプ
ローチができる環境になってきました。
お客さま一人ひとりの「もっとこうしたい」と

いう気持ちに寄り添い、銀行サービスをもっと便
利にご利用いただくことを目指していくために、
DX（デジタル・トランスフォーメーション）を進め、

法人渉外として、地域の法人のお客さまを
担当しています。個人事業主から中堅企業ま
で、担当しているお客さまの事業規模や業種
は、多岐にわたります。お客さまと真摯に向き
合い、親身になって寄り添うことで、お客さま
の「相談役」として信頼関係を築いていくこと
を大切にしています。また、「お客さまのことを
よく理解する」ことに注力し、付加価値の高い
課題解決の提案につなげています。情熱を持っ
てお客さまと接しているため、お客さまに感謝

中期経営計画の策定にあたり、2022年3月か
ら、22名の行員が中期経営計画策定委員として
法人・個人・コーポレートの3班に分かれ、「当
行の目指すべき姿」について3か月にわたり議論
しました。私は、法人ビジネスの課題解決を念
頭に意見するよう心掛けましたが、取組指針「お
客さま中心のビジネスモデルの進化」をはじめ、
新たな中期経営計画には、現場目線の意見が

経済環境や社会環境が大きく変わるなかで、行員の業務や期待される役割は多様化しています。 
行員一人ひとりが、それぞれの立場でそれぞれが持つ能力を最大限発揮していくことで、千葉銀行の
価値創造を支えています。

者は、業務知識不足からお客さまからの質問に
即答できなかったり、対応に時間がかかったり
してしまうこともあるかもしれません。しかし、
その場しのぎで曖昧な回答をすることなく、お
客さまのご要望に真摯に向き合い、誠実に対
応すること、その誠実さは必ずお客さまに伝わ
ると考えています。担当者一人ひとりの誠実な
対応が、地域の皆さまからの当行への信頼に
つながっていると考えています。

当行の強みは、地域の皆さまと、本当に近い
ところで活動している点です。電子契約やリモー
ト面談の活用も進んでいますが、それぞれの地
域に支店があることで、担当者が頻繁にお取
引先に顔を出すことができ、お客さまも店頭に
気軽に足を運んでくださっています。当店は、
個人のお客さまも多く、小さなお子さん連れの
方や、学生、ご年配の方などあらゆる年代の
方々が多数ご来店されます。地域の皆さまから
必要とされる存在であることを日々実感してい
ます。
支店メンバーに対しては、誠実さを大切にし

て欲しいと伝えています。特に経験の浅い担当

デジタル戦略部
執行役員部長 柴田 秀樹

多様な人財がもたらす 
新しい銀行ビジネスを創造する

四街道支店
法人渉外 近藤 知弘

情熱を持ってお客さまと接することで 
仕事の醍醐味を感じる

企業サポート部
ビジネス・海外審査グループ 杉山 夏美

中期経営計画策定委員として 
現場目線の意見を反映

八千代緑が丘支店
支店長 初田 恵美子

お客さまとの近い距離で築く関係が 
信頼につながる
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千葉銀行の価値創造を支える行員



当行の主要な営業エリアである千葉県は、
1873年に印旛県と木更津県の合併により誕
生し、2023年6月15日に150周年を迎えまし
た。温暖な気候と豊かな自然に恵まれた広い
県土を有し、日本の経済成長とともに発展を
続け、2023年3月末時点での人口は626万人
と全国6位となっています。
また、千葉県の県民所得は19.2兆円で全国

6位、県内総生産は21.2兆円で全国7位の水準
にあり、全国有数の経済規模を有しています。

千葉県は、商工業、農業、水産業といずれも全国トップレベルの水準にあり、高い水準でバランス
の取れた産業構造を有しています。
商工業では、東京湾岸沿いに石油精製・石油化学・鉄鋼などのコンビナートを有する「京葉工業地
域」をはじめ、いくつもの工業団地が点在しているほか、「東葛テクノプラザ」、「かずさアカデミアパー
ク」などでは、産学官の連携による最先端の研究開発が進められています。
また、千葉県は全国有数の農業県でもあり、冬は暖かく夏は涼しい温暖な気候と、大消費地に近接

した立地を活かし、県内各地で生産性の高い近郊農業が展開されています。また、三方を海に囲まれ
豊かな漁場があり、水揚げ量全国1位の銚子港をはじめ、数々の漁港を有することから、漁業・養殖
総生産量においても全国トップレベルの水準にあります。
これらに加え、東京ディズニーリゾートや、多くの海水浴場、南房総国定公園・水郷筑波国定公園な
どを有する観光地としても特色があり、各都道府県の中でも屈指の訪日外国人観光客数を誇っています。

千葉県は、経済の発展に欠かすことのできない公共インフラの整備も進んでいます。2024年度以降
に全線開通を予定している圏央道に加え、北千葉道路、千葉北西連絡道路（千葉柏道路）等も開通
に向けた計画が進んでいます。
また、2023年3月、JR京葉線の新習志野駅と海浜幕張駅の間に新駅「幕張豊砂駅」が開業したほか、
成田国際空港においては、2028年度に第3滑走路の新設が予定されています。国内有数の貨物取扱量
を誇る千葉港をはじめ、木更津港等の貿易港においても、機能拡充や災害対策に向けた投資が継続さ
れています。
このように、さまざまな産業において高い水準を誇り、インフラ整備が進み経済成長における高いポ
テンシャルを有する千葉県は、当行グループの持続的成長を支える優良なマーケットとなっています。

千葉県は、全国有数の人口規模や経済規模を誇り、豊かな自然とバランスの取れた産業構造を有し
ています。当行グループは、優良なマーケットである千葉県を営業エリアとし、千葉県とともに安定的
な成長を続けています。今後も千葉県のさらなる発展のために地域金融機関として役割を果たしていき
ます。

6百万人を超える人口と全国有数の経済規模強み 1

経済成長における高いポテンシャル強み 3

バランスの取れた産業構造強み 2

第1次産業 第2次産業 第3次産業

全国7位 0.1兆円 全国9位 5.0兆円 全国6位 15.9兆円

千葉県の産業データ

出所：内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算」（2019年度）

出所： 千葉県総合企画部統計課「千葉県毎月常住人口調査月報」、総務省統計局 
「国勢調査」（2020年）、内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算」（2019
年度）を基に、千葉銀行にて作成

人口
626万人

全国6位

県民所得
19.2兆円

全国6位

県内総生産
21.2兆円

全国7位

2023年5月時点
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(兆円)

(百万人) ■    貸出金残高
■   預金残高

0

162万人

1963.9
総預金
1,000億円達成

1975.9
総預金
1兆円達成

1983.3
総預金
3兆円達成

1988.9
総預金
5兆円達成

2014.3
総預金
10兆円達成

2019.3
貸出金
10兆円達成

12

10

14

4

2

6

8

16

千葉県の人口推移

626万人

1943.3 1950.3 1960.3 1970.3 1980.3 1990.3 2000.3 2010.3 2020.3 2023.3

1943.3 千葉合同銀行、
小見川農商銀行、
第九十八銀行の3行合併に
より千葉銀行設立

1960~ 高度経済成長を受け、預貸金が伸長
1964.2 「ひまわり」をバンクフラワーに制定
1970.10 東証第二部に上場（1971年8月に第一部に指定替）
1971.10 第一次オンラインシステム開始
1973.3 本店を千葉市中央から同市千葉港へ新築・移転

1960年代～創立～

2000年代～

1986.10 全国初の女性支店長誕生
1987.4 ニューヨーク支店開設
1989.4 香港支店開設
1991.2 ロンドン支店開設
1995.11 上海駐在員事務所開設
1998.3 中央証券（現ちばぎん証券）を

グループ会社化

2006.12 障がい者雇用特例子会社 
ちばぎんハートフル設立

2008.3 TSUBASAプロジェクト発足
2011.3 シンガポール駐在員事務所開設
2014.9 バンコク駐在員事務所開設
2015.10 TSUBASAアライアンス発足
2016.3 千葉･武蔵野アライアンス発足

2016.5~9 グループ会社9社を
ちばぎん幕張ビルに集約

2016.7 T&Iイノベーションセンター設立
2019.7 千葉・横浜パートナーシップ発足
2020.9 ちばぎん本店ビル竣工
2021.5 ちばぎん商店設立
2023.4 ひまわりグリーンエナジー設立

千葉銀行
グループの
変遷

1980年代～

千葉銀行は、2023年3月に創立80周年を迎えました。地域金融機関として、お客さまのさまざまな
ニーズにお応えし、事業規模は拡大しています。今後も、千葉銀行グループは、地域とともに成長を
続けていきます。

国道上部空間の整備・マルシェ開催
2023年5月、本店ビルに隣接する国道上部空間に、ベンチや

ウッドデッキを配置したほか、地面の一部に遮熱性の塗装を施し、
地域住民の憩いの場として整備しました。また、同月に整備した
空間でマルシェを開催しました。

金融資料室・コワーキングスペース設置
2023年5月、本店ビルに「ちばぎん金融資

料室（愛称：FinTERRACE）」及び「ちばぎ
んコワーキングスペース（愛称：PORT）」を
設置しました。地域における金融教育の場、
新事業創出の場として、活用していきます。

創立80周年記念事業

▲  マルシェの様子

▲  ちばぎんコワーキングスペース▲  ちばぎん金融資料室

▼ 二代目本店

▼ ちばぎん本店ビル2020年9月竣工

▼ 初代本店

2023.3

資本金：1,450億円
従業員：3,965人
店舗数：184か店
預　金：15兆4,244億円
貸出金：12兆1,536億円

1943.3（創立時）

資本金：1,000万円
従業員：725人
店舗数：70か店
預　金：2億4,702万円
貸出金：5,159万円
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当行は、千葉県内を中心として、国内に184拠点、海外に6拠点の店舗ネットワークを有しています。
国内拠点においては、千葉県に隣接する東京23区内に加え、茨城県、埼玉県に新規店舗を出店す

る一方で、既存店舗の統廃合や店舗機能の集約化を図り、お客さまとの接点を確保しながら、それぞ
れの地域のお客さまのニーズに合わせた最適な店舗サービスを提供しています。
また、海外拠点については、ニューヨーク、香港、ロンドンに支店を展開しているほか、アジア各地

（上海、シンガポール、バンコク）にて駐在員事務所を構え、地銀としてはトップレベルの海外拠点網
を有しています。
このような店舗ネットワークのもと、2万社を超える企業のメインバンクとして、お客さまの事業活動
を支援しているほか、千葉県内の55自治体のうち、44自治体で指定金融機関となっているなど、主要
な営業エリアである千葉県において、圧倒的なシェア（県内貸出金シェア41.0%、同預金シェア27.9%）
を維持しています。

当行の総資産（連結）は約19.8兆円、貸出金（単体）は12兆円を超えているほか、連結ベースの
当期純利益（親会社株主に帰属する当期純利益）は602億円となっており、地方銀行の中でもトップク
ラスの資産規模と収益力を誇っています。
また、ROE（連結）は6.38%で、2期連続増加しているほか、OHR（単体）は47.73%と40%台後半
の水準にあり、低い経費率は当行の大きな特徴となっています。安定したROEと低いOHRは、当行の
効率的な事業運営を表しています。
総自己資本比率（連結）は、11.63%、普通株式等Tier1比率（連結）は11.54%、不良債権比率（単

体）も0.93%と1%を下回るなど、財務面においても高い健全性を維持しています。
これらを反映して、格付評価機関による外部格付は、ムーディーズが「A1（長期）」、スタンダード&
プアーズが「A－（長期）」、格付投資情報センターが「AA－（長期）」と、いずれも高い水準の格付を
付与されています。

強固な営業基盤 強い財務基盤

千葉県内貸出金

5.1

13.9 14.5

36.6

●　 千葉銀行シェア（％）　
■ 千葉県内銀行貸出総額（兆円）　■ うち千葉銀行貸出総額（兆円）　

5.6

2007.3 2012.3

6.5

16.3

40.1

2017.3

7.6

18.6

41.0

2022.3

39.1

出所：金融ジャーナル

千葉県内預金※

8.0

34.9 37.9

23.0 24.3

●　 千葉銀行シェア（％）　
■ 千葉県内預金総額（兆円）　■ うち千葉銀行預金総額（兆円）　

9.2

2007.3 2012.3

10.9

42.7

25.6

2017.3

14.2

50.9

27.9

2022.3

※譲渡性預金を含む
出所：金融ジャーナル

地銀トップクラスの収益力

親会社株主に帰属する
当期純利益（連結） 602億円

ROE（連結・株主資本ベース） 6.38％

低い経費率

OHR（単体） 47.73％

健全な貸出資産

不良債権比率
（単体・金融再生法ベース） 0.93％

強固な事業基盤

厚みのあるお客さま基盤

給振口座数
 86.4万口座

年金受取口座数
 49.4万口座

住宅ローン利用先
 20.5万先

当行をメインバンクとする企業数※
 2.1万社

※出所：帝国データバンク
（特に注記のないものについては、2023年3月末または2022年度実績）

国内拠点数※1 184拠点

海外拠点数 6拠点
支店：ニューヨーク、香港、ロンドン
駐在員事務所：上海、シンガポール、バンコク

千葉県内貸出金シェア※2 41.0％
千葉県内預金シェア※2 27.9％
指定金融機関の自治体数 44自治体／55自治体
地方創生に関する連携協定
を締結する自治体数 25自治体／55自治体
※1 181店舗・3両替出張所
※2 出所：金融ジャーナル、2022年3月末時点

地銀トップクラスの資産規模

総資産（連結）
 19兆7,878億円

貸出金（単体）
 12兆1,536億円

預金（単体）
 15兆4,244億円

盤石な自己資本

総自己資本比率（連結） 11.63％
普通株式等Tier1比率（連結） 11.54％

良好な格付※

ムーディーズ A1（長期）P-1（短期）
スタンダード＆プアーズ A-（長期）A-2（短期）
格付投資情報センター AA-（長期）
※2023年7月1日現在
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千葉銀行グループの強み



DX

GX

ア
ラ
イ
アンス

グループ・ガバナンス

人
的
資
本

地域に寄り添う
エンゲージメントバンクグループ

第15次中期経営計画

基盤強化
価値創出の基盤を拡充

戦略

アウトプット

人口減少

少子
高齢化

DXへの
対応

GXへの
対応

価値観の
多様化

行動様式の
変化

一人ひとりの思いを、
もっと実現できる地域社会にする

金融機能を提供するなどの「機能的価値」
に加え、地域の課題解決に貢献するなどの
「社会的価値」を創出するために存在

変化する時代の中で、地域を
「ステークホルダーの思いが叶う場所」へ

地域の社会的課題解決

共感できる
価値観の提供

ファンを
増やす

=

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
向
上

企
業
価
値
の
向
上

SDGs達成への貢献
持続可能な社会の実現

職員 やりがい・報酬 配当投資家

域内企業の
持続的成長

雇用創出

所得の増加

消費の活性化
など

お客さま中心のビジネスモデルの進化取組指針

取組方針 最高の顧客体験の創造
既存事業の質の向上
新たな価値の提供

基本方針Ⅰ

基本方針Ⅱ

基本方針Ⅲ

金融サービス
専門性の追求

非金融サービス
利便性の向上

法人・自治体 個人

豊かなライフスタイル

社会課題 ビジョン パーパス

機能的価値

社会的価値
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価値創造プロセス



前中期経営計画では、『金融機能の深化と地域金融の新たなモデル構築による「カスタマー・エクス
ペリエンス」の向上』を中期経営計画におけるビジョンに掲げ、基本方針に沿った取組みを進めました。
DXの推進、新事業への参入をはじめとする取組みを進め、お客さま向けサービスの質を大きく向上さ
せた結果、目標とする3つの財務指標を達成しました。

当行グループが果たすべき使命 お客さまや地域社会のパートナーとして最新の金融サービスを提供し、
地域経済の持続的な発展に貢献する

名　称

第14次中期経営計画　

NEXT STEP 2023 ～ 未来へ、 
つながる・超える～

（計画期間　2020年4月1日～2023年3月31日）

ビジョン
金融機能の深化と地域金融の新たなモデル構築による
「カスタマー・エクスペリエンス」の向上

基本方針

基本方針Ⅰ 「お客さまに寄り添い共に進化し続けます」
基本方針Ⅱ「お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます」
基本方針Ⅲ「提携戦略を高度化します」
基本方針Ⅳ「サステナブルな経営を実現します」

前中期経営計画の概要

主要課題における主な成果

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2022年度
目標

2019年度 
実績比

業務粗利益 1,527 1,560 1,615 1,555 +28 1,640

経費（△） 819 860 845 825 +6 855

実質業務純益 708 700 769 730 +22 785

当期純利益 459 456 523 581 +121 560

親会社株主に帰属する当期純利益 480 496 544 602 +122 600

連結ROE（株主資本ベース） 5.67% 5.65% 5.97% 6.38% 0.70% 6%台半ば

単体OHR 54.61% 55.00% 52.02% 47.73% △6.87% 50%台前半

主要計数の推移

●個人のライフプランに添った提案の実践
●法人ソリューション強化
●住宅ローン非対面契約化
●エリア営業部の新設

基本方針

Ⅰ お客さまに寄り添い共に進化し続けます

●アプリ・ポータル機能拡充
●キャッシュレス事業拡大
●ちばぎん商店の設立
●オンアドの設立

基本方針

Ⅱ お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます

●TSUBASAアライアンス／アプリ等のシステム共同化拡大
●千葉・武蔵野アライアンス／キャッシュレス加盟店事業等、連携拡大
●千葉・横浜パートナーシップ／取引先支援等の連携強化
●ソニー銀行との提携

基本方針

Ⅲ 提携戦略を高度化します

●サステナブル・ファイナンスの推進
●カーボンニュートラル達成への取組強化
●気候変動に関する開示拡充
●DX人材の育成

基本方針

Ⅳ サステナブルな経営を実現します

（単位：億円）
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前中期経営計画の振り返り



パーパス・ビジョンに向けた実現戦略として、本中期経営計画「エンゲージメントバンクグループ　
～フェーズ1～」では、「お客さま中心のビジネスモデルの進化」を取組指針に掲げ、商品やサービ
ス提供における視点を変え、最高の顧客体験を創り上げていくことで、お客さまとのさらなるエンゲー
ジメント向上を実現します。

3つの「基本方針」のもと、お客さまサービスの向上を図るとともに、それらを支える5つの「価値
創出の基盤」を強化していきます。

「基本方針」「価値創出の基盤」の概要

さまざまなデータを活用し、パーソナライズした提案を行う。
リアル・リモート・デジタルの最適なチャネルを提供する。

お客さまの課題を解決するため、ソリューションの質をより一層高める。

新たな事業領域への参入により、お客さまにこれまでにない価値を提供する。

基本方針

Ⅰ

基本方針

Ⅱ

基本方針

Ⅲ

最高の顧客体験の創造

既存事業の質の向上

新たな価値の提供

基盤

Ⅰ
DX
DX推進体制の強化及びそれに伴う人材・新技術活用・サイバーリスク管理の高度化

基盤

Ⅱ
GX
地域の脱炭素を主導する取組みの強化

基盤

Ⅲ
アライアンス
他行連携や異業種連携を通じた価値提供能力の向上

基盤

Ⅳ
人的資本
最重要経営資本である「人材」への積極投資による人材育成の強化

基盤

Ⅴ
グループ・ガバナンス
持株会社体制に相当するグループ一体経営に向けたグループ・ガバナンスの高度化

取組指針  お客さま中心のビジネスモデルの進化

地域への社会的価値の提供を通じた「サステナビリティ経営」の実践

基盤Ⅰ

DX
基盤Ⅱ

GX

基盤Ⅲ

アライアンス
基盤Ⅳ

人的資本
基盤Ⅴ

グループ・ガバナンス

「価値創出の基盤」を拡充価値創出の基盤

※目標とする財務指標はP33に記載

基本方針

Ⅰ

最高の
顧客体験の創造

既存事業の
質の向上

新たな
価値の提供

基本方針

Ⅱ
基本方針

Ⅲ

エンゲージメントバンクグループ
計画期間：2023年4月1日～2026年3月31日～フェーズ1～

第15次中期経営計画
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中期経営計画 概要



中期経営計画「エンゲージメントバンクグループ～フェーズ1～」において目標とする財務指標として、
連結ROEなど以下の5つの指標を掲げています。
また、長期的に目指す水準として、2030年度における連結ROE8％程度、親会社株主に帰属する当
期純利益1,000億円を掲げています。

2025年度目標 2030年度に
目指す水準

連結ROE（株主資本ベース） 7%台前半 8%程度

親会社株主に帰属する当期純利益 750億円 1,000億円

連結業務純益 1,200億円

連結普通株式等Tier1比率※ 10.5%～11.5%

連結OHR 45%程度 ※ バーゼルⅢ最終化完全実施ベース 
（有価証券評価差額金除き）

※ 連結普通株式等Tier1比率はバーゼルⅢ最終化完全実施有価証券評価差
額金除き

成長に向けたリソースの投下

人員
店舗ネットワークの効率化、店頭店内業務のさらなる効率化など、

グループ全体の効率化を推進し、本部企画・推進部門・営業店・グ
ループ会社に3年間で370名を再配置します。また、前中期経営計
画の2倍となる280名を外部出向やトレーニー等により育成します。

投資
3年間で戦略的投資160億円を含む340億円の投資を行い、アプ

リやポータルの機能追加に加え、新事業投資やデジタルインフラの
整備などを進めます。

経費
3年間でデジタル関連施策を中心に新規施策経費140億円を見込

む一方、経費削減策を進めることで中期経営計画最終年度の経費
は880億円を見込んでいます。

本部専門人員の
体制強化

サービス
ラインナップ拡充

営業店提案力の
底上げ

新事業の創出

お客さま中心の
ビジネスモデルの進化

One to Oneマーケティングによる
一人・一社あたりの粗利向上

既参入事業のマネタイズ強化、
さらなる新事業への種まき

資本政策

資本運営の目線
新しい中期経営計画では、連結普通株式等

Tier1比率※を10.5%～11.5%のレンジでコント
ロールすることを基本方針とします。期間利益に
より積み上がった自己資本をまず成長投資に充
当して、成長投資分に見合った自己資本を確保
し、適正な自己資本を維持したうえで、余剰分
を株主還元していくことを検討します。適正な自
己資本水準を維持しつつ、RORAを改善すること
で、ROE向上を図っていきます。

株主還元
配当に関しては、中期経営計画期間中の配当
性向を、35%を上回る水準として、長期的には
40%を目指します。自己株式取得に関しては、
普通株式等Tier1比率が必要水準のレンジ内に
収まるように、機動的に実施します。
各種施策の着実な実行により業績を拡大させ、

引き続き成長に向けた投資と健全な資本基盤の
バランスを勘案した株主還元を行っていきます。

政策保有株式の削減
政策保有株式については、地域金融機関とし

て取引先等との良好な関係の維持・進展を通じ
て、地域経済の発展並びに当行の企業価値向
上に資する等、その保有意義が認められる場合
において限定的に保有し、株式保有リスクの抑
制や資本の効率性等の観点から、取引先等との
十分な対話を経たうえで、縮減を進めることを
基本方針としています。
上場株式にかかる定量的な保有効果について

は、取引先等毎に預貸金からの収益や役務収
益、配当収入から、株式に対するみなし引当や株式保有にかかる資本コストを控除し算出した指標を用
いて判断しています。取締役会は、保有意義の妥当性について毎年個別銘柄毎に経済合理性や政策
保有先の財務・業績内容を勘案した株式価値の将来の見通しを踏まえ、検証しています。

2023年3月末現在、政策保有株式の貸借対照表計上額（時価）は2,111億円、資本合計（連結純
資産）に占める割合は19.90%となりました。

連結普通株式等Tier1比率※

株主還元推移

期末

株主
還元

11.5%

10.5%

資産
積上げ ターゲット

レンジ
適正
水準

資本の蓄積

追加の株主還元等

インオーガ
ニック投資

成長投資

当期
純利益

11.6%

2023.3

必要資本水準の
レンジ内で

機動的に自己株式
取得を実施

48.6

28.1
29.9

29.9

54.0

24.5

2019.3 2020.3 2021.3

41.7

32.6

2022.3

50.6

配当性向：
35%を上回る水準
長期的には

40%を目指す

34.0

2023.3
●　 連結総還元性向（%）　　●　 連結配当性向（%）　■ 通期配当（円）

16 18 20 24 28

35.6

2024.3（予想）

30

政策保有株式と資本合計に対する比率

1,141 1,132

2,440

2,031

2,546
21.86

24.45

25.63

1,105

2019.3 2020.3 2021.3

959 821

2,325
2,111

21.95

2022.3 2023.3
●　 連結純資産に占める政策保有株式（単体・時価）割合（%）

　■ 簿価　■ 時価（億円）

19.90

成長支出によるサービスの向上 利益によるさらなる成長支出
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中期経営計画 目標とする財務指標



基本方針に沿った取組みを進めることで、個人・法人にとって最良のカスタマージャーニーを実現し、
当行グループのファンを増やしていきます。

お客さま一人ひとりのライフスタイルに寄り添った価値を「デジタル × リモート × リアル」で
提供します。

ちばぎんビジネスポータルを通じて便利なサービス・役立つ情報を提供し、経営者の補佐役
として事業者の経営課題解決に貢献します。

本中期経営計画では、「お客さま中心のビジネスモデルの進化」を取組指針に掲げ、商品やサービ
ス提供における視点を変え、最高の顧客体験を創り上げていくことで、お客さまとのさらなるエンゲー
ジメント向上を実現します。

カスタマージャーニー取組指針

個人

法人

顧客状態 利用される イメージが変わる あらゆる悩みを相談される すすめたくなる・ファンになる 選ばれ続ける

パーソナライズ提案による
クロスユースの拡大

ライフイベント（ニーズ）
お金の心配 住宅購入

車の買替 子育て

結婚終活

基本方針Ⅰ 基本方針Ⅱ 基本方針Ⅲ 提供価値

便利な日常

決済
お金の管理
納税・支払
振込
投信・ローン

アプリ

キャッシュレス

保険提案アドバイザー

PB（富裕層）

相続プロフェッショナル

住宅ローン専門人員

ちばぎん証券

外部連携（税務・不動産 など）

コンサルティング提案
投信

保険

信託

住宅ローン

無担保ローン

商品群

顧客体験

いつでも、どこでも
生活の中でつながる

金融サービスが
便利で使いやすい

私・私の家族のことを
わかってくれている

パーソナライズ

CF・ECサイト（地域商社）

日常生活でも役に立つ

住宅情報 金融教育

私に役立つ情報をくれる

いつでもどこでも
相談しやすい ちばぎんが好きになった もっとちばぎんを

利用したい

経済的安心

豊かな老後

充実した生活

もしもの備え

住宅コンシェルジュ
カーコンシェルジュ
リモート金融コンサル

RM（リレーションシップマネージャー）

店舗・渉外 Web
面談

価値観・行動様式の
変化

お客さまが選べる最適なタッチポイントの構築

リアル

地域商社

レコメンド

事前与信

住宅ローン

マイカーローン

世帯情報
取引データ
行動データ

車のコンシェルジュ

電力事業

住宅コンシェルジュ

広告事業

デジタルマーケティング事業

4

コンサルファームのような
専門性を追求

リモート

デジタルの利便性とリアルの
付加価値を兼ね備えた
ハイブリッドチャネル

デジタル

デジタルバンクのような
利便性を追求

●つながる機能の拡充
●すすめたくなる／ファンになる銀行へ

個人 お金に関する総合コンサル
法人 経営者の補佐役

お客さまのニーズに先回りし、商流の川上に立った提案

One to One マーケティング

最適なパーソナライズ提案によるクロスユース拡大

金融サービスの
コモディティ化

お客さまのニーズに沿った非金融サービスの拡充

3

顕在化したニーズへの
提案

従来のビジネスモデルにおける
課題や顧客ニーズの変化

2

プロダクト中心の
提案

1

さらなる
新事業

ニーズ
喚起

ニーズの
顕在化

ライフステージに応じた提案
キャッシュ
レス 資産運用 住宅

ローン
教育
ローン

クロスユース拡大

エンゲージメント向上

事業ステージに応じた提案

創業資金 アドバイ
ザリー 事業再構築 IPO支援

お客さまに
あった商品を
最適な
タイミングで
提案

お客さま中心のビジネスモデルの進化 ＝ 商品・サービス提供の「視点を変える」

経営者の補佐役として
課題解決に貢献

便利で効率的な
金融取引

非融資先にも
役立つサービス

パーソナライズ

ビジネス情報提供

ビジネスマッチング

補助金診断サービス

連
携

金融サービスが
便利で使いやすい

金融以外の会社経営に
役立つサービスがある

いつでもどこでも
相談しやすい

ちばぎんは事業経営の
頼りになる

困ったときには
まずちばぎん

脱炭素

DX

SDGs

労働力確保

ICTコンサルティング
経営承継コンサルティング

事業再構築支援
脱炭素支援

ビジネスマッチング
不動産ファンド
広告事業

非ファイナンス領域

ノンリコースローン
プロジェクトファイナンス

サステナブル・ファイナンス
LBO

資本性ローン／キャピタル出資

ファイナンス領域

店舗・渉外 Web
面談 グループ会社

顧客体験

非融資先を含めた
あらゆる事業者とつながる

基本方針Ⅰ 基本方針Ⅱ 基本方針Ⅲ 提供価値

売上管理
資金管理
オンライン融資
文書授受

ちばぎん
ビジネス
ポータル

キャッシュレス

事業ステージに応じた課題
企画 人事

総務 営業

システム経理

顧客状態 利用される イメージが変わる あらゆる悩みを相談される すすめたくなる・ファンになる 選ばれ続ける
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取組指針・カスタマージャーニー



「ちばぎんグループサステナビリティ方針」
ちばぎんグループは、持続可能な地域社会実現に向け、金融仲介機能の発揮等の本業に加え、誠
実かつ公正な企業活動、気候変動等の環境問題など地域社会を取り巻くさまざまな課題解決に向けた
活動等に取り組み、経済価値と社会価値の両立を目指す持続的経営を行ってまいります。
これらの活動について、グループ役職員一人ひとりが当事者という意識を持って、積極的に取り組む

とともに、情報開示をつうじ、ステークホルダーの皆さまとのより良い信頼関係を育み、「新たな地域
社会の未来」を共に創ってまいります。

当行グループでは、長期志向で経済価値と社会価値の両立を目指す「持続的経営」に向けて「ち
ばぎんグループサステナビリティ方針」を定め、「ちばぎんグループSDGs宣言」において5つのマテリ
アリティ（重要課題）を特定し、グループ一体となって、事業活動を通じた社会課題の解決に貢献する
取組みを進めています。

サステナビリティ方針と持続的経営

マテリアリティに関するこれまでの取組み

サステナビリティに関する各種方針と中期経営計画・マテリアリティとの相関

マテリアリティ（重要課題）の特定プロセス

SDGsの把握と「持続的経営」の意義確認、当行のCSR活動の総括

国際的な社会課題と日本・千葉県の社会課題を網羅的に抽出

さまざまなステークホルダーから社会の関心事や意向の把握
地 域 社 会：地域活性化と自然環境の保護
お 客 さま：金融仲介機能の発揮、先進的な金融サービス
従 業 員：能力を最大限に発揮でき、働きがいのある職場
株 　 主：中長期的な企業価値の向上

2019年5月　5つのテーマによるマテリアリティの特定
「地域経済・社会」「高齢化」「金融サービス」「ダイバーシティ」「環境保全」

持続的経営とは
長期志向のもと、誠実かつ公正な企業活動に基づく自社の経済的利益の追求のみならず、
環境問題等を含む地域社会を取り巻くさまざまな課題解決により経済価値と社会価値の両立
を目指すこと

持続的経営＝「長期志向」＋「経済価値＋社会価値（社会課題の解決）」

5つのマテリアリティ（重点課題）

地域経済・社会 高齢化 金融サービス ダイバーシティ 環境保全

地域経済のコミュニティの
活性化に貢献します

高齢者の安心・安全な
生活を支えます

より良い生活をおくる
ための金融サービスを

提供します
ダイバーシティと働き方
改革を推進します

持続可能な
環境の保全に
貢献します

取
組
指
針

基本方針Ⅰ 
最高の顧客体験の創造 
（パーソナライズ・最適チャネルの提供）

地域エコシステムの
構築

デジタル・リアルでの 
利便性の高い
チャネルの提供

ライフステージ／
事業ステージに沿った
パーソナライズ提案

ダイバーシティ関連の 
取組みの提供・紹介 脱炭素コンサル

基本方針Ⅱ 
既存事業の質の向上 
（ソリューションの質を高める）

ちばぎんビジネス
ポータルの機能拡充

信託・相続関連業務の
拡充

資産運用提案・
住宅ローンビジネスの

拡充

女性リーダー比率30%
以上・有給取得率80%

以上の達成
CO2排出量 

測定ツールの提供

基本方針Ⅲ 
新たな価値の提供（新事業）

不動産ファンドの
活用・広告事業

リモート金融 
コンサルティングサービス BaaS事業 産官学連携ダイバーシ

ティイベントの実施 電力事業の開始

価
値
創
造
の
基
盤

DX 自治体向けDX支援・
DX人材育成支援 スマホ講習会の実施 アプリ・ポータルの

機能拡充 業務効率化による
省エネと働き方改革の

推進

DXによるペーパー 
レス化の推進

GX 脱炭素先行地域の
支援

気候変動による浸水リ
スク情報等の提供

サステナブル・
ファイナンスの推進

省エネ設備・環境 
対応車の導入促進

アライアンス 自治体・公的機関との
連携

CYPシニア向け
オンラインセミナーの

実施
ソニー銀行との協業 TSUBASA 

クロスメンター制度
サステナブル・

ファイナンスTSUBASA
シローン取組み

人的資本 専門人材の育成
（コンサルティング提案・ソリューション提供） キャリアステップ支援

脱炭素・
サステナビリティ関連
の資格制度導入

グループ・ガバナンス ちばぎん商店との 
地方創生支援

健康・介護事業
（グループ会社との協働）

新たな銀証連携
モデルの構築

グループ一体となった 
ダイバーシティ推進

グループ会社への
再エネ電力導入

マテリアリティ 主な取組内容（参照ページ）

地域経済・社会 ○地方創生の支援（P45・46） ○事業者向けアドバイザリー業務（P41）
○「ちばSDGs推進ネットワーク」の取組み（P45） ○不動産ファンドの活用（P42）

高齢化 ○相続関連業務・信託業務（P40） ○高齢者向けスマホ講習会の開催（P40）
○医療機関への支援（P80） ○振り込め詐欺等金融犯罪対策（P64）

金融サービス ○ちばぎんアプリの機能拡張（P48） ○店頭手続きの利便性向上（P39）
○ちばぎんビジネスポータルの機能拡張（P48） ○サステナブル・ファイナンスの推進（P51）

ダイバーシティ ○人権方針（P81） ○TSUBASAクロスメンター制度（P82）
○企業行動指針（P81） ○仕事と育児の両立支援（P82）

環境保全 ○気候変動への対応（P71-78） ○環境配慮型私募債の引受け（P80）
○2030年度カーボンニュートラルに向けた取組み（P76） ○「ちばぎんの森」森林整備活動（P79）

ちばぎんグループサステナビリティ方針 

ダイバーシティ行動宣言ちばぎんグループ環境方針ちばぎんグループ人権方針

千葉銀行グループの企業行動指針
倫理的で責任ある企業活動を遂行していくにあたっての基本方針

ちばぎんグループ人材育成方針
「共に走り続ける人に。」 考え抜け 自分の強みを持て 仲間を増やせ

一人ひとりの思いを、もっと実現できる地域社会にする

パーパス
地域に寄り添う　エンゲージメントバンクグループ

ビジョン

ちばぎんグループ
SDGs宣言

第15次
中期経営計画
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「持続的経営」に向けた取組み



店頭手続きにおける利便性向上について
当行は、2020年8月よりタブレットによる店頭受付システ

ム「TSUBASA Smile」を全店で展開しています。「TSUBASA 
Smile」では、新規口座開設手続きや住所変更、喪失届
等の複雑な取引も、お客さまと対面で画面を確認しながら
進めていくことで必要な手続きが自動で完了するため、手
続きに要する時間が削減され、お客さまの利便性が大きく
向上しました。
また、2023年5月には、投資信託の申込手続きにおける
ペーパーレス化、印鑑レス化を開始しています。今後も、
事務手続きの効率化を進め、お客さまサービスの向上を
図っていきます。

▲ TSUBASA Smile 入力画面の一例

相続関連業務・信託業務
当行は、2006年に相続関連業務・信託業務

の認可を取得し、地方銀行で初めて銀行本体と
して相続関連業務の取扱いを開始しました。
「人生100年時代」を迎えるなか、預金管理や
賃貸不動産経営における「認知症等への備え」
から、円滑な資産承継のための「相続への備え」
まで、お客さまのさまざまな課題を解決できるよ
う、各種サービスを取り揃えています。
資産管理や資産承継に関するお客さまのニー

ズは高まっており、相続関連業務の取扱件数は
増加しています。お客さまの満足度の高い業務
であり、今後も「お客さまに感謝されるコンサル
ティング」を実施していきます。

環境配慮型住宅に対する「サステナ住宅応援割！」
の創設

2023年1月、環境に配慮した住宅の購入者に対し、
金利優遇等の条件優遇を行う住宅ローン「サステナ住
宅応援割！」を創設しました。
政府が掲げる「2050年カーボンニュートラル」の実現

に向けて、ZEH※などの環境配慮型住宅の普及や、免
震装置付住宅等の災害に強い住宅の普及について、金
融面で支援することを目的としています。
条件優遇の対象となる住宅は、環境配慮型住宅や免
震装置付住宅などに加え、当行が個別に指定した「住
み続けられるまちづくり」を行っている地域内の住宅な
ども優遇対象としており、住宅購入者や住宅事業者の
皆さまのSDGs達成に貢献する取組みを広範囲で後押し
し、持続可能な地域社会の実現に貢献していきます。

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度

1,352件
1,568件

1,681件

●　 取扱件数　■ 収益（百万円）

1,082 1,118

1,892件

1,453

2,101件

1,486

808

相続関連業務の取扱状況

IT技術の進展を含む社会構造の変化を受け、個人の価値観やライフスタイルは多様化しており、お
客さまが金融機関に期待するサービスも変化してきています。また、着実に到来する高齢化社会へ向
けて、高齢者の方とその家族に寄り添ったサービスの提供は不可欠です。当行グループは、個人のお
客さまに対し、最適なサービスの提供を行うため、さまざまな取組みを行っています。

「ちばぎんスマホ講習会 
アプリも！マイナンバーも！防犯も！」の開催

2022年10月、千葉県・千葉市の後援及び千葉県警察
の協力のもと、スマートフォンをより安全・便利に使いた
いとお考えの方を対象に、「ちばぎんスマホ講習会　アプ
リも！マイナンバーも！防犯も！」を開催しました。
本講習会では、高齢者のお客さまがスマートフォンを安
全・便利に利用して、デジタル社会の中で快適な生活を
送れるように、インターネットや銀行アプリの使い方、マ
イナンバーカードのメリット、スマートフォンを介した犯罪への注意点などについて、わかりやすく説明し
ました。

※ Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略で、太陽光発電
による電力創出・省エネルギー設備の導入・外皮の高断熱利用などにより、生活で消
費するエネルギーよりも生み出すエネルギーが上回る住宅のこと。

※提携行からの業務受託案件を含む

主な取組み ▲ 講習会の様子

▲  ご案内チラシ

信託・相続関連業務の主なラインアップ

人生100年時代の課題

銀行に行けなくなったら
どうしよう…

賃貸不動産経営は
後継者に任せたい

相続になったら
すぐには払い戻しできない

相続手続きは大変
家族の負担に…

ファミリートラスト
（民事信託）
サポートサービス

遺言信託遺言代用信託財産管理信託

相続への備え

ちばぎんの『人生100年時代応援サービス』

認知症等への備え
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量子科学技術研究開発機構との連携協定締結
2022年10月、千葉市に本部拠点を構える「国立研究開
発法人量子科学技術研究開発機構（以下QST）」と連携協
定を締結しました。

QSTは放射線医学、量子ビーム、核融合を主な研究分野と
して、国家予算による先進的研究や民間資金による共同研究
等に取り組む研究機関です。また、研究成果を最大限活用し、
社会実装を目的として起業した際、「QST認定ベンチャー」として認定し、その活動をサポートしています。
当行は連携協定締結に伴い、取引先企業とQSTを結ぶオープンイノベーションの推進や「QST認定

ベンチャー」への伴走支援を行うことで、経済の活性化に貢献していきます。

事業者向けアドバイザリー業務
事業者向けアドバイザリー業務では、事業拡大を見据えた経営戦略・事業計画の策定支援、人事労
務制度の構築支援、事業環境の変化に対応するためビジネスモデルを再構築するお客さま向けに事業
再構築補助金の活用支援など、さまざまなサポートを行っています。

2022年度の契約件数は2021年度に引き続き200件を超え、収益面でも貢献しています。今後、具体
的な相談件数は年500件程度となることが見込まれており、お客さまの経営課題に対し、高度なコンサ
ルティングを提供していきます。

企業のICT化を通じて経営者を伴走支援

金融情勢や為替レートの変動、材料価格の高騰や人手不足など、企業を取り巻く事業環境は刻々と
変化しています。当行グループは、個人事業主、中小企業、大手企業など、多くの事業者のお客さま
との丁寧な対話を継続し、経営課題を共有することで、お客さまに寄り添ったコンサルティングを実践
しています。

経営承継コンサルティング業務
経営承継コンサルティング業務では、経営承
継に関する全ての課題に対し、ワンストップでス
ピーディーな支援を行っています。
これまでにコンサルティングを実施し、将来

M&Aを検討していくストック案件は約900件と着実
に増加しています。今後も、お客さまの経営承継
に関して、適時適切なタイミングで一人ひとりに
あった、きめ細やかなサポートを実施していきます。

不動産ファンドの活用によるソリューション機能高度化
当行では、財務改善・成長資金捻出・大規模投資の実現といったお客さまの多様化・高度化する不動
産関連ニーズにお応えするため、外部専門家と連携し、不動産流動化に関するサポートを行っています。
今後も、お客さまの不動産を起点とした経営・財務に関する課題を一社一社深掘りし、最適なソ

リューションをオーダーメイドで提供していきます。

主な取組み

0.2

1.9

5

●　 契約件数（先）　■ 役務利益（億円）　

3.1

2019.3 2020.3 2021.3

4.9

2022.3 2023.3

5.3

組織再編
5.9%

補助金
サポート

16.7%

その他
6.7%

人事労務
10.9%

中計・
経営戦略

15.5%

デジタル化
19.2%

経営診断
5.9%

経営管理体制
新事業開始 1.7%

観光戦略
10.9%

47

137

227 239

6.7%

年間案件
相談数
500件

提案・
検討中
250件

案件数（2023/3期）※ 契約件数・役務利益※ 契約内容内訳※

成約済

2023/3

※ICTコンサルティング業務も含む

活用イメージの一例　～ CRE戦略～

お客さまの
保有不動産

お客さまが
開発・有効活用

資金調達余力
確保・補完

売却代金

流動化
･

リースバック支援

受け皿機能提供

活用イメージの一例　～開発受け皿～

お客さま（事業法人）バランスシート

不動産ファンド（SPC）

資産 負債

純資産

売却代金流動化

2023/3
案件相談件数

215件
業務効率化
（IT化）支援

85%

システム設計支援
4%

IT戦略策定
4%

システム導入支援　5% ビジネスマッチング
3%

● 業務フロー整備
● 課題認識・
解決策検討

● ITツール導入
● 初期設定
● 業務フロー改善

● 経営計画策定

導入支援 アドバイザリー人材紹介

ICTコンサルティング業務
2021年4月よりサービスを開始したICTコンサ

ルティング業務では、お客さまの生産性向上に
向けたデジタル化を支援するサービスを行ってい
ます。お客さまの課題解決に向け、ITサービス
事業者とは独立した立場で、最適なシステムや
ITツールの導入に関するコンサルティングを実施
しています。2022年度の相談件数は200件を超
えており、勤怠管理・給与計算システムなどに
加え、電子帳簿保存法・インボイス制度への対
応などの相談も増加しています。今後も、地域
の中小企業のデジタル化に向けた伴走支援を強
化していきます。

2023.3

2.5億円

6.0億円

10.0億円

2022.3

2.9億円

2021.32020.3

7.3億円

2024.3
計画ストック案件

900件

活動中
50件

役務利益※案件数

成約済

※ 本件以外に事業承継にかかる手数料収益を
相続・信託部門で計上（2023/3月期 4.0億円）
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法人事業



経営支援活動の強化
当行は、新規事業や設備投資などの事業規模の拡大に向けた支援に加え、経営改善に向けた支援

を必要としているお客さまに対しても、積極的な支援を行っています。
企業サポート部が中心となり、法人営業部、営業統括部等の営業関連部が参加する「ソリューション
検討ミーティング」を定期的に開催し、それぞれ個別のお客さまに合わせた最適な支援策をグループ一
体となって検討し、提供しています。これまで約2,000先のお客さまについてミーティングを実施し、迅
速に課題解決に向けた支援を行うことにより、お客さまの業績改善に加え、当行の与信コストの削減に
もつながっています。

2023年4月には、さらなる支援体制の強化のため、企業サポート部内に「企業コンサルティング室」
を創設しました。対象先の範囲を拡大したほか、本部各部・グループ会社・外部専門家等との連携を
強化しており、これまで以上にお客さまに寄り添った支援を進めていきます。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応について
当行は、2013年12月に経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会及び日本商工会議

所が事務局）が公表した「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、経営者
保証に依存しない融資の促進に取り組んでいます。
保証契約を締結する場合は、保証を必要とする理由について、お客さまにご納得いただけるよう具
体的かつ丁寧にご説明します。また、どのような改善を図れば保証契約の変更・解除の可能性が高ま
るか、具体的にご説明するとともに、改善をお手伝いしていきます。
なお、お客さまから保証債務の整理のお申し出があった場合には、誠実に対応するよう努めており、

「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容については、定期的な行内研修などにより、行員へ
の浸透・定着を図っています。

経営改善支援 
ハンズオン支援
各種アドバイザリー提供 
人材派遣 
販路拡大
資本性ローン導入等

事業承継支援

各種コンサルティング支援

お客さま

ソリューション検討ミーティング

ちばぎんグループ

企業サポート部 企業コンサルティング室

法人営業部 営業統括部

グループ会社
ちばぎん総合研究所、ちばぎんリース、ちばぎんキャリアサービス 

ちばぎんコンピューターサービス　等

外部コンサルティング会社

経営承継 コンサルティング部

営業店

産業・新技術の育成
当行は、地域のトップバンクとして、将来の地域経済を支える産業や新しい技術の育成や支援に努

めています。当行及び当行が出捐する公益財団法人による産業や新技術に対する助成・支援・表彰制
度は、以下のとおりです。

21世紀金融行動原則「最優良取組事例（環境大臣賞・地域部門）」受賞
2023年3月、当行の「サステナブル・ファイナンス推進及びＥＳＧ要素を考慮した事業性評価の取組」

が、21世紀金融行動原則の「最優良取組事例（環境大臣賞・地域部門）」を受賞しました。
21世紀金融行動原則は、持続可能な社会の形成のために必要な責任と役割を果たしたいと考える金
融機関の行動指針として、環境省主導のもと2011年10月に策定された「持続可能な社会の形成に向
けた金融行動原則」の通称で、2023年3月末時点で306機関が署名しています。
当行は、お客さまのサステナブル経営や脱炭素化を支援するため、企業規模やニーズに応じたサス

テナブル・ファイナンスの取組みや、独自に開発した「ESG評価シート」を活用した事業性評価を行っ
ています。企業との丁寧な対話に基づくこれらの取組みが、持続可能な地域社会の形成につながって
いるという点が評価されました。
「ESG評価シート」は、当行が

2022年5月に取引先のSDGs達成
に向けた取組状況等について、E
（環境）・S（社会）・G（ガバナン
ス）の観点での把握を行うため、
独自に開発しました。本ツールを
通じて取引先との対話を促進し、
取引先における将来のリスクと機
会を特定することで、中長期的
な経営課題や潜在的な資金需要
等を把握すると同時に、関連部
と連携して脱炭素化等に向けた
ソリューション提案を積極的に
行っていきます。

各制度による助成・支援・表彰実績（2022年度までの累計）

フィンテックビジネスコンテスト 12件／5百万円

（公財）ひまわりベンチャー育成基金
助成金　241件／736百万円
家賃補助　129件／69百万円

ちばぎん研究開発助成制度 63件／60百万円

ちばぎん学生版ビジネスアイデアコンテスト 46件

（公財）ちばぎんみらい財団による海外への人材派遣 107名
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成田地区の取組み
成田空港周辺地域は、成田国際空港第

三滑走路の新設・ターミナルと貨物地区の
集約、圏央道の全面開通、北千葉道路の
延伸等、空港のさらなる機能強化と相まっ
て首都圏交通ネットワークアクセスの利便
性が格段に向上します。成田空港周辺で
はさまざまな大型開発や街づくりが進行し、
今後も大きな成長が見込まれる地域です。
当行では、2018年10月に成田プロジェクト推進室を設置し、地域経済の発展に向けて、成田国際空

港周辺の9市町や事業者の皆さまとの連携、開発プロジェクト支援や進出希望者へのサポートを行って
います。

第2回「地方創生SDGs金融表彰」受賞
2023年2月、当行が事務局として運営に参画

している「ちばSDGs推進ネットワーク」による
地方創生の取組みが、内閣府の第2回「地方創
生SDGs金融表彰」を受賞しました。
「ちばSDGsパートナー登録制度」の普及促進
など、千葉県の経済界が一体となって企業・団
体の活動を支援する体制を構築したことで、
SDGs達成に向けた取組みを行う企業の裾野拡
大につながっている点などが評価されました。

農業法人「㈱フレッシュファームちば」の運営
当行は、2018年3月に地域企業15社と共に農

業法人「㈱フレッシュファームちば」を設立しま
した。 当社は、設立後、段階的に耕作規模を
拡大しており、2022年度は、耕作面積が11ヘク
タールとなり、コシヒカリ55トンを収穫しました。
「みなよし米」と「米糀みなよし甘酒」を地域商
社「ちばぎん商店㈱」が運営する購入型クラウ
ドファンディングサイト「C-VALUE」を通じて販
売するとともに、マルシェに出店することで消費
者へ直接情報発信を行いました。
また、スマート農業については、ラジコンボート等を活用した除草作業により、作業負担の省力化に
ついて検証を行いました。これからも農業の持続的な発展のために、地域の皆さまと一緒にさまざまな
取組みに挑戦していきます。

地方創生

海外事業

C-VALUE特別企画「千葉都市モノレール 沿線エリア特集」
2023年2月、C-VALUE特別企画「千葉都市モノレール 沿線エリア特集」を、地域商社「ちばぎん商
店㈱」が運営する購入型クラウドファンディングサイト「C-VALUE」にリリースしました。本事業は地域
の鉄道事業者との連携による取組みであり、当行は本事業を通じて、千葉都市モノレール沿線活性化
の起爆剤となる商品・サービスの発掘・創出を支援し、千葉都市モノレール沿線エリアの地域活性化
（新規事業者発掘・育成）に取り組みます。

海外拠点ネットワークを活かした金融支援
当行は、海外に6拠点（海外支店3か所、駐

在員事務所3か所）の海外店舗ネットワークを展
開しています。
海外での事業や、海外進出を検討されている

お客さまに対し、投資環境に関する最新情報の
提供、販路開拓、現地法人に対する金融支援
など、海外6拠点や提携銀行を通じて、海外ビ
ジネスの拡大をサポートしています。

ちばSDGsパートナー登録制度 ちばSDGs推進ネットワーク

○ 2021年11月、県内企業等におけるSDGs推進の機運醸
成と具体的な取組みを後押しするために創設された
○ 2023年3月末時点の登録件数は1,754団体

○ 2022年1月、SDGsの普及啓発・SDGsに取り組む企業等
への支援を目的に発足
○ ちばSDGsパートナー登録制度の趣旨に賛同した経済団体
や金融機関などの計12団体・企業で構成される

▲  表彰式の様子

▲  フレッシュファームちばの収穫風景

シンガポール駐在員事務所 

ニューヨーク支店
香港支店

上海駐在員事務所

ロンドン支店

バンコク駐在員事務所

▲  海外拠点ネットワーク
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DX戦略
DX戦略では、これまで整備してきた個人のお客さま向けのちばぎんアプリと、法人のお客さま向け

のちばぎんビジネスポータルというデジタルインフラを最大限活用し、お客さまに最高の「ちばぎん体
験」をしていただく、「最高の顧客体験の創造」を基本方針としています。
一人ひとりのお客さまにデジタルマーケティングを活用して最適な提案をお届けする「パーソナライズ
戦略」と、地域の法人のお客さまと個人のお客さまをつなぎ、経済循環を活性化させる「地域エコシス
テム戦略」の2つを戦略の柱とし、これらを実現するために、アプリの開発などの既存の金融事業を進
化させつつ、広告事業や住宅コンシェルジュ業務などの、非金融事業を創造していきます。

デジタル技術が進展していくなかで、企業が競争力を維持し成長していくためには、DXは重要な 

経営課題です。当行グループは、中期経営計画における「価値創出の基盤」の一つとして「DX（デジ
タルトランスフォーメーション）」を掲げ、DX推進体制の強化及びそれに伴う人材・新技術活用・サイバー
リスク管理の高度化を進めていきます。

主な取組み

お客さまとつながる
デジタルインフラ開発

個人アプリ
法人ポータル

ペーパーレス
印鑑レス

銀行業務を効率化する
業務インフラ開発

広告事業販売をデジタルで
支援

戦略効果を上げるための
デジタルマーケティング

戦略を加速するための
人材開発

プラットフォーム
BaaS　新技術

プラットフォームや
新技術で事業を支援

地域商社ニーズをデジタルで
支援

個人のお客さまの
ニーズ

法人のお客さまの
ニーズ

最高の顧客体験の創造
お客さま中心の

ビジネスモデルの進化

非金融事業の
創造

金融事業の
進化

パーソナライズ
戦略

地域
エコシステム
戦略

デジタル戦略部 グループ全体のDX戦略を横断的に統括し、DX戦略の進捗を管理

● DXに関する基本方針の企画や、DX施策の管理・統括
● DXを活用した新種業務に関する企画、他業態との提携

● 市場やお客さまデータの分析による、マーケティング戦略の統括
● ホームページやSNSの統括
● 顧客データ活用・高度化の企画・推進・管理

● 銀行内の業務プロセス改革・デジタル化に関する企画・統括

● 個人アプリや法人ポータル等に関する企画・開発、それらを活用した
お客さま向けサービスの企画

● デジタルバンキングを活用したお客さま向けサービスの企画

企画グループ

デジタルチャネル
推進グループ

マーケティング
戦略グループ

業務改革グループ

各グループ共通で、グループ会社の関連施策の管理・統括

デジタル戦略部の新設
DX推進をより加速させるために、

これまでのデジタル改革部、営業企
画部の一部を併合し、「デジタル戦
略部」を新設しました。これにより、
ダイレクトチャネルの利便性追求か
ら、DX関連商品・サービスの企画と
開発、お客さまへのプロモーションに
至るまでを一体的に進めていきます。
今後はちばぎんアプリやちばぎん

ビジネスポータルといった非対面のデジタルインフラによる取引が増加していくことを踏まえて、対面で
あっても非対面であっても同じように取引ができるように業務を見直していきます。

アプリ／ポータル
ちばぎんアプリとちばぎんビジネスポータルは、お客さまとつながるデジタルインフラであり、最高
の顧客体験を創造できるように、段階的な機能追加を実施しています。
ちばぎんアプリでは金融サービスを充実させることに加え、くらしにつながる機能やパーソナライズさ
れた機能の開発にも取り組んでいきます。また、ちばぎんビジネスポータルにおいては、基本機能の拡
充を進めるとともに、お客さまの事業活動に役立つ付帯機能の開発も進めています。

機能を拡充させる

アプリ登録者数･浸透率

身近な金融サービスのアプリ化

1つのチャネルで
どんな困りごとも解決できる

店頭取引のデジタル化

金融サービスの充実
便利で安心なサービスの充実

くらしにつながる
他サービスへの連携

顧客接点を増やす

UI/UXの向上

コミュニケーション

パーソナライズ
取引・資産の可視化／個客に応じた提案

資産／契約情報一覧化 家計簿診断・LPシミュレーション

コンテンツ・サービスのレコメンド

バーコード支払

残高・入出金明細表

諸届・eKYC ・継続的顧客管理 Web口座開設 ・口座振替申込

振替・振込

定期預金入金・解約・口座開設

ローン返済予定表

投信明細照会

住宅ローン繰上返済 自動送金サービス

アプリ内ローン

投信口座開設
きせかえ 直感的なデザイン

他チャネルへのシームレスな認証連携

来店予約 チャット・オンライン相談等

ファンドラップ・証券口座残高 外貨預金・保険

広告配信

スマホ上での心地よい体験
シンプル・簡単操作でワクワクするデザイン

実現済 将来構想

いつでもどこでも気軽に相談
手軽なコミュニケーション

Google Pay Apple Pay

API連携 自治体・異業種・マイナンバー連携

地方税統一QR

●  アプリ浸透率※  
■  アプリ登録者数（千人）

2026/3（計画）2023/32022/32021/3

10.6%

17.8%

25.7%

50.0%

305
514

738

1,500

※ちばぎんアプリ登録者数÷個人の稼働顧客先数

実現済 将来構想

相談する・申込むサービスを知る

全てのお客さまに案内 接点の活用 マーケティング

銀行サービスの提供
預金

口座残高・入出金明細
入出金管理をWebで完結

入出金推移（グラフ化）

口座情報比較 他行口座一覧表示

為替
Web-EBとのスムーズな連携

融資
借入一覧照会 返済予定表

当座借入・返済受付 融資関連書類電子化

諸届等
届出事項変更 残高証明書発行

銀行サービスの提供
情報提供

ちばぎんのトリセツ
情報発信 セミナー情報

当行グループのソリューション案内

CO2排出測定

新たなサービス
外部サービスの連携強化

オンライン融資

対面取引

高度な営業
● 既存顧客とのリレーション強化
● コンサルティング機能の強化

非対面取引

デジタル接点
● 純預金先・小口先との取引維持／拡大
● 新たな顧客層の獲得

対面取引へ

使ってみる1 2 3窓口に行かなくてもポータルで完結 必要な情報を必要な時に取得 自社の課題を適切に解決

営業生産性の向上 お客さまにあわせた
取引チャネル

コンシェルジュ

● 全てのお客さまにとって機能的でわかりやすいポータルサイト
● オンライン店舗として経理事務の合理化につながる機能を実装
　（法人取引のコンシェルジュ）

リアルでもデジタルでも
身近な銀行を目指す

パーソナライズ
リコメンド
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DX（基盤Ⅰ）



新たな事業領域への参入

メタバース実証実験
当行は、新たな顧客体験を提供し、新規顧客層へアプロー

チするためのチャネルの一つとして、メタバース空間の活用を検
討しています。

2022年度は実証実験として、「内定者向け」「自治体職員向け」
「育児世代向け」など、さまざまな層に向けたメタバースイベン
トを開催し、ユーザーのメタバース空間に対する受容性調査も行いました。
今後は、アバターを通してコミュニケーションが取れるなどのメタバースの特性を活かし、顧客体験

の変革・エンゲージメント強化につながるコンテンツの提供、体制を構築し、メタバースが広く普及し
た際のスピーディな事業展開を目指します。

イノベーションラウンジの活用
当行グループの新しい取組みを発信する場所として、千葉駅
前支店の1階に「ちばぎんイノベーションラウンジ」を設置してい
ます。
ちばぎんイノベーションラウンジでは、ちばぎんアプリの登
録・操作方法を専門スタッフが詳しくご案内し、デモ機でその便
利さを体験いただけるほか、地域商社「ちばぎん商店㈱」が運
営する購入型クラウドファンディングサイト「C-VALUE」で取り
扱う商品を一部展示したり、マルシェを開催したりしています。

広告事業への参入
地域の法人のお客さまに対し、非金融分野からも
支援することを目的に、新たに広告事業を開始します。
当行が持つ各種デジタルサイネージ、ちばぎん

アプリ、メール、ATM等の広告媒体に、地域のお
客さまの広告を掲載する「広告媒体業務」と、集
客や認知に関する事業課題に対し、効果的な広告
戦略を提案する「広告コンサルティング業務」の2
つのサービスを提供します。また、インターネット上
での広告展開をお考えのお客さまにもWebサイト作
成、インターネット広告出稿といったサービスを提
供していきます。
今後も新たな事業領域への参入により、お客さまにこれまでにない価値を提供し、地域社会の発展

に貢献していきます。

ラウンジ内 展示の一例 ▶

ちばぎんイノベーションラウンジ 正面 ▲

広告事業

広告コンサルティング業

集客・認知に関する事業課題に対し、
広告コンサルティングでサポート

広告媒体業

当行チャネルや他社チャネルを活用し、
信用力の高い広告配信の機会を増加

課題

コンサルティング

広告配信

現在

非対面 対面 非対面 対面

これから

受
付

事
務

受
付

事
務

DX人材
当行は、アプリ開発を含めたDX推進を担う人材を計画的に育成していくため、2021年10月に「DX

認定制度」を導入しました。DX人材を「DX専門人材」「DXコア人材」「DXベース人材」の3つのレベル
に分けて、それぞれに認定要件を設定し、採用・育成に努めています。

DXに関する一定のリテラシーを持つDXベース人材は当初目標の1,000名を半年で達成するなど早い
スピードで育成が進んでおり、今後の推進体制をより強固なものにするため、中期経営計画において
育成人数の目標を上方修正しました。また、お客さまのDXをサポートするICTコンサルティング業務など
は営業店でのニーズヒアリングが重要となるため、これまで本部DX業務従事者のみを対象としていた
DXコア人材について、新たに「営業店DXコア人材」を設け、銀行全体でDX人材を育成することを明
確にしました。

▲  テレプレゼンスシステム

業務効率化
業務フローの見直しやRPAによる業務自動化により、2020年4月～2023年3月の期間で年間43万時

間分の業務量の削減を行いました。2022年6月には「TSUBASA汎用ペーパーレスシステム」を導入す
るなど改善策を進めており、銀行内部で発生する紙と印鑑を0にするという目標についても、概ね達成
しています。

2023年度中には、テレプレゼンスシステム「窓」によるリモート相談業務を開始する予定です。さらに、
現在、営業店のチェック機能を本部に集中させる検印センターを立ち上げ、試行を行っています。本セ
ンターが稼働すれば、店舗運営にかかる人員を削減することが可能となることから、より柔軟な店舗戦
略を策定することができます。

DX
専
門
人
材

DX認定制度 育成計画（2026/3計画）

基準
スコア
達成

基準
スコア
達成

DX
コ
ア
人
材

DX
ベ
ー
ス
人
材

DX
専門人材

DXトレーニー
・職務公募

DXコア人材養成コース

外部人材（中途） DX専門人材養成コース

DX関連部署での経験成約件数基準達成

ちばぎんアカデミー

本部DX
コア人材

DXベース人材

営業店DX
コア人材

DXスコア

経験 実績 知識 意欲

当初計画

20人
見直し後

30人

2023/3
時点
7人

2023/3
時点

60人

2023/3
時点

1,470人

（うち中途採用3名） 高い専門性を有する人材

一定の知識を有し、DXを中心的に推進できる人材
● ICTコンサルティング
● キャッシュレス加盟店
● 広告関連

DXに関する一定のリテラシーを有する人材

DXに必要な知識･スキルを
オンデマンド学習､研修､
資格取得等で身に着ける

コア人材の中から
専門人材候補者を選定し、
オーダーメイドで育成

進捗
73%

進捗
40%

進捗
23%

当初計画

100人
見直し後

150人
当初計画

1,000人
見直し後

2,000人

千葉銀行 統合報告書 2023 50千葉銀行 統合報告書 202349

メ
ッ
セ
ー
ジ

千
葉
銀
行
の
価
値
創
造

持
続
的
経
営
に
向
け
た
成
長
戦
略

地
域
社
会・ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィに
向
け
た
戦
略

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
デ
ー
タ

持続的経営に向けた成長戦略

DX（基盤Ⅰ）



当行は、お客さまのGXをファイナンス面で後押しするため、さまざまな融資商品を提供しています。
サステナビリティ・リンク・ローン原則等の国際原則に適合した融資として、主に大企業を対象とした
「ちばぎんサステナビリティ・リンク・ローン」、「ちばぎんグリーンローン」、「ちばぎんポジティブインパ
クトファイナンス」を取り揃えています。2022年1月には、主に中堅企業を対象とした「ちばぎんSDGsリー
ダーズローン」の取扱いを開始しました。この融資は、サステナビリティ経営に取り組む企業に対し、
事業規模や経営実態に合わせて、有効な目標等の設定を当行の専門部署がサポートし、ちばぎん総合
研究所が評価し取り組むものです。本商品にかかるフレームワークの国際原則等に対する整合性につ
いては、㈱格付投資情報センターより第三者意見を取得しています。
また、2020年に取扱いを開始した「ちばぎんSDGsフレンズローン」は、中小企業を中心に多くのお
客さまにご利用いただいています。

岸田内閣総理大臣が議長を務め、2022年7月から2023年6月まで、既に6回にわたって開催されてい
る「GX実行会議」に当行の淡路取締役専務執行役員が参加し、日本政府のGX（グリーントランスフォー
メーション）に関する基本方針の策定に関与しています。

GX実行会議が取りまとめた「GX実現に向けた基本方針 ～今後10年を見据えたロードマップ～」は、
エネルギーの安定供給と脱炭素分野で新たな需要市場を創出し、日本経済の産業競争力の強化と経済
成長につなげていくための基本方針として、2023年2月に閣議決定されました。

当行は、お客さまの脱炭素に向けた取組みを支援するため、さまざまな取組みを実施しています。温室
効果ガス排出量の見える化や温室効果ガス削減計画の策定支援、ビジネスマッチング先と連携した太陽
光発電設備や省エネ設備の導入支援等、さまざまなソリューションメニューを取り揃え、お客さまのニーズ
に応じたコンサルティングサービスを提供しています。温室効果ガス排出量の測定ツールについては、自行
での開発も進めており、お客さまの脱炭素に向けた取組みを総合的に支援できる体制を強化しています。

2023年4月、電力事業を営む当行100％出資子会社「ひまわりグリーンエナジー㈱」を設立しました。
GXは、中期経営計画における「価値創出の基盤」の一つであり、再生可能エネルギーを活用した電力
事業を当行自らが主体的に行うことにより、再生可能エネルギーの普及とエネルギーの地産地消をより
加速させ、地域における脱炭素社会の実現に貢献していきます。

サステナブル・ファイナンス商品の拡充

GX実行会議への参加

脱炭素コンサルティング

ひまわりグリーンエナジー設立

GXリーグ

2050年のカーボンニュートラル実現を見据え、産・官・学・金が一体となってGXに向けた経済社会
システム全体の変革のための議論と取組みを行う場として、経産省が中心となり「GXリーグ」が発足
しました。
当行は、2022年3月に「GXリーグ基本構想」への賛同を表明し、2023年度に本格的に稼働を開始

した「GXリーグ」に参画しています。今後も「GXリーグ」への参画企業と共に、カーボンニュートラル
に向けた各種取組みを強化していきます。

●SDGsリーダーズローン
　　サステナビリティ・リンク・ローン型
　　グリーンローン型
　 •国際原則に整合したファイナンス
　 •ちばぎん総研が評価
 （R&Iがフレームワークを評価）

●サステナビリティ・リンク・ローン
●グリーンローン
●ポジティブ・インパクト・ファイナンス
　 •国際原則に適合したファイナンス
　 •外部機関（R&I等）が評価

●SDGsフレンズローン
　 •お客さまの事業活動とSDGsの目標を紐づけ
　 •お客さまのSDGs達成に向けた取組みを支援

大企業

中堅企業

中小企業

顧客

情報提供

連携アドバイザリー契約 当行 外部委託先

等ビジネスマッチング先契約

持続可能な社会において、最も重要な基盤である地球環境を守るため、GXは、国内外を問わず重
要な社会課題となっています。当行グループは、各種イニシアチブに参画し自身のカーボンニュートラ
ルを進めるとともに、お客さまへのサステナブル・ファイナンスの取組みや、再生可能エネルギーの地
産地消の促進などを通じ、地域における「脱炭素社会の実現」に貢献していきます。
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2015年の発足以降、事務・システムの共同化、相続関連業務、国際業務、グループ会社の活用な
どスケールメリットを活かしたトップライン向上やコスト削減に向けた取組みを行っています。
また、社会・環境課題の解決に資する「サステナブル・ファイナンス」なども連携して取り組んでおり、
持続可能な地域社会の実現にも貢献しています。

2022年度以降、これまでのアライアンス・パートナーシップに加え、DXによる金融サービスのさらな
る向上を行うため、ソニー銀行と提携を開始しました。今後も提携戦略の深化により企業価値を高め、
当行や各連携行のお客さまにこれまでにないサービスを提供し、地域社会の発展に貢献していきます。

TSUBASAアライアンスは、各行の独立性を堅持しながら年々規模を拡大しており、現在は盤石な営
業基盤を有する地域トップバンク10行が参加する国内最大規模の広域連携の枠組みです。10行の知見
を集約しながら連携・共同化をさらに深化させ、スケールメリットを活かしたトップライン向上やコスト削
減に向けた取組みを一層高度化させていきます。

当行は、さまざまな提携の枠組みを通して、地域のお客さまに質の高い商品やサービスを提供して
います。他行に先駆けた先進的なアライアンス戦略は、最大の差別化戦略であり、当行のプレゼンス
を高めています。経営統合によらない地銀連携の枠組みを深化させ、それぞれのアライアンスの長所
を活かすことによって、当行や各連携行の企業価値向上を図っていきます。

■本店所在地
■店舗所在地

メイン先数

「T&I」API共通基盤の個人ユーザーID数

TSUBASAアライアンス株式会社　組織図

出所：帝国データバンク「全国メインバンク動向調査2022年」

○メガバンクを上回る 
　メイン先数 14万社提携戦略の深化

TSUBASAアライアンス

○メガバンクに次ぐ 
　資産規模

総資産　94兆円 
（2023/3時点）

T&Iイノベーションセンター㈱
2016年7月、FinTechに関する調査・研究や

FinTechを活用した金融サービスの企画・開発を
行うことを目的として「T&Iイノベーションセン
ター㈱」を設立しました。

TSUBASAアライアンス参加行からの委託を受
けて、FinTechを活用した金融サービスの企画・
開発及びオープンAPIのプラットフォーム
「TSUBASA　FinTech共通基盤」の開発・運営
等を行っています。

TSUBASAアライアンス㈱
2020年7月、連携施策の一層の高度化を進め

る目的で共同出資会社「TSUBASAアライアンス
㈱」を設立しました。

2020年10月には、国際基準での対応が求め
られるマネー・ローンダリング及びテロ資金供与
防止対策に協働して取り組む「AMLセンター」
を設置しました。

2021年10月には、千葉銀行本店を拠点とし
て、参加行から派遣された担当者が各行の企画
部門と緊密に連携しながら、共通する重要課題
に対する共同化や集約化・プラットフォーム化に
向けた企画・提言などの役割を担う事業戦略部
を設置しています。

業務運営全般 AMLプログラムの
運営・実行

 （2020年10月）

各行共通の
重要課題に関する

企画・提言 
（2021年10月）

総務部 AMLセンター 事業戦略部

取締役会

7.6
9.5

三井住友

6.8

りそなHD

6.1

みずほ 三菱UFJ

14.0

TSUBASA
アライアンス

（単位：万社）　

171

65

2022.3

40

2020.3

8

108

2021.3

42
9

2019.3

2

255

86

2023.3
　　■ T&I全体　■ 千葉銀行

（単位：万）　

千葉銀行 統合報告書 2023 54千葉銀行 統合報告書 202353

メ
ッ
セ
ー
ジ

千
葉
銀
行
の
価
値
創
造

持
続
的
経
営
に
向
け
た
成
長
戦
略

地
域
社
会・ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィに
向
け
た
戦
略

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
デ
ー
タ

持続的経営に向けた成長戦略

アライアンス（基盤Ⅲ）



2022年10月、ソニー銀行と業務提携に関する基本合意書を締結しました。
本提携は、デジタル分野の連携施策を中心とした二行間の業務提携であり、両行の関係を深めなが

ら施策を具体化させ、新たな商品・サービスを創出することを目的としています。
2023年5月には、ソニー銀行が運営する投資型クラウドファンディング「Sony Bank GATE」との連

携を開始しました。
地方銀行とネット銀行といったビジネスモデルの異なる両行の協業により、互いの戦略を補完して大

きなシナジーを生み出し、両行の持続的な成長及び企業価値の向上を目指していきます。

ソニー銀行との業務提携

異業種連携

千葉・武蔵野アライアンス

千葉・横浜パートナーシップ

千葉・武蔵野アライアンスは、あらゆる分野における連携
を目指した包括連携として、2016年3月の発足以来、幅広
い分野において共同施策を実施しています。

2022年6月には、手形・小切手発行システムの共同化により、両行の業務コストを削減しました。ま
た、2018年6月に共同拠点として開設した浜松町法人営業所は、取引先数が順調に拡大してきたこと
から、2023年12月に業務を承継・拡大して「浜松町支店」にリニューアルする予定です。
今後も両行のノウハウを結集し、さまざまな分野で共同化を図っていきます。

千葉・横浜パートナーシップでは、シン
ジケート・ローンの共同組成、両行で開発
したSDGsフレンズローン、両行アセットマ
ネジメント商品の相互導入などにより、
2022年度は102億円の連携効果がありま
した。提携後4年間での累計連携効果額
は268億円となり、2023年度までの累計
連携効果額200億円の計画を1年前倒しで
達成しました。
大企業を中心としたサステナブル・ファ

イナンスのニーズの高まりを捉え、2022年
度にはサステナビリティ・リンク・ローン及
びグリーンローンにおける協調融資を、3
件総額290億円実行しました。今後も両行
の知見を共有しながら、お客さまのニーズ
に沿った共同提案を一層進めていきます。

株式会社オニオン新聞社への出資
2023年5月、パートナー企業である株式会社オニオン新聞社との関係性をより一層強化するべく、同
社の株式の20%を取得し、同社は当行の関連会社となりました。
同社は、千葉市に本社を構える広告・マーケティング関連事業を営む企業であり、デジタルマーケ

ティング、D2C（Direct to Consumer）ビジネス、地域活性化に向けたさまざまなイベント、プロジェ
クトの企画・運営にノウハウを持っています。
当行グループと同社は、これまでデジタルマーケティング、ちばぎん商店㈱が運営するクラウドファ

ンディング『C-VALUE』、主催する地域イベントの企画・運営等で協業してきました。また、中期経営
計画に掲げる「お客さま中心のビジネスモデルの進化」に向けて、当行が新たに参入する広告事業に
おいても、同社と連携してWeb広告サービスを提供する等、協業関係は一層深まっています。
当行は、今後も異業種との連携を深めることで、地域の活性化に資する非金融サービスを含め、お
客さまにこれまでにない価値を提供し、地域社会の発展に貢献していきます。

「千葉・武蔵野アライアンス」新5か年計画　-2021～2025-

連携効果額（両行合計）

2021.3 2022.3 2023.3 2024.32020.3

268億円
5年計画

累計200億円
（2023年度末）

さらなる
効果額の
積み上げへ

1年前倒しで
計画達成

使　命 お客さま、地域のために両行のアイディアを融合し、付加価値や利便性の高いサービスを提供する

ビジョン 地銀連携のフロントランナーとして、進化した地方銀行の姿を実現する

施　策

コンセプト 地銀連携のフロントランナー 進化した地方銀行

Create  新領域での連携 デジタル化への対応（アプリ等） 新規事業の創出

Match  共通化・共同化の加速 事務共同化・共通化領域の拡大 キャッシュレス事業での協業

Advance   これまでの取組みの 
継続・深化

アセット・共同営業など既存施策の強化
シローン・協調融資、ノウハウ共有・人材交流の促進
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当行グループが、社会的価値を提供し、地域とともに持続的な発展を実現していくためには、サービ
ス提供の担い手である人材育成が急務であると考えており、人的資本投資を大幅に拡充していきます。
研修費など人材育成にかける人的資本投資額は従来の2倍近い予算を確保し、専門人材向けの外部

研修やオンデマンド学習コンテンツを拡充していきます。さらに、3年間で280名の「育成人材枠」を設
け、法人・個人それぞれのコンサルティング提案能力を強化するプログラムへの参加や、DXやICTコン
サルティングなどへの異業種派遣を積極的に実施し、継続的に専門性の高い人材を育成することに注
力していきます。

企業の競争力を高めるためには、変化する事業環境に適切に対応できる「人材」の成長と活用が不
可欠です。当行グループは、「人材」を最も重要な経営資本の一つであると認識し、人材の育成に積
極的な投資を行い、個人の能力を最大限に発揮できるような取組みを進めています。

当行グループが、多様な専門家が集まり新しい価値を創出する組織となることを目指し、職員一人
ひとりが「お客さまや地域、仲間と一緒に走り続けるパートナーになってほしい」という思いを込め、
人材育成方針「共に走り続ける人に。」を制定しました。
人材育成方針における3つのコア要素を「考え抜け」「自分の強みを持て」「仲間を増やせ」としてい

ます。従業員が自らのスキルを磨き、その能力を最大限発揮できるように、さまざまな「学習・挑戦・
実践」の場を提供し、人材の育成・確保に努めています。
人材育成方針に基づく人材戦略では、「人が育つちばぎんグループの構築」と「エンゲージメントの
高い人材と組織の創出」の2つを柱として、新たな社会的価値を創出する組織構築を進めています。
人材戦略を進めることで、当行グループが新たな社会的価値を提供する、多様な専門家がいる組織

となり、お客さまの思いを実現し、地域社会の持続的成長につなげていきます。

219
173

（百万円）

242

414

人的資本投資額 育成人数

主な
新規投資

2026/32023/32022/32021/3

研修費・
資格奨励金等
+170百万円

前中期経営計画実績
（2020/4～ 2023/3）

新中期経営計画
（2023/4～ 2026/3）

システム関連費用

一人当たり
投資額 44千円 57千円 65千円 112千円

研修施設

●経営・管理職育成強化
●DX人材育成強化
●ちばぎんアカデミー育成コンテンツ購入
●自己啓発支援

法人営業担当
個人営業担当
DX人材
本部人材
法人ソリューション、審査、マーケット、企画等

経営人材

50名
50名
60名

90名

30名

280名148名 ＋132名

人材育成方針

「人が育つちばぎんグループ」の構築 「エンゲージメントの高い人材と組織」の創出

人材戦略

お客さまの
思いを
実現する

社会的価値の提供

多様な専門家

重点戦略 ①キャリアステップ支援 ②働きがい ③多様性のある組織 ④グループ一体運用 ⑤人材ポートフォリオ

目指す姿

お客さま 従業員

従業員の
思いを
実現する

自己成長
働きがい・処遇の向上地域社会の持続的成長

経営戦略の実現に向け、グルー
プ全体での最適な人材ポートフォリ
オを構築していきます。総人員数は
維持するなか、業務効率化や営業
体制の見直しにより、デジタルや法
人ソリューション分野等の社会的価
値の提供に資する人材へシフトして
いきます。
能力・ポテンシャルの高い人材の
採用、専門性を磨く人材育成、一
人ひとりの強みやキャリア希望に基
づく適材適所の配置を実施し、人材
の「質」と「数」両方のギャップを
埋めていくことで、経営戦略を実現
する組織としていきます。

ちばぎんグループ人材育成方針   「共に走り続ける人に。」

3つの
コア要素

考え抜け 何事も自ら考え抜き、行動や挑戦をする

自分の強みを持て 自分なりの強みや専門性を持つ

仲間を増やせ 人と繋がりながら成し遂げる

人的資本投資

経営戦略に基づく人材ポートフォリオ

人材育成方針及び人材戦略

事務人員
約1,100

約4,520人

業務効率化・体制見直し
△370

成長地域への再配置・
法人担当増等

+110

DX・システム等
+100

法個人・カード等
+90

グループ連携強化
+50

外部トレーニー等
+20

経営人材
法個人営業 約115人

約125人

経営人材
DX
企画
海外・
マーケット
審査

法人
ソリューション

経営戦略上、育成を
強化していく専門領域

営業人員
約1,250

企画・管理
約640

ソリューション
約300

グループ会社
約750

出向その他
約480

約730

約4,520人
育成人材枠

280人

約1,360

約740

約390

約800

約500

2026/32023/3

約40人

社会的価値の提供に
資する人材へシフト

採用
（人材の確保）

育成
（人材の質向上）

配置
（適材適所）
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職員自らが目指したいキャリアを実現することは、お客さまへの価値提供につながることは勿論、職
員自身の働きがいやエンゲージメント向上にもつながると考えており、一人ひとりが目指すキャリアの実
現を強力に後押しする「キャリアステップ支援」の取組みを拡充しています。
職員に中期経営計画終了時点の2026年3月末に自身が目指す姿（なりたい姿）をイメージしてもらい、

その一人ひとりのキャリアデザインにあわせて、「学習・挑戦・実践」できる機会を提供しています。
キャリア実現に必要となる基本的な業務知識やスキルを習得する取組みとして、国内の地方銀行では
初となるコーナーストーン社のラーニングマネジメントシステムを導入し、「ちばぎんアカデミー」を設立
しました。4,000本を超える動画コンテンツを用意し、従業員がいつでも・どこでも学習ができる環境を
整備するとともに、一人ひとりの担当業務やレベルに合わせた学習コンテンツをレコメンドする機能を提
供しています。

職場内で
自発的に助け合える
雰囲気がある

知識や能力を
さらに高めようとする
雰囲気がある

75% 74%

当行は、従業員が心身ともに健康で働きがいのある会社づくりを進めることが、お客さまへの良質な
サービス提供につながるという考えのもと「健康経営宣言」を制定し、従業員の健康保持・増進施策
を推進しています。
また、心身の健康に加えて、従業員の経済的な豊かさを支援すること（ファイナンシャルウェルネス）
も重要であると考え、新たに取組みを進めています。企業型確定拠出年金制度や持株会を設置し加入
を奨励しているほか、㈱オンアドと法人サービス契約を締結し、従業員向けのセミナー・情報資料の提
供や、同社が提供している有料の資産運用相談サービスを福利厚生として従業員に提供することで、
ファイナンシャルウェルネスの取組みを強化しています。

中期経営計画では「専門人材、DX人材、経営人材」の3軸を強化しています（DX人材の詳細は49P
参照）。
「専門人材」については、営業実績や経験をもとにレベル別に認定しているプロフェッショナル認定制
度の整備を進めているなど、お客さまに対面で価値提供できる人材を増やすことを目指しています。
「経営人材」については、成長戦略を牽引する人材を増やす観点から、経営幹部候補を社外研修や
異業種交流プログラムに派遣することに加え、管理職に対して半年間のコーチングプログラムを実施す
るなど、経営人材育成のプログラム体系を整備し、開始しています。

従業員の思いを実現することが、従業員のエンゲージメント向上につながると考え、従業員が会社に
期待する要素を「人材育成」「ダイバーシティ」「職場環境整備」「健康経営」「金銭的豊かさ」の5項目
に整理し、各種施策に取り組んでいます。
従業員意識と組織課題を測定する取組みとして、1991年より従業員意識調査（モラール・サーベイ）

を実施してきましたが、2023年度からは、従業員のエンゲージメントの状況をより正確に把握し、人材
戦略や施策の改善につなげるため、外部コンサルタントのアドバイスのもと、独自に設問等を設計した
「エンゲージメントサーベイ」を実施します。
また、エンゲージメント向上施策の一環として、「お客さまや周囲からの感謝」をテーマに、実際にお
客さまからいただいた感謝の声をもとにしたリレー動画「ありがとうのリレー」を制作しました。本取組
みを通して、自らの仕事の意義ややりがいを再認識してもらう機会を提供しています。

従業員意識調査結果 ※肯定的回答割合 ありがとうのリレー

従業員のエンゲージメント向上

健康経営・ファイナンシャルウェルネス

人的資本に関する指標・KPI

職員一人ひとりのキャリアステップ支援

専門人材の育成

「専門・DX・経営人材」の育成強化

専門人材 DX人材 経営人材

成長戦略を牽引する人材を増やす

DX戦略を加速する人材を増やす

お客さまへ価値提供できる
実践的な人材を増やす

経営人材

専門人材 DX人材

育成
強化軸

●経営幹部向け研修へ派遣
 （社外研修、異業種交流など）

経営幹部候補

●半年間のコーチングプログラム
●所属長向け評価者研修　など

管理職●ちばぎんアカデミー
●実践研修

●他社や本部にて1～2年トレーニー派遣（専門領域特化）

営業店 コンサルティング提案のスペシャリストを育成

本部 ソリューション提供のスペシャリストを育成

①プロフェッショナル認定制度
プロ認定を目指した育成支援

●営業力を鍛える外部研修派遣

本部、グループ会社で実習・実践

②法人・個人トレーニー制度

DX専門人材

DXベース人材

DXコア人材

専門人材養成コース

DXコア人材養成コース
DXトレーニー

指標 KPI（2025年度） 2022年度実績

人的資本投資額 4億円超 2.4億円

一人当たり学習時間 40時間 16時間

専門人材育成人数 280名
（2023～2025年度延べ人数）

148名
（2020～2022年度延べ人数）

指標 KPI（2025年度） 2022年度実績

従業員調査スコア
（会社の総合的魅力）

3.7
（5点満点、過去最高値の更新） 3.52

女性リーダー職以上比率 30%以上
（2026年7月まで） 27.2%

男性育児休業取得率 100%以上を維持 112.3%

有給休暇取得率 80% 77.1%
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グループ会社16社
ちばぎん証券

ちばぎんアセットマネジメント

調査・コンサルティング

ちばぎんジェーシービーカード
ちばぎんディーシーカード

クレジットカード業務受託・職業紹介

証券・資産運用信用保証・債権管理
ちばぎん保証
ちば債権回収

電力事業地域商社
ちばぎん商店 

（2023年4月28日現在）

リース・ベンチャーキャピタル
ちばぎんリース
ちばぎんキャピタル

ちばぎんキャリアサービス
ちばぎんハートフル
総武

ちばぎん総合研究所
ちばぎんコンピューターサービス

T&Iイノベーションセンター

ひまわりグリーンエナジー

お客さまに対して幅広いソリューションを提供するため、当行グループの事業領域は拡大しています。 
グループ会社が有する専門性や情報、顧客基盤を最大限に活用するためには、グループ・ガバナンス
の重要性がより高まっています。当行は、2023年4月に「グループ戦略部」を新設し、グループ一体
となった経営の強化を進めていきます。

当行は、2023年4月、持株会社
体制に相当するグループ一体経
営や、グループ・ガバナンスの高
度化を実現するため、グループ会
社の営業面・管理面など執行全
般を統括するグループ戦略部を新
設しました。ビジネスの高度化や
事業領域の拡大、グループ全社
に対する横断的な管理、グループ
全体の最適な経営資源配分の実
現など、グループシナジーの発揮
に向けて、グループ間の連携を一
層強化していきます。

ちばぎんグループのご紹介

中期経営計画では、グループ
一体での人事運用を加速させ、グ
ループ一体採用を開始するほか、
グループ会社との人材交流につい
ても積極的に行います。特に、若
手の段階で銀行からグループ会
社、グループ会社から銀行への交
流を図ることで、活躍のフィールド
を広げていくようなキャリアステッ
プを増やしていきます。

ちばぎん商店
2021年5月に設立された他業銀行業高度化等会社のちばぎん商店㈱では、事業のステップ1であるクラウドファンディングやEC

サイトの運営を通じて、非金融領域から取引先の本業支援や地方創生に取り組んでいます。デジタルでの取引の場の提供に加え
て、銀行グループのネットワーク活用や自治体との連携強化により、新たな商品の企画開発、地域の魅力発信や観光振興に資す
るイベントの企画など、活動の領域を広げています。
事業のステップ2では「ライフイベント」に関する新たな商流形成を企図しており、2023年1月より住宅コンシェルジュサービス

をスモールスタートしました。

2019.3

964

2020.3

878

229

648

2022.3

1,200
53

1,147

■ 投資一任　■ 投資信託

（億円）

2021.3

1,058
153

904

2023.3

1,331

1,275
55

236

727

ちばぎんアセットマネジメント運用資産残高

●　 契約先数　■ 契約残高（億円）

4,512

613

2019.3

4,844

660

2021.3

4,728

641

2020.3

4,948

687

2022.3

5,062

708

2023.3

ちばぎんリース契約先数・残高

グループ管理体制の高度化

リスク管理・経営資源配分・
施策等の統括 グループ各社の企画・推進を統括

グループ戦略部

管理グループ 業務推進グループ

リスク管理

経営資源配分

施策等

…

…

…

ち
ば
ぎ
ん
証
券

ち
ば
ぎ
ん
リ
ー
ス

ち
ば
ぎ
ん
総
研

（
グ
ル
ー
プ
全
16
社
）

グループ会社の営業面・
管理面など執行全般を統括

持株会社体制に相当する
グループ一体経営を実現

グループ一体運用

グループ
一体採用

グループ
人材交流

それぞれで採用 銀行で採用

グループ
人材育成 それぞれで研修 共通育成部分は共同で研修

社会人基礎、キャリア研修、マネジメント等

グループ会社銀行 当行G

新卒・キャリア採用は銀行で一括採用

「キャリアステップ」としてグループ間の人材交流を活発化

階層別の研修を共同実施

グループ会社への
出向者数（予定）

●出向者数増加　
●中堅・若手層の増加

（人）

+73人

2023/3
41
41

126

208

2026/3

86

86

109

281

マネージャー

リーダー

スタッフ

不動産業者

健康／介護 教育 食品小売

データ活用・パーソナライズで
潜在ニーズ発掘

住宅購入に関する
コンシェルジュサービス

STEP1

地域 新商品・サービスの
発掘・創出

継続
販売 ブランド化

千葉発の「地方創生の起爆剤」を生み出す

STEP2

ライフ
イベント

STEP3

くらし

商流の川上に立った新たなビジネスモデルを確立

新たな日常における消費活動を支援し、「くらしとつながる」を実現する

【主要領域】

C-VALUEクラウドファンディング（21/10月～）
累計175件のプロジェクトをリリース（～23/3月）
千葉都市モノレール沿線プロジェクト特集など、
地域活性化にも寄与

C-VALUEショッピング（22/11月リニューアル）

STEP1

千葉銀行をサービス提供主体としてスモールス
タート（2023年1月～）
銀行が保有するデータ分析・活用によりまずは
銀行のお客さま向けのパーソナライズ提案を実
現すべく各種マーケティング施策を実施

STEP2

地域産品

住宅関連サービス

グループ戦略部の新設

人事のグループ一体運用
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グループ・ガバナンス（基盤Ⅴ）



当行は、「千葉銀行グループの企業行動指針」
を定め、職員の行動指針を明確にするとともに、
具体的な手引書である「コンプライアンス・マ
ニュアル」を制定し、その浸透を図っています。
コンプライアンスを一層充実させるための具
体的な実践計画として、「コンプライアンス・プ
ログラム」を年度毎に取締役会において策定し
ています。
同プログラムの実施状況は、取締役会及びコ

ンプライアンス委員会において定期的に確認し
ています。

当行グループは、社会の一員として、社会的責任と公共的使命を担う企業グループです。コンプラ
イアンスの意識をより一層定着させるため、2021年4月に「千葉銀行グループの企業行動指針」を定
めました。お客さまに信頼される銀行であり続けるために、コンプライアンスの徹底を図り、倫理的で
責任ある企業活動を遂行していきます。

当行は、コンプライアンスを全ての業務の基本に置き、銀行取引にかかるさまざまな法令や、銀行
内の諸規程はもちろん、社会生活を営むうえでのあらゆる法令やルールを遵守し、社会的規範にもとる
ことのない誠実かつ公正な企業活動を遂行していくことが重要と考え、全行を挙げてコンプライアンス
の浸透を図る取組みを行っています。
具体的には、頭取を委員長、複数の取締役・執行役員及び部長を委員とする「コンプライアンス委
員会」を定期的に開催し、コンプライアンス浸透のための具体的な実践計画や対応策等の検討を行っ
ています。「コンプライアンス・リスク統括部」が、コンプライアンス関連規程・マニュアルの管理、研
修計画の立案・実施状況の確認、コンプライアンス・リスク管理状況の定期的チェックなどを通じた当
行全体の取組みを統括しているほか、本部各部が、モニタリング等を通じた営業店に対するチェック・
指導を行っています。
なお、当行とちばぎん証券に対して関東財務局より業務改善命令が発令されたことを厳粛に受け止
め、コンプライアンス体制強化を含む再発防止策を策定し、実行していく予定です。

コンプライアンス体制

当行は、お客さまの保護と利便性の向上に向けて、全職員に誠実かつ公正な業務活動を行うよう指
導・教育しています。特に、元本割れのリスクが内在している金融商品やデリバティブ取引については、
金融商品取引法の遵守に加えて、「千葉銀行の勧誘方針」に則った適切な勧誘・販売を徹底するととも
に、お客さまへのアフターフォローの充実を図っています。
お客さまからのご要望や苦情等については、真摯に耳を傾け、万一の紛争等においては、金融ADR
制度※1の趣旨を踏まえ適切に対応しています。
個人情報※2についても、お客さまからお預かりしている大切な財産と考え、「個人情報の適切な保護

と利用を図るための取組方針の宣言（個人情報保護宣言）」に基づき厳格に管理しています。

※1  金融ADR制度とは金融分野における裁判外の紛争解決手続をいいます。中立・公正な第三者機関の関与により、裁判によらず簡便かつ
迅速な紛争解決を図る手続です。当行は法令に基づく指定紛争解決機関である「一般社団法人全国銀行協会」及び「一般社団法人信託協
会」と手続実施基本契約を締結しています。

※2  個人番号及び個人番号をその内容に含む個人情報である特定個人情報を含みます。

当行では、「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止に向けた管理の方針」のもと、内外環境
の変化を捉え、自ら行う取引に含まれるマネー・ローンダリング及びテロ資金供与リスクを適切に評価
し、リスクに応じた対策を実施しています。また、振り込め詐欺に代表されるさまざまな金融犯罪から
お客さまの財産を保護するための対策を強化しています。
さらに、今後もますます複雑化・巧妙化が予想されるマネー・ローンダリングや金融犯罪の手口に適
切に対処するため、TSUBASAアライアンス参加行とそれらへの対策を共同で取組み、一層の高度化と
効率化を図っています。

「コンプライアンス・リスク統括部」では、グループ会社との双方向・高密度での意見交換等を通じ
て、グループ各社におけるコンプライアンス、リスク管理の状況を適時適切に把握し必要な支援・指導
を行うなど、グループ会社を統括・管理する機能を強化しています。

当行は、警察当局や弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力からの不当要求や介入その
他の不適切な関与等に対して適切に対処する体制としています。また、各種契約書や預金規定の「暴
力団排除条項」を活用し、反社会的勢力との関係遮断に向けた取組みを積極的に進めています。なお、
グループ会社においても反社会的勢力との関係遮断に向けて当行と同様の取組みを進めており、その
状況は、当行が統括・管理しています。

顧客保護・個人情報保護への取組み

マネー・ローンダリング防止、金融犯罪対策に向けた取組み

グループ会社のコンプライアンス、リスク管理の強化に向けた取組み

反社会的勢力との関係遮断に向けた取組み

基本方針の徹底とコンプライアンス・プログラムの策定

千葉銀行グループの企業行動指針

1   揺るぎない信頼の確立
2   質の高い金融サービスの提供
3   地域経済・社会への貢献
4   法令やルールなど基本原則の徹底した遵守
5   透明な経営
6   人権の尊重
7   持続可能な社会の実現に向けた責務
8   反社会的勢力との関係遮断およびマネー・
ローンダリング等の防止
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コンプライアンス



当行グループは、金融商品、各種サービスにおける商品性とサービス向上のため、お客さまからの
ご要望や苦情、営業店の声などを収集し、お客さま満足度の向上を図るための対応を強化していま
す。お客さまに寄り添う地域金融機関として、これからも「お客さま本位」の業務運営を進めていきます。

当行グループは、お客さま起点で真に役立つ良質なサービスを提供していくことで、お客さまとのつ
ながりを深め、さらに多くのお客さまとの長期的な関係を構築していきます。
こうしたなか、資産運用関連業務においては、「『お客さま本位』の業務運営（フィデューシャリー・
デューティー）に関する方針」のもと、お客さま本位の取組みを強化するとともにその取組状況を定期
的に公表し、より良い業務運営の実現に向けて適宜方針の見直しを行っています。
なお、当行とちばぎん証券に対して関東財務局より業務改善命令が発令されたことを厳粛に受け止
め、本方針につきましても「お客さま本位」の観点から、より具体的でわかりやすく、再発防止につな
がるものとなるよう現在見直しを行っています。

「お客さま本位」の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）に関する方針

お客さまからのご要望・苦情や営業店の声を
幅広く収集し、当行グループが取り扱う商品・
サービスの品質向上に向けて、本部・営業店へ
の指導・監督を強化していきます。具体的には、
アンケート等を通じてお客さまからのご要望・苦
情を収集し、傾向・要因を分析したうえで、お
客さま起点での商品・サービスの企画・改善に
取り組むとともに、効果検証を実施し、品質の
向上に向けさらなる改善を図っていきます。

フィデューシャリー・デューティーの定着状況を確認するための定量指標（KPI）を設定し、定期的に
モニタリングのうえ必要に応じ改善活動を実施し、より良い業務運営の実現につなげていきます。

お客さまの声を品質向上に活かす取組み

定量指標（KPI）

主なKPIの状況 2023年3月末
（2022年度）

グループ預かり資産残高 当行＋ちばぎん証券の実績値（合算） 21,614億円

運用商品保有者数 当行＋ちばぎん証券の実績値（合算） 275,894先

投資信託の平均保有期間 当行の実績値 11.0年

投資信託の分散ファンドの販売比率 当行の実績値 12.8%

投資信託のグループ会社商品販売比率 当行＋ちばぎん証券の実績値（合算） 9.4%

運用損益別顧客比率（プラス先の割合） 当行の実績値 65.1%

実現損益を含む運用損益別顧客比率（プラス先の割合） 当行の実績値 70.3%

残高上位20銘柄の5年間のリターン 当行の実績値 4.64%

残高上位20銘柄の5年間のコスト 当行の実績値 1.77%

残高上位20銘柄の5年間のリスク 当行の実績値 11.49%

外貨建保険の運用損益別顧客比率（プラス先の割合） 当行の実績値 52.9%

外貨建保険販売額上位20銘柄の5年間のリターン 当行の実績値 0.85%

外貨建保険販売額上位20銘柄の5年間のコスト 当行の実績値 0.89%

ファンドラップの運用損益別顧客比率（プラス先の割合） 当行の実績値 14.9%

お客さまの最善の利益の追求
お客さまのニーズを的確に把握し、お客さまの利益を最優先に考え、コンサルティングやアフター

フォロー等を通じて、最適な商品やサービスを提案します。
当行はお客さまのニーズにあった最適な商品・サービスを提案し、お客さまの期待にお応えするた

め、従業員の研修や勉強会、資格取得の推奨等を通じて、高度な専門知識を有する人材を育成してい
きます。また、ゆるぎない信頼に向け、お客さまの裾野を拡大し、お客さまのパートナーとして持続可
能なビジネスの実現に向け、責務を果たしていきます。

方針の項目

1   お客さまの最善の利益の追求
2   利益相反の適切な管理
3   手数料等の明確化

4   重要な情報の分かりやすい提供
5   お客さまにふさわしいサービスの提供
6   従業員に対する適切な動機づけの枠組み等

「お客さま本位」の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）に関する方針

お客さまの声の収集
○ お客さまの声カード（店頭受付・郵送受付）
○店頭でのお申し出
○アンケート調査
○ご意見・ご要望入力フォーム

課題の抽出・分析

改善策の策定・実施

「『お客さま本位』の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）に関する方針」及び「2022年度の『お客さま本位』
の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の取組状況」については、当行ホームページに掲載しています。
方針 （URL） https://www.chibabank.co.jp/company/info/fd/
取組状況 （URL） https://www.chibabank.co.jp/company/info/fd/pdf/fd.pdf
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「お客さま本位」の業務運営



経営の健全性を維持するために、当行グループは、リスクの正確な把握・分析、計量化と計数管理の
推進、適時・適切な報告等を軸とした「リスク管理の基本方針」を定めています。信用リスク、市場リスク、
流動性リスク、オペレーショナル・リスクなど、さまざまなリスクに対し厳正な管理体制を構築しています。

銀行業務には、信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスクなどさまざまなリスクが存在します。
当行では、収益性を向上させ、かつ経営の健全性を維持していくためには、個々のリスクをそれぞ

れ管理するだけでなく、これらのリスクを一元的に把握し、銀行全体として許容できる範囲内でコント
ロールしていくことが必要であると考えています。
そのため、リスク毎に管理する部署を定め、「コンプライアンス・リスク統括部」がこれらのリスクを
一元的に把握し、各委員会で対応策等を協議しています。また、グループCRO（最高リスク管理責任者）
が、リスクの状況を取締役会に報告しています。
また、実効性のあるリスク管理体制を実現するため、各リスクカテゴリーにおいて、リスク管理が適
切に行われているかを「監査部」が監査し、取締役会に報告しています。
なお、網羅的かつ的確なリスク管理体制の強化のため、「トップリスク管理」「リスクアペタイト・フレー
ムワーク（RAF）」を導入しています。

統合的なリスク管理体制

統合リスク管理
統合リスクとは、リスクの計量化による管理が可能な信用リスク、市場リスク及びオペレーショナル・

リスクを合算したものです。「コンプライアンス・リスク統括部リスク統括グループ」は、計量化した統
合リスクと自己資本との比較を行うことで、リスクに対する自己資本の充実度を検証し、その結果を定
期的に取締役会に報告しているほか、ストレス・テストを実施しています。ストレス・テストとは、景気
後退期における企業環境の悪化や土地価格の下落など、一定のストレス・シナリオを想定し、当該シナ
リオに基づくリスク量の増加を予想したうえで、自己資本の充実状況を検証することです。ストレス・テ
ストの結果は、配当や自己株式取得等の資本政策にも反映されています。
また、統合リスク管理の枠組みとして、使用リスク資本の上限を設定し、管理する「リスク資本配賦
制度」を導入・活用し、損失の発生を抑制しています。

信用リスク管理
当行では、「内部格付制度」を中心に厳正な信用リスク管理体制を構築し、個別与信管理と与信ポー

トフォリオ管理を行い、資産の自己査定に基づき償却・引当を実施しています。
また、「信用リスク管理委員会」を定期的に開催し、信用リスク管理方針の検討、「内部格付制度」
の運用状況及び与信ポートフォリオのモニタリングなどを行っています。

市場リスク管理
当行では、「リスク資本配賦制度」の一環として、有価証券投資などの市場性取引や、預貸金といった
商品毎のVaRに基づく市場リスク量に対し、部門毎に配賦されたリスク資本の範囲内でリスク限度額を設
定し管理することで、健全性の確保に努めています。加えて、市場性取引については、残高による運用上
限枠や評価損益アラームポイントなども設定しており、四半期毎に投資方針を見直すことでリスクをコント
ロールしています。
市場部門の組織については、取引執行所管部署（フロントオフィス：「市場営業部」、海外店）と事務管
理所管部署（バックオフィス：「市場業務部」）を分離し、さらにリスク管理部署（ミドルオフィス：「コンプラ
イアンス・リスク統括部市場リスクグループ」）を設置することで、相互に牽制する体制をとっています。

信用リスク流動性リスク市場リスク

監査役会

監査部
（内部監査部署）経営会議

取締役会

ALM委員会 信用リスク
管理委員会

オペレーショナル・
リスク管理委員会

営業店・本部・グループ会社等

オペレーショナル・リスク

事務企画部　システム部
人材育成部　経営管理部

企業サポート部
ローンサポート部
経営企画部

市場営業部
市場業務部

サイバーリスク
管理委員会

統合リスク

コンプライアンス・リスク統括部【リスク統括部署】

当行グループでは、事業を取り巻くリスク事象のうち、影響度や蓋然性の観点から重要度の高いリ
スクを「トップリスク」として、取締役会にて選定しています。「トップリスク」の選定や管理にあたっては、

トップリスク管理

3つの防衛線：当行では、バーゼル銀行監督委員会が公表している「銀行のためのコーポレート・ガバナンス諸原則」で示されている
「3つの防衛線」の考え方に則ったリスク管理体制を構築しています。

1線   規程や手続等に基づき業務を遂行しながら自律的にリスクを制御する業務所管部署
2線   各リスクを個別管理するリスク所管部署及び当行グループにおける広範なリスクを俯瞰的に統括・管理するリスク統括部署
3線   独立した立場で当行グループの内部管理体制の適切性・有効性を評価・検証する内部監査部署

信用リスク 市場リスク 流動性リスク オペレーショナル・
リスク資金繰りリスク 市場流動性リスク

信用供与先の財務状況
の悪化などにより、資産
の価値が減少ないし消失
し、損失を被るリスク

金利、有価証券などの価
格、為替などの変動によ
り、保有する資産の価値
が変動し、損失を被るリ
スク

金融機関の財務内容の悪化などにより
必要な資金が確保できなくなり、資金
繰りがつかなくなる場合や、通常より
も著しく高い金利での資金調達を余儀
なくされることにより損失を被るリスク

市場の混乱などにより市場に
おいて取引ができない場合や、
通常よりも著しく不利な価格で
の取引を余儀なくされることに
より損失を被るリスク

業務の過程、役職員の
活動もしくはシステムが
不適切であること、また
は外生的事象により損失
が発生するリスク

リスク事象を幅広く網羅したリスクマップを作成
し、社外取締役やグループ会社も含め議論を実
施し、ALM委員会や取締役会にて報告を行って
います。トップリスク運営を通じてグループ内の
リスクコミュニケーションを深め、リスク認識の
共有を図ることで、フォワードルッキングなリス
ク管理につなげています。

2023年度トップリスク

○デジタル転換の後れ ○サイバー攻撃
○営業地盤悪化による収益力低下
○マネー・ローンダリング対策不備での処分
○与信費用の増加 ○不祥事件の発生
○保有資産の価値下落
○大規模自然災害・感染症蔓延による業務停止
○大規模システム障害
○気候変動・カーボンニュートラル対応

リスク管理体制図
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流動性リスク管理
当行では、「市場営業部」が資金繰り管理部署として、マーケット環境の把握、資金の運用調達状
況の分析などを行うなか、市場調達額が過大とならないように一定の枠内で運用するとともに、短期
間で資金化できる資産を一定水準以上保有し、資金繰りリスクをコントロールしています。また、各市
場取引におけるポジション限度枠を設定し、市場流動性リスクをコントロールしています。
「コンプライアンス・リスク統括部市場リスクグループ」は、リスク管理部署として、流動性リスクに
与えるさまざまな要因を特定・評価するとともに、各種限度枠などの遵守状況についてモニタリングし、
流動性リスクの増大を招かないよう努めています。
特に外貨流動性については、金融危機などのストレス時の資金流出に見合う流動資産を保有すると

ともに、資金の調達と運用のミスマッチを抑制することで、リスクをコントロールしています。
なお、当行の資金繰りに影響を及ぼすような不測の事態が発生した場合も全行的に速やかに対処で

きるよう、業務継続計画を策定し、万全を期しています。

オペレーショナル・リスク管理
当行では、オペレーショナル・リスクを、事務リスク、システムリスク及びサイバーリスク、人的リス

ク、有形資産リスク、風評リスクに分類し、各リスク所管部署が「コンプライアンス・リスク統括部リス
ク統括グループ」による統括管理のもと、連携してリスク管理を行っています。
また、「オペレーショナル・リスク管理委員会」を設置し、損失事象のモニタリングや問題点の改善・
是正を行う管理体制を構築しています。加えて、管理の実効性確保のため、CSA（Control Self 
Assessment）を導入しています。

当行では、リスクアペタイト（事業計画達成のために必要なリスクテイクの種類と総量）に対して、
リスク・リターンの適切性やストレス発生時の損失影響を検証する仕組みである「リスクアペタイト・フ
レームワーク（RAF）」を活用しています。

RAFでは、「リスク資本配賦制度」や、ストレス・テストによる自己資本の充実度の検証に加え、内
外環境の変化を踏まえた、蓋然性の高いシナリオ分析に基づく「リスクアペタイトの検証」を行ってい
ます。
また、当行では、使用リスク資本に対するリターンの管理として「資本コスト控除後純益（RACC：

Return After Capital Cost）」のモニタリングを実施しています。各部門の使用リスク資本に見合った
収益を計上できているか、あるいは景気変動による損失に耐えられるかを検証しています。

以上のリスク管理体制に加えて、地震等の自然災害やパンデミックといった不測の緊急事態が発生
した場合においても、金融システムの機能維持に必要な業務を継続すること、中断を余儀なくされた場
合には速やかに復旧することを目的に、「コンプライアンス・リスク統括部リスク統括グループ」が中心
となり、業務継続体制を整備しています。
現在、首都直下地震等の
大規模地震に加え、近年激甚
化している風水害や感染症等
の多様なリスクへの対策を行
うなど、「人命最優先」を念
頭に置きつつ、お客さまへの
安定したサービスの提供を継
続するため、管理体制の高度
化を図っています。

＜事務リスク＞
当行では、「事務企画部」が業務別に詳細な事務手順を示した事務基準を制定し、新商品の導入や
法改正等に伴う事務手続きの新設や改定等についても速やかに各営業店等に周知・徹底しています。
また、モニタリングによる検証や損失事象の収集を行い、事務リスクの内容を特定・評価・把握・管理
し、かつ削減するための方策を策定し、改善指導等を実施しています。
＜システムリスク及びサイバーリスク＞
近年、重要性や注目度が高まっているシステムリスク及びサイバーリスクについて、当行では、「システ

ム部」と「コンプライアンス・リスク統括部リスク統括グループ」が連携し、さまざまな対策を講じています。
システムリスクの対策としては、重要機器にかかるハードウェアや回線を二重化し、業務を継続でき

る仕組みとしているほか、大規模災害等の不測の事態に備えたコンティンジェンシープランの整備や休
日にATM障害が発生した場合に備えた訓練などを実施しています。

事務リスク システムリスク サイバーリスク 人的リスク 有形資産リスク 風評リスク
正確な事務を怠る、事
故・不正などを起こす、
またはお客さまに対する
職務上の義務や説明等
を怠ることにより損失を
被るリスク

当行が保有している情
報の漏洩や改ざん、コ
ンピュータシステムの不
正利用や停止・誤作動
といった障害などに伴
い損失を被るリスク

外部からのサイバー攻
撃に起因して、システム
リスクに該当する事案
が発生し損失を被るリス
ク

職場の安全環境や差別
行為などに起因して損
失を被るリスク

建物・設備の毀損など
により損失を被るリスク

評判の悪化などにより
信用が低下することか
ら損失を被るリスク

事務企画部 システム部 人材育成部 経営管理部
コンプライアンス・ 
リスク統括部リスク
統括グループ

※ 各リスクに含まれる法務リスク及びコンプライアンスにかかるリスクについては、各リスク所管部署と「コンプライアンス・リスク統括部コンプライアンス統括グ
ループ」が連携して管理

サイバーリスクの対策としては、コンピュータウイルス等不正プログラムの侵入防止対策や、重要な
コンピュータシステムのデータ保護対策、及びサイバー攻撃事案が発生した場合の管理・即応体制等
を整備し、定期的な訓練を行って実効性の確保に努めています。
お客さまに提供するインターネット上のサービスについては、コンピュータシステムへの不正アクセス
やサービス停止攻撃等への対策を講じるほか、各取引についてお客さまご本人からの取引であることを
厳正に確認しています。また、巧妙化するなりすましメールに対しては、職員に不審なメールや、身に
覚えのないメールの取扱いについての注意喚起を定期的に行うなど、啓発に努めています。
各対策により、データ侵害（情報漏洩も含む）等のサイバーリスク事案は発生していませんが、サイバー攻

撃は年々、高度化・巧妙化しており、継続して情報収集に努め適切なタイミングで対策を実施していきます。
また、在宅勤務等で職員が使用するテレワーク端末や、Web会議などの各種ツールに対するセキュリ
ティ確保にも努めており、お客さまの安心・安全のためのさまざまな取組みを進めています。

リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）

業務継続体制

▲ 移動店舗車 ▲ 災害対策本部運用訓練

千葉銀行 統合報告書 2023 70千葉銀行 統合報告書 202369

メ
ッ
セ
ー
ジ

千
葉
銀
行
の
価
値
創
造

持
続
的
経
営
に
向
け
た
成
長
戦
略

地
域
社
会・ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィに
向
け
た
戦
略

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
デ
ー
タ

持続的経営に向けた成長戦略

リスク管理



気候変動への対応は、社会全体に課された共通の課題です。また、企業にとっては、その取組みに
加え、取組みの実効性や客観性を評価するための情報開示も、積極的な取組みが求められる重要な
経営課題となっています。当行グループは、2019年12月にTCFD提言への賛同を表明し、気候変動に
関する取組みについて、TCFDが開示を推奨する項目に沿って積極的な情報開示を行っています。

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への取組み

取締役会による監督
気候変動に伴うリスク及び機会の把握・管理、各種施策の策定・遂行については、サステナビリ

ティ推進委員会において四半期毎に議論・審議されています。同委員会において、議論・審議された
内容は、定期的に取締役会に報告されます。
また、気候変動に伴うリスク及び機会に対する重要な取組事項については、別途、経営会議での付
議を経て取締役会にて決議、または取締役会に報告されています。

ガバナンス

ガバナンス体制
当行グループは、気候変動に伴うリスク及び機会を把握・管理するため、機動的かつ強固なガバナ

ンス体制を構築しています。

経営会議

サステナビリティ推進委員会

取締役頭取を委員長とする委員会。四半期に一度開催し、気候変動に伴うリスクや機会の把握・管理、
各種施策の策定・遂行について議論・審議を行う。

取締役会

報告・付議 監督

本部 営業店 グループ会社

連携報告・協議 指示・管理

経営企画部SDGs推進室（サステナビリティ推進委員会事務局）

本部・営業店・グループ会社と連携し、気候変動への対応をはじめとする
サステナビリティに関する各種施策の遂行や具体的な取組みに関する指示・管理を行う。

ちばぎんグループ 
サステナビリティ方針

「ちばぎんグループサステナビリティ方針」において、気候変動を含む環境問題への
取組みをグループ全体で推進することを定めています。

ちばぎんグループ 
SDGs宣言

「ちばぎんグループSDGs宣言」において、「環境保全」を優先的に取り組む重要課題 
（マテリアリティ）の一つとして定め、各種気候変動対策を進めています。

ちばぎんグループ 
環境方針

「ちばぎんグループ環境方針」において、気候変動に関するリスクへの対応が地球
環境にかかる重大な課題であることを認識し、「脱炭素社会」の実現を目指した取
組みを実施することを定めています。

第15次中期経営計画
第15次中期経営計画において、「GX（グリーントランスフォーメーション）」を価値創
出の基盤の一つとして定め、脱炭素への取組みを中期経営計画の重要戦略として
組み込んでいます。

サステナビリティ推進委員会について
サステナビリティ推進委員会の概要及び同委員会にて議論・審議・報告された気候変動への対応に
関連する主な内容は以下のとおりです。

気候変動への対応に関連する各種方針・経営計画等
当行グループは、「ちばぎんグループサステナビリティ方針」をはじめとする各種方針・経営計画等

に気候変動への対応に関する項目を組み入れ、各種施策を進めています。

構成

委員長 取締役頭取

委員 経営会議に参加する役員、サステナビリティに関連する本部の部長

オブザーバー 社外取締役等

目的 サステナビリティに関する活動内容及び重点施策の策定、取組状況の報告等

開催頻度 年4回（四半期毎）

主な内容

2023年6月
気候変動に関するリスクと機会・情報開示
ひまわりグリーンエナジー㈱の設立
第15次中期経営計画におけるサステナビリティに関する取組み

2023年2月
SCOPE3に関する開示の方向性
生物多様性の保全とTNFDフォーラムへの参加
2030年カーボンニュートラルに向けた取組み

2022年11月
サステナブル・ファイナンスの取組状況
脱炭素アドバイザリー業務
新本店ビルのエネルギー最適化への取組み

2022年8月
当行グループのCO2排出量削減の進捗状況
気候変動リスク管理の進捗について
英国現代奴隷法への対応・当行における人権に関する取組み
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気候変動への対応（TCFD提言への取組み）



リスクと機会 具体的なリスク及び機会と当行の事業、戦略、財務計画に及ぼす影響 時間軸※

リスク
物理的リスク
信用リスク 大規模風水災等の発生による当行不動産担保の毀損

大規模風水災等の発生による営業拠点の被災を理由とした融資先の事業停滞に伴う業績悪化
海面上昇による融資先の営業拠点の被災に伴う事業撤退

短期～長期
短期～長期
長期

オペレーショナルリスク 大規模風水災等の発生に伴う当行営業拠点の運営中断・不能 短期～長期
移行リスク
信用リスク 気候変動に関する法規制や税制等の変更による融資先の業績悪化

脱炭素技術への投資の失敗や新技術への過大な投資負担による融資先の業績悪化
従来の商品やサービスに対する需要の減退に伴う融資先の業績悪化
脱炭素社会への進展による資源価格の急激な変動に伴う融資先の業績悪化

中期～長期
中期～長期
短期～長期
中期～長期

風評リスク 当行の化石燃料セクターへの過大な投融資の継続を理由とした評判悪化に伴う株価下落や
資金調達難 短期～長期

機会
商品とサービス 再生可能エネルギー関連融資を含むサステナブル・ファイナンスの取組みによる収益増加

脱炭素支援に関するコンサルティング実施による収益増加
災害対策や事業継続目的のためのインフラ投資に基づく資金需要拡大による収益増加

短期～長期
短期～長期
短期～長期

コストの低減 省エネ等の高効率運営による運営コストの低減 短期～長期

※短期（5年未満）、中期（5年～10年）、長期（10年超～30年）

シナリオ分析
当行グループは、2℃以下のシナリオを含むさまざまな気候変動シナリオを考慮して、当行の戦略に

おけるレジリエンスについて分析しています。
各シナリオに基づき分析した結果、分析期間（2050年まで）における物理的リスクは70～80億円、

移行リスクは最大で300億円であり、当行の業績（親会社株主に帰属する当期純利益（連結）602億円）
等を勘案し、これらのリスクは、現時点においては、当行の事業の持続可能性に重大な懸念を与える
ものではないと認識しています。
気候変動に伴う物理的リスク・移行リスクについては、今後も継続的に分析手法の高度化を図り、

リスクの管理と適切な対応策の実施、並びに情報開示に努めていきます。

PCAF（Partnership for Carbon Accounting Financials）への加盟
2022年12月、当行は「Partnership for Carbon 

Accounting Financials（以下「PCAF」）」に加盟しま
した。PCAFは、金融機関が投融資を通じて資金提供
を行った先のGHG排出量を計測する手法を開発している国際的なパートナーシップです。
当行は、PCAFへの加盟により、PCAFが保有する知見及びデータベース等を活用し、投融資先の

GHG排出量の計測・開示に向けた取組みを推進していきます。

気候変動に伴うリスク及び機会に対する取組み
当行グループは、気候変動に伴うリスク及び機会を特定・認識したうえで、主な戦略として以下のよ

うな取組みを実施しています。

CO2排出量 
削減

「脱炭素社会の実現」を目指し、当行グループの自社排出によるCO2排出量の削減を図っています。
建物の省エネルギー化及び「環境対応車」の営業車への導入
再生可能エネルギー由来の電力導入（自社契約施設）
電力事業子会社「ひまわりグリーンエナジー㈱」の設立

「脱炭素経営」 
の支援

お客さまの「脱炭素経営」を支援するためのさまざまな活動を実施しています。
温室効果ガス排出量計測システム等の導入支援
脱炭素コンサルティングの実施
「ESG評価シート」を活用した温室効果ガス排出量調査
Financed Emissionsの計測によるお客さまに対するエンゲージメントの推進

サステナブル・ 
ファイナンス 
の強化

気候変動リスクの緩和・適応に資する環境系ファイナンスを中心とした 
サステナブル・ファイナンスによるお客さまへの資金支援を強化しています。
太陽光発電設備の建設支援等の再生可能エネルギー関連融資の充実
グリーンローンやサステナビリティ・リンク・ローン、「ちばぎんSDGsリーダーズローン」等　各種ローン商品の提供
グリーンボンドやサステナビリティ・リンク・ボンドへの積極的な投資
サステナブル・ファイナンスに関する実行額目標の設定

気候変動 
リスク管理 
の強化

気候変動関連項目をトップリスクとして選定し、リスク管理を強化しています。
「気候変動・カーボンニュートラル対応」をトップリスクとして選定し、取締役会への報告等による経営直結のリスク管理
を実施
「特定のセクターにかかる融資ポリシー」に基づく与信管理の実施
信用リスクやオペレーショナルリスクを主体とする総合的な気候変動リスク管理の実践

物理的リスク 移行リスク

シナリオ IPCCのRCP4.5及びRCP8.5（4℃シナリオ） IEAのNZEシナリオ 
NGFSのNet Zero 2050及びBelow 2℃シナリオ

分析対象
当行不動産担保（一般貸出のみ）
当行融資先（一般事業法人）

石油・ガス、石炭セクター
電力ユーティリティーセクター
鉄鋼セクター
化学セクター（2022年度より追加）

分析手法
台風・豪雨等の風水災による当行不動産担保の毀
損と、建物用地の浸水割合により算定した融資先
の事業停滞に基づく与信関係費用の増額額を分析

IEAのNZEシナリオ等を基に、2050年までの融資先
の業績・財務状況の試算を行い、債務者区分の変
化による与信関係費用の増加額を分析

分析期間 2050年まで 2050年まで

分析結果 与信関係費用の増加額：70～80億円 与信関係費用の増加額：最大で300億円

※建物利用地のリスク状況やリスク割合に関しては、気象情報会社「㈱ウェザーニューズ」による支援を得て分析を実施しています。

戦略

気候変動に伴うリスク及び機会
当行グループは、気候変動に伴うリスク（物理的リスク・移行リスク）及び機会について、短期（5

年未満）、中期（5～10年）、長期（10年超～30年）の時間軸で定性的に分析しています。気候変動
に伴うリスク及び機会の具体的な内容、気候変動に伴うリスク及び機会が、当行の事業、戦略、財務
計画に及ぼす影響は、以下のとおりです。
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気候変動への対応（TCFD提言への取組み）



リスクの特定・評価
当行グループは、気候変動に伴うリスク（物理的リスク・移行リスク）が、当行グループの経営に
重要な影響を与えるリスクと認識し、具体的な内容を時間軸（短期・中期・長期）毎に特定・評価し
たうえで、管理を強化しています。これらのリスクの特定・評価は、経営企画部とコンプライアンス・
リスク統括部が連携して実施し、その分析結果はサステナビリティ推進委員会等にて報告しています。

トップリスク管理
当行グループは、事業を取り巻くリスク事象のうち、影響度や蓋然性の観点から重要度の高いリスク

を「トップリスク」として、取締役会にて選定しています。「トップリスク」の選定や管理にあたっては、
リスク事象を幅広く網羅したリスクマップを作成し、社外取締役やグループ会社も含め議論を実施し、
ALM委員会や取締役会にて報告を行っています。
気候変動に伴うリスクの管理を強化するため、「気候変動・カーボンニュートラル対応」を「トップリ

スク」の一つとして選定し、管理しています。

統合的なリスク管理
当行グループは、リスク毎に管理する部署を定め、コンプライアンス・リスク統括部がこれらのリス

クを一元的に把握し、対応策等を協議しています。また、グループCRO（最高リスク管理責任者）が、
リスクの状況を取締役会に報告しているほか、実効性のあるリスク管理体制を実現するため、リスク管
理が適切に行われているかを監査部が監査し、取締役会に報告しています。
気候変動に伴うリスクは、定性的及び定量的な分析結果を踏まえ、融資先の事業活動に及ぼす信用

リスクや、当行拠点の営業継続にかかるオペレーショナルリスク等に分類され、上記のリスク管理体制
に統合されています。

融資ポリシーの策定と特定セクターに対する与信の厳格化
当行グループは、環境・社会に対して大きな影
響を与えると考えられる特定のセクターに関する
融資ポリシーを策定し、公表しています。同ポリ
シーにおいて、石炭火力発電所向け与信等を含
む当行の与信上の取組姿勢を明確にしています。
また、地球温暖化に対して大きな影響を与え
ると考えられる化石燃料関連セクターに対する
与信を検討する際には、SDGs担当部門の見解
を付したうえで取組可否を判断するなど、より
厳格な審査体制としています。

CDP気候変動調査
当行は、CDP※による2022年度の気候変動に関する調査において「A-」評価を取得しました。「A-」
評価の取得は、2021年度に引き続き2年連続となります。
※企業・自治体等の環境に関する情報を収集・評価・開示する国際的な非政府組織

CO2排出量（SCOPE1＋2）
2022年度のCO2排出量は12,316t-CO2

となり、前年度に比較し33.2%減少しまし
た。今後もさらなる削減に向けて、照明
器具のLED化、環境対応車の導入等に
よる省エネ施策を進めるほか、2023年4
月に設立した電力事業子会社「ひまわり
グリーンエナジー㈱」を活用し、当行グ
ループ向けの太陽光発電所の設置等を
検討しています。

2025年度の中間目標（6,000t-CO2）
及び2030年度カーボンニュートラルの達
成に向けて、各種取組みを強化していき
ます。

2020年度 2021年度 2022年度
SCOPE1 2,425 2,766 2,408
SCOPE2 16,591 15,663 9,908
SCOPE1+2 19,016 18,429 12,316

カーボンニュートラル宣言
気候変動問題に関する国際的な枠組みとして、2016年にパリ協定が発効し、世界共通の長期目標と

して、世界的な平均気温上昇を、産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える
努力を追求することが掲げられています。
当行はこのパリ協定を支持し、2022年3月に「2030年度までにCO2排出量（SCOPE1+2）ネットゼロ」

とする目標を公表し、CO2排出量の削減に取り組んでいます。

CO2排出量の推移（SCOPE1+2）

リスク管理 指標と目標

2030年度

　■ SCOPE1　■ SCOPE2
（単位：t-CO2）

2022年度2021年度2020年度

16,591

2,425
2,766

2,408

15,663

9,908
ネット
ゼロ

2025年度

12,316

18,42919,016

目標
6,000

特定のセクターにかかる融資ポリシー（抜粋）
1. 新設の石炭火力発電所向け与信
新設の石炭火力発電所向け与信は、原則として、取組み
ません。ただし、日本国政府・国際開発機関などの支援
が確認できる場合においては、上記方針の例外として、
国際的なガイドライン等※を参考に、発電効率性能や環境
への影響等の個別案件ごとの背景や特性等も総合的に勘
案したうえで慎重に対応を検討する場合があります。
※OECD公的輸出信用アレンジメント等

他のセクターを含む融資ポリシーの全文は当行のホームペー
ジをご参照ください。
https://www.chibabank.co.jp/company/sustainability/policies/financing.html

● 自社契約電力の再生可能エネルギー化
2022年10月、低圧電力等の一部を除き、当行が直接契約するほぼ全ての電力について、
再生可能エネルギー由来の電力への切替えを実施しました。本件取組みにより、当行グルー
プのCO2排出量は、2021年度比で約6割程度削減される見込みです。

● 第三者保証の取得
CO2排出量の計測・開示にあたり、数値の信頼性を確保するため、2021年度（18,429t-CO2）

と2022年度（12,316t-CO2）の排出量については、ソコテック・サーティフィケーション・ジャパ
ン㈱による独立した第三者保証を取得しています。
今後も、第三者機関による検証を継続し、信頼性の高い情報開示を行っていきます。
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CO2排出量（SCOPE3） サステナブル・ファイナンスの推進
当行グループは、環境課題や社会課題の解決を資金使途とする投融資を「サステナブル・ファイナン

ス」として位置づけ、取組みを強化しています。

サステナブル・ファイナンスの実行額目標と
実行額実績
当行は、2019年度から2030年度までのサステ

ナブル・ファイナンスの実行額目標を、2兆円（う
ち環境系ファイナンス1兆円）としています。

2022年度（2023年3月期）までの実行額実績
は9,758億円（進捗率48.8%）、うち環境系ファ
イナンスは4,161億円（同41.6%）となっています。

炭素関連資産の状況
2021年10月のTCFD提言の改訂を踏まえ、炭素関連資産とする対象セクターを、エネルギー※、運輸、
素材・建物、農業・食料・林産物セクターに拡大しました。2023年3月末の当行の貸出金・支払承諾・
外国為替・私募債（以下、貸出金等）に占める、炭素関連資産向けの貸出金等の割合は36.4%です。
なお、従来の炭素関連資産の定義に基づく炭素関連セクター向け貸出金等の、当行の貸出金等に
占める割合は1.4%です。そのうち、石炭火力発電向けの貸出金等の、当行の貸出金等に占める割合
は0.1%であり、石炭火力発電向け与信は2037年3月末までにゼロとなる計画です。
※石油、ガス、電力（再生可能エネルギー事業を除く）・ユーティリティ

サステナブル・ファイナンスの主な事例
○ サステナビリティ・リンク・ローン
○ グリーンローン
○ ポジティブ・インパクト・ファイナンス
○ ちばぎんSDGsリーダーズローン
○ ちばぎんSDGsフレンズローン
○ ちばぎんSDGs私募債

○ 再生可能エネルギー関連融資
○ 社会インフラの形成に資するプロジェクトファイナンス
○ 環境配慮型住宅向け資金（サステナ住宅応援割）
○ 環境に配慮したリフォーム資金（リフォームローン）
○ 環境対応車購入資金（マイカーローン）
○ グリーンボンド、サステナビリティ・リンク・ボンド等の債券投資

実行額目標
（2019年度ー2030年度）

実行額実績【進捗率】
（2019年度ー2022年度）

サステナブル・ファイナンス 2兆円 9,758億円【48.8%】
うち環境系ファイナンス 1兆円 4,161億円【41.6%】

自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）フォーラムへの参画
持続可能な社会を実現させるためには、気候変動への対応に加え、生物多様性を含む自然資本の保全についても、
重要性が高まっています。

2023年2月、当行は自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：
TNFD）の取組みに賛同し、TNFDフォーラムへ参画しました。TNFDフォーラムへの参画を通じて、自然関連の財務情
報を開示する枠組みの構築に貢献していきます。

自然資本の保全への取組み

 （単位：t-CO2）

2020年度 2021年度 2022年度
カテゴリー1
（購入した製品・サービス） — — 8,926

カテゴリー2
（資本財） — — 18,081

カテゴリー3
（SCOPE1,2に含まれない燃料 
及びエネルギー関連活動）

— — 2,242

カテゴリー4
（輸送・配送（上流）） — — 1,297

カテゴリー5
（事業から出る廃棄物） — — 2,529

カテゴリー6
（出張） 540 575 562

カテゴリー7
（雇用者の通勤） 1,590 1,391 1,436

カテゴリー13
（リース資産（下流）） — — 3,805

カテゴリー15
（投融資※） — 6,315,148 12,622,906

※ 2021年度は、上場企業を中心に排出量開示先のみを計測。2022年度は、計測対象範囲を拡大し排出量未計測・非開示の先は推定値を採用。計測対象先の
融資額約7兆円（2021年度は約1.5兆円）は、一般事業法人・公共・個人事業主向け融資額の86.9%に相当。

SCOPE3カテゴリー15の内訳（2022年度）
炭素強度

（単位：t-CO2／百万円）
排出量

（単位：t-CO2）
農業 5.30 136,148
製紙・林業 3.42 170,625
飲料・食品 3.78 499,479
金属・鉱業 10.26 1,776,486
化学 4.90 450,184
石油・ガス 7.50 76,030
建築資材・資本財 5.12 555,363
自動車 4.44 45,657
電力 29.08 678,320
不動産管理・開発 0.68 462,983
陸運 3.83 550,927
海運 16.77 267,452
空運 12.14 27,555
その他 2.60 6,925,696
合計 — 12,622,906

サステナブル・ファイナンス累計実行額の推移

2030年度

　■ 環境系以外　■ 環境系
（単位：億円）

2021年度2020年度2019年度 2022年度

5,597

4,161

9,758

575
2,902

6,425
1兆円

目標 2兆円

カーボンニュートラルに向けたロードマップ
（年度） 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 … 2030

SCOPE1+2 18,783 19,016 18,429 12,316 … … 中間目標 
6,000 … … 0

当行の
取組み

（年度） 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 … … … 2036 … 2050

SCOPE3 
（カテゴリー15） — — 6,315,148 12,622,906 脱炭素社会 

の実現

お客さまの 
脱炭素支援

サステナブル・ファイナンス商品導入（SDGsリーダーズローン、SDGsフレンズローン等）

脱炭素コンサルティングサービスの提供

カテゴリー15の計測開始 ⇒ 段階的に集計対象範囲を拡大

ESG評価シートの運用開始

当行独自のCO2排出量測定ツールの提供

TCFDへの賛同表明（2019年12月）

省エネ施策の実施（LED化等）・営業車両への環境対応車導入

「ちばぎんグループ環境方針」の制定

SDGs推進室の設置・2030年度カーボンニュートラル宣言・GXリーグ賛同

自社契約電力の再生可能エネルギー化

PCAF加盟・ちばぎんの森整備・CO2排出量第三者検証

ひまわりグリーンエナジー㈱の設立

自社グループ向け太陽光発電所の設置

他社契約電力の再生可能エネルギー化検討

2050カーボンニュートラルに向けた取組強化

石炭火力発電向け与信ゼロ

当行は、SCOPE3カテゴリー15について、2021年度から計測と開示を実施しており、2022年度は計
測対象範囲を拡大しました。今後もPCAFのデータベース等の活用により計測対象範囲の拡大を進めて
いく一方で、脱炭素に向けたお客さまの取組みを支援し、2050年の脱炭素社会の実現に向けて
SCOPE3カテゴリー15の削減を図っていきます。

（単位：t-CO2）
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気候変動への対応（TCFD提言への取組み）



令和4年度 地方創生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例」の選定
2023年3月、「コロナ禍における地域医療への貢献 ～エク

モカー寄贈&当行研修センター活用～」が、内閣官房デジ
タル田園都市国家構想実現会議事務局の「令和4年度 地方
創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』」に選定
されました。
本表彰は、金融機関等の地方創生に向けた取組みのう

ち、地方公共団体等と連携している事例や先駆性のある事
例を選定するものです。
当行は、地元企業が開発した最新鋭のエクモカーの千葉
大学医学部附属病院への寄贈や、臨時の医療施設・宿泊療
養施設への活用を目的として「ちばぎん研修センター」の千
葉県への提供を行っており、新型コロナウイルス感染症の影
響が長期化するなか、地域医療体制の強化に貢献した点が
評価されました。

「ちばぎんSDGs私募債」引受けによる社会貢献
当行は、2016年度より引受手数料の一部を寄付する私募債の取扱いを開始し、段階的に商品の拡
充を図ってきました。2022年度より取扱いを開始した「ちばぎんSDGs私募債」は、私募債引受手数料
の一部を発行企業が指定する各種団体への寄付・寄贈または企業等への支援に充当する私募債です。

2023年3月末までの寄付型私募債・SDGs私募債の発行引受け総額は917億円、寄付・寄贈の総額
は156百万円に達しました。

「エコノミクス甲子園」千葉大会開催
2022年12月、第17回全国高校生金融経済クイズ選手権

「エコノミクス甲子園」千葉大会を千葉興業銀行と共に開催
しました。
「エコノミクス甲子園」は、次世代を担う高校生への金融経
済教育の普及を目的として、全国の高校生が金融知力を競い
合うクイズイベントで、リアルでの開催は3年ぶりとなりました。
千葉大会には県内5高校から19チーム38名が参加し、優勝

チームが2023年2月に開催された全国大会に出場しました。

地域金融機関として、地域社会に対する貢献や社会課題の解決は重要な使命です。当行グループ
は、ビジョンとして「地域に寄り添う　エンゲージメントバンクグループ」を掲げており、さまざまな活
動を通じて、地域に寄り添い、地域社会の持続的な成長に貢献していきます。

千葉県が創設した奨学金制度への寄付
2023年3月、千葉県が創設した奨学金制度に役
立てていただくため、制度を運営する（社福）千
葉県社会福祉協議会に1,000万円を寄付しました。
本制度は、児童養護施設などの退所者を対象に、
経済的理由で進学を断念せざるを得ない子どもの
学ぶ機会を確保することを目的としています。この
取組みは、社会的養護※を受ける子どもの自立を促
す意味で、当行が目指す「社会的価値」の提供に
資するとの考えから、資金拠出を決定しました。

「ちばぎんの森（第6）」森林整備活動
2022年10月、長生郡一宮町東浪見の釣ヶ崎海岸にて、「ちばぎんの森（第6）」の森林整備活動を開
始しました。
本活動は、松くい虫の被害や東日本大震災の津波の影響により疎林化した海岸保安林について、津
波発生時の減災効果向上や景観整備による観光振興等を目指し、再生に努めるものです。当行は、こ
れまで千葉県の法人の森制度に基づき、千葉県内5か所の山林や海岸保安林でこうした森林整備活動
に取り組んできました。

6か所目となる今回は、当行役職員等の約250名のボランティアが、7,350本のクロマツ・トベラ・マ
サキを植樹しました。今後は定期的に下草刈り等の育樹活動を継続していきます。 ※地域商社「ちばぎん商店㈱」が運営する購入型クラウドファンディングサイト。

名称

ちばぎんSDGs私募債

みらいはぐくみ型
（旧 地方創生私募債）

スポーツ応援型
（旧 スポーツ応援

私募債）

医療応援型
（旧 医療応援私募債） 環境配慮型 プロジェクト支援型

寄付
寄贈
支援先

学校、児童福祉施設、
障がい者支援施設等の

運営法人等

自治体、スポーツ選手、
スポーツチーム等の
団体、学校等

病院等の医療機関を 
運営する医療法人等

「ちば環境再生基金」 
または環境保全活動を

行う団体等

ちばぎん商店㈱が
運営する

「C-VALUE※」内の
専用プロジェクト

※虐待などの理由で保護者のもとで生活できない児童を公的責任で社会的に養育すること。

主な取組み
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社会貢献活動



人権は、あらゆる人が生まれながらに持つ共通の普遍的な権利です。当行グループでは、役職員を
はじめ、お客さまやサプライヤーも含めて、人権尊重に取り組んでいます。
また、ダイバーシティ推進については、経営トップによる強力なリーダーシップのもと、役職員一丸

となり、女性の活躍支援や登用促進、従業員のダイバーシティに対する意識改革を進めています。

人権方針
2020年11月、「ちばぎんグループ人権方針」を制定しました。
同方針において、当行グループは、全役職員の人権を尊重し全役職員が働きやすい職場を提供 

するよう行動するほか、人種、性別、国籍等による差別やハラスメント行為、人権侵害を容認しない旨
を謳っています。また、お客さまやサプライヤーに対しても、人権を尊重し、侵害しないことを求めてい
ます。

企業行動指針
2021年4月、「千葉銀行グループの企業行動指針」を宣言しました。
同指針は、社会の一員である「企業」、社会的責任と公共的使命を担う「銀行」たる「千葉銀行」

グループとして、倫理的で責任ある企業活動を遂行していくにあたっての基本方針を宣言しているもの
です。「人権の尊重」として「当行グループは、役職員やお客さまをはじめとするすべての人々の人権
を尊重」する旨を謳っています。

「英国現代奴隷法」対応
当行は、英国・ロンドンに支店を有することから、2015年の「英国現代奴隷法」の制定以来、同法

の遵守にかかる年次表明書を公表しています。
特に2022年度の声明においては、当行ロンドン支店における業務運営に留まらず、当行全体の業務
運営において奴隷的労働や人身売買等による人権侵害を排除し、人権の尊重を図る旨を表明し、業務
委託先等のサプライヤーに対しても同様の人権侵害が存在していない旨を明らかにしています。

サプライヤーへのモニタリング
当行グループでは、全てのサプライヤー（業務委託先）に対して「ちばぎんグループ人権方針」の
説明を行い、人権尊重を中心とする同方針の遵守について了解を得るのと同時に、1年に1度、サプラ
イヤーにおける人権侵害等が発生していないかどうかについてモニタリングを実施しています。

人権尊重の取組み

ちばぎんグループ人権方針の詳細については、当行のホームページをご参照ください。
https://www.chibabank.co.jp/company/sustainability/policies/human_rights.html

千葉銀行グループの企業行動指針の詳細については、当行のホームページをご参照ください。
https://www.chibabank.co.jp/company/info/behavioral_guidelines/

英国現代奴隷法の詳細については、当行のホームページをご参照ください。
https://www.chibabank.co.jp/english/corporate/pdf/ModernSlavery.pdf

ダイバーシティ&インクルージョン推進の取組み

「プラチナくるみんプラス」認定取得
子育てサポート企業の認定制度「くるみん」について、 2022年4月、不妊治療と仕事

の両立に関する認定制度「プラス」が創設されました。当行は2023年6月にこの「プラス」
認定を取得し、「プラチナくるみんプラス」企業の認定を受けています。かねてから注力
している仕事と育児の両立と合わせ、仕事と治療の両立についても推進することで、多
様な属性の職員が、より一層安心して働くことができる職場づくりを行っていきます。

TSUBASAクロスメンター
2022年8月、女性の幹部候補育成を目的とした「TSUBASAクロスメンター制度」を、TSUBASAア

ライアンス参加行と共同で創設、運用を開始しました。本制度は、将来の幹部候補層となる女性行員
のキャリア形成やリーダーシップ向上を目指す各行横断型メンタリング制度で、役員がメンターに、女
性管理職がメンティとなり、TSUBASAアライアンスのネットワークを活かした他行同士の組み合わせに
よるメンタリングを実施することが特長です。

「新・ダイバーシティ経営企業 
100選プライム」選定

健康経営優良法人
ホワイト500（5回目）

MSCI指数への株式会社千葉銀行の組み入れ、及びMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、
MSCIまたは関連会社による株式会社千葉銀行への後援、推奨、宣伝ではありません。MSCI指数は、MSCIの独占的
財産です。MSCI及びMSCI指数の名称及びロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。
「MSCI日本株女性活躍指数（WIN）」構成銘柄

①女性登用数
　○取締役：3名　○執行役員部長：1名　○部長：4名　
　○支店長・副支店長・副部長等の職位者：114名
②リーダー職以上に占める女性比率：28.4％ 

①企業内保育所：県内2か所 （2023年7月現在）

②男性育休取得率：112.4% （2022年度）

障がい者雇用者数※：150.5人
※2022年度のグループの障がい者雇用率算定用の数値

「プラチナくるみんプラス」
認定

「プラチナえるぼし」
認定（銀行初）

（いずれも2023年7月現在）

仕事と育児の両立支援に関するデータ

障がい者雇用数に関するデータ

ダイバーシティに関する外部評価

女性活躍に関するデータ

ダイバーシティ関連の取組み
2007年 ちばぎんハートフル地銀初の「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく「特例子会社」認定
2010年 短時間勤務制度・ワークライフバランス休暇・健康管理休暇の創設
2014年 ダイバーシティ推進委員会設置・ダイバーシティ推進部発足、女性部長登用（2名）
2015年 「ダイバーシティ行動宣言」策定、ダイバーシティフォーラムの実施、女性社外取締役就任（2名）

千葉市イクボス共同宣言に署名、企業内保育所「ひまわり保育園」開園
2016年 「職場単位のダイバーシティ推進会議」導入
2017年 初の女性執行役員配置
2019年 「ちばぎんグループSDGｓ宣言」・「TSUBASA SDGｓ宣言」制定、「ちばぎんグループサステナビリティ方針」制定
2021年 初の女性社内取締役配置
2022年 「TSUBASA ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」制定
2023年 「プラチナくるみんプラス」認定取得

「なでしこ銘柄」
（5年連続）
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人権とダイバーシティ



従業員とのコミュニケーション

役員との意見交換会
営業店での現場の声を経営に反映させるため、営業店において、「役員との意見交換会」を毎年実施し

ています。意見交換会では、経営方針や経営課題について共有したうえで、営業店の職員から、経営に関
する質問や、日々業務を行っているうえで感じていること、施策の提案等、質疑応答を中心に行っています。

2022年度は、取締役専務執行役員を含む8人の役員が、累計112カ店で意見交換会を実施し、営業
店の職員の声をさまざまな施策に反映させています。

みんなの声プロジェクト
人事関連アンケートで寄せられた職員の声を人事施策に取り入れる「みんなの声プロジェクト」を

2021年11月から実施し、働きがいの向上やキャリア形成を促進する取組みを行っています。2023年4月
から、異動を伴わず、気軽に本部やグループ会社の業務が体験できる短期間のインターンシップ制度
「ジョブシャドウィング」を実施するなど、これまでにさまざまな施策を実施しています。

株主総会と決算説明会
当行では、株主総会や決算説明会、個人投資家向け説明会等を通じて、ディスクロージャーの充実

に努めています。
2022年度は、決算説明会や個別面談に加えて、社外取締役座談会、DX戦略やサステナビリティに
関する説明会等を開催しました。各種説明会や個別面談は、株主や投資家の皆さまのニーズにあわせ
てご参加いただけるようにオンラインを活用しながら実施しており、今後ともさまざまな機会を通じて積
極的な情報発信に取り組んでいきます。
株主や投資家の皆さまとの対話の場には頭取をはじめ社外取締役を含む取締役または監査役が合理
的な範囲で参加しています。また、対話の場で寄せられたご意見等については、取締役及び取締役会
に報告しており、経営改善につなげていきます。

対話の内容
業績・資本政策・提携戦略・DX戦略・サステナビリティ・人的資本等、多岐にわたるテーマにおい

て対話を行っています。アナリスト・機関投資家向け説明会での質疑応答については、当行ホームペー
ジにて開示しています。

説明会等 開催回数 説明者 参加者数
第116期定時株主総会 1 取締役・監査役・その他 60名（来場者数）
アナリスト・機関投資家向け説明会
決算説明会 2 頭取・CSO 286名
IR Day「DX戦略・サステナビリティ・社外取締役座談会」 1 頭取・CSO・CHRO/CDTO・社外取締役3名 55名
決算発表に係るスモールミーティング 2 CSO 102名
スモールミーティング「TSUBASAシステム共同化」 1 経営企画部長・システム部長・事務企画部長 17名
スモールミーティング「社外取締役座談会」 1 社外取締役3名 34名
スモールミーティング「人材・ダイバーシティ」 1 CHRO/CDTO 31名

個人投資家向け説明会 6 CSO 1,360名

アナリスト・機関投資家との個別面談 延べ173件（うち海外投資家53件）
※肩書は当時

当行グループは、企業価値の向上のため、ステークホルダーの皆さまと継続的なコミュニケーション
を実施しています。ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションを通じて、商品や各種サービスの
品質の向上、問題点等の早期発見・解決に努めているほか、地域社会との共存共栄に向けた施策を
実施しています。

当行では、「お客さまの声」を経営改善に活用しています。店頭に設置している「お客さまの声カード」
や専用フリーダイヤル、ホームページ等を通じて寄せられたお客さまのご意見やご要望等を「品質向上
委員会」に報告するとともに、サービス改善に活かす取組みを継続的に行っています。

お客さまとのコミュニケーション

株主とのコミュニケーション

▲  IR Day「社外取締役座談会」（2022年4月） ▲  IR Day「新中期経営計画におけるDX戦略」（2023年4月）

地域社会とのコミュニケーション

にぎわい創出に向けた包括連携協定
2022年10月、国土交通省関東地方整備局千葉国道事務所及び千葉
市と「国道357号におけるにぎわい創出に向けた包括連携協定」を締結
しました。
本協定は、国道357号湾岸千葉地区改良の地下立体化で生まれた、

千葉市役所前交差点から、当行の本店ビルに隣接するマンション前交
差点にかけての国道上部空間を、官民が協働して地域のにぎわい創出
やまちづくりなどに利活用していくことを目的としています。

2022年11月には、にぎわい創出に向けた社会実験イベント「STAY 
STREET」において、地域商社「ちばぎん商店㈱」と連携したキッチンカー
の出店や、農業法人「㈱フレッシュファームちば」が生産した「みなよ
し米」の販売などを行いました。
利用者ニーズや滞留性を検証し、官民が連携して道路空間の利活用に

継続的に取り組んでいくことで地域の魅力・価値向上を目指していきます。
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地域社会・ダイバーシティに向けた戦略

ステークホルダーとのコミュニケーション



社外取締役

1980年 4月 株式会社資生堂入社
2006年 4月 同お客さまセンター所長
2008年 10月 同コンシューマーリレーション

部長
2009年 4月 同お客さま・社会リレーション

部長
2010年 4月 同CSR部長
2011年 6月 同常勤監査役
2015年 6月 同顧問
2015年 6月 当行社外取締役（現任）
2015年 6月 日本曹達株式会社 社外取締役
2016年 6月 三菱商事株式会社 社外監査役
2017年 6月 横河電機株式会社 社外監査役

（現任）
2019年 6月 コスモエネルギーホールディングス 

株式会社 社外取締役（監査等委
員）（現任）

1976年 4月 当行入行
2003年 6月 同取締役経営企画部長
2006年 6月 同取締役常務執行役員

本店営業部長
2007年 6月 同取締役常務執行役員

市場営業部・市場業務部担当
2009年 3月 同取締役頭取
2018年 6月 同取締役頭取

グループCEO（最高経営責任者）
2021年 6月 同取締役会長

グループCEO（最高経営責任者）
2023年 4月 同取締役会長（現任）

1987年 4月 当行入行
2016年 6月 同執行役員営業支援部長
2017年 6月 同取締役常務執行役員

市場営業部・市場業務部担当
2018年 6月 同取締役常務執行役員

グループCBO（最高営業責任者）営業本部長
2019年 6月 同取締役専務執行役員

グループCSO（最高企画責任者）企画本部長
経営企画部・広報部・新本部棟準備室・経営管理部担当

2020年 4月 同取締役専務執行役員
 グループCSO（最高企画責任者）・グループCDTO
（最高デジタル・トランスフォーメーション責任者）
企画本部長
経営企画部・広報部・新本部棟準備室・経営管理部担当

2021年 4月 同取締役専務執行役員
2021年 6月 同取締役頭取 グループCOO（最高執行責任者）
2023年 4月 同取締役頭取 グループCEO（最高経営責任者）（現任）

1990年 4月 当行入行
2018年 6月 同経営企画部長
2019年 4月 同香港支店長
2021年 4月 同執行役員人材育成部長
2023年 4月 同常務執行役員

グループCHRO（最高人事責任者）
人材育成部・ダイバーシティ推進部・秘書室担当

2023年 6月 同取締役常務執行役員
グループCHRO（最高人事責任者）
人材育成部・ダイバーシティ推進部・秘書室担当（現任）

1990年 4月 当行入行
2015年 6月 同香港支店長
2017年 6月 同経営管理部長
2018年 12月 同コンプライアンス部長
2019年 4月 同経営企画部長
2019年 6月 同執行役員経営企画部長
2020年 10月 同執行役員新事業担当
2021年 4月 同経営企画部兼人材育成部（地域商社事業統括）
2021年 5月 ちばぎん商店株式会社取締役社長
2023年 4月 当行常務執行役員

グループCRO（最高リスク管理責任者）
コンプライアンス・リスク統括部・品質管理部担当

2023年 6月 同取締役常務執行役員
グループCRO（最高リスク管理責任者）
コンプライアンス・リスク統括部・品質管理部担当（現任）

1979年 4月 東京地方検察庁検事
1992年 4月 東京弁護士会弁護士登録

さわやか法律事務所 弁護士
（現任）

2006年 7月 明治安田生命保険相互会社
社外取締役

2015年 6月 当行社外取締役（現任）
2015年 10月 株式会社九州フィナンシャル

グループ 社外監査役
2016年 6月 東京海上日動あんしん生命

保険株式会社 社外監査役
（現任）

2021年 6月 株式会社九州フィナンシャル 
グループ 社外取締役（監査等
委員）（現任）

1987年 4月 株式会社野村総合研究所入社
2002年 6月 同経済研究部日本経済研究室長
2004年 6月 野村證券株式会社金融経済

研究所調査部次長兼日本経
済調査課長

2007年 6月 同金融経済研究所経済調査
部長兼チーフエコノミスト

2012年 7月 日本銀行 政策委員会審議委員
2017年 7月 株式会社野村総合研究所

エグゼクティブ・エコノミスト
（現任）

2020年 6月 当行社外取締役（現任）

（2023年6月28日現在）

取締役頭取
（代表取締役）
グループCEO
（最高経営責任者）

米本　努

取締役常務執行役員
グループCHRO 
（最高人事責任者）

牧之瀬　孝 

取締役常務執行役員
グループCRO 
（最高リスク管理責任者）

小野　雅康

取締役（社外取締役）

高山　靖子
取締役（社外取締役）

田島　優子
取締役（社外取締役）

木内　登英
1989年 4月 当行入行
2018年 6月 同地方創生部長
2019年 6月 同執行役員 地方創生部長
2020年 4月 同執行役員 法人営業部長
2021年 4月 同常務執行役員

グループCHRO（最高人事責任者）
人材育成部・ダイバーシティ推進部担当

2021年 6月 同取締役常務執行役員
グループCHRO（最高人事責任者）
人材育成部・ダイバーシティ推進部・秘書室担当

2022年 4月 同取締役常務執行役員
グループCDTO（最高デジタル・トランスフォーメーション
責任者）・グループCHRO（最高人事責任者）
デジタル改革部・人材育成部・ダイバーシティ推進部・秘
書室担当

2023年 4月 同取締役専務執行役員
グループCSO（最高企画責任者）・グループCDTO（最
高デジタル・トランスフォーメーション責任者）
経営企画部・グループ戦略部・デジタル戦略部・広報
部・経営管理部担当（現任）

取締役専務執行役員
グループCSO
（最高企画責任者）
グループCDTO
（最高デジタル・トランス
フォーメーション責任者）

淡路　睦

1988年 4月 当行入行
2016年 6月 同ローン営業部長
2017年 6月 同営業支援部長
2018年 6月 同執行役員 中央支店長兼京成駅前支店長
2019年 4月 同執行役員 県内ブロック副担当
2019年 6月 同執行役員 国内営業担当 営業企画部・お客さまサービ

ス部・営業支援部・法人営業部・地方創生部・信託コ
ンサルティング部・ローン営業部・カード事業部担当

2020年 4月 同執行役員本店営業部長兼本店営業部幸町特別出張所長
2020年 6月 同常務執行役員

本店営業部長兼本店営業部幸町特別出張所長
2021年 4月 同専務執行役員

グループCBO（最高営業責任者）営業本部長
2021年 6月 同取締役専務執行役員

グループCBO（最高営業責任者）営業本部長（現任）

取締役専務執行役員
グループCBO
（最高営業責任者）
営業本部長

山﨑　清美

取締役会長
（代表取締役）

佐久間　英利

取締役 （2023年6月28日現在） 取締役 （2023年6月28日現在）
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監査役

執行役員

（2023年6月28日現在）

（2023年6月28日現在）

常勤監査役（社外監査役）

髙橋　経一
1987年 4月 当行入行
2014年 4月 同ローン営業部長
2016年 6月 同柏支店長
2018年 6月 同執行役員人材育成部長
2021年 4月 同常務執行役員（審査担当）
2023年 3月 退任
2023年 6月 当行監査役（現任）

1985年 4月 日本銀行入行
2008年 8月 同岡山支店長
2012年 5月 同発券局審議役
2013年11月 同仙台支店長
2015年 5月 同情報サービス局長
2016年 6月（公財）金融情報システム

センター常務理事
（一社）金融先物取引業協会監事

2021年 6月 当行社外監査役（現任）

1983年 4月 大蔵省入省
2011年 7月 福岡財務支局長
2012年 7月 独立行政法人都市再生機構理事
2014年 7月 内閣審議官
2016年 7月 国家公務員共済組合連合会 常務

理事
2017年 7月 国家公務員共済組合連合会 専務

理事
2021年 6月 当行社外監査役（現任）

常務執行役員（県内営業担当） 麻生　博章
常務執行役員（市場営業担当） 小髙　信和
常務執行役員（本店営業部長 兼 本店営業部幸町特別出張所長）俣木　洋一
常務執行役員（東京営業部長） 西村　祐介
常務執行役員（審査担当） 泉　京太
常務執行役員（グループCIO（最高情報責任者）） 田中　一成
常務執行役員（県外営業担当） 三上　幸男
執行役員 （船橋支店長） 中村　旬治
執行役員 （中央支店長 兼 京成駅前支店長） 杉原　正幸

執行役員 （地方創生部長） 小髙　栄二
執行役員 （品質管理部長） 三宅　和枝
執行役員 （ローン営業部長） 宮内　政樹
執行役員 （営業統括部長） 長岡　明大
執行役員 （人材育成部長） 今井　敦司
執行役員 （グループ副CSO） 江下　亮
執行役員 （デジタル戦略部長） 柴田　秀樹
執行役員 （資産運用コンサルティング部長） 伊藤　信一

33.3%
（3/9）

33.3%
（3/9）

女性取締役比率独立社外取締役比率

○組織形態 ：監査役会設置会社
○取締役会の人数 ：9名
○社外取締役の人数 ：3名（うち独立役員3名） 

○取締役会の女性人数 ：3名
○監査役会の人数 ：5名

○社外監査役の人数 ：3名（うち独立役員3名）

○執行役員の人数 ：17名
○執行役員の女性人数 ：1名
○取締役会の出席率※ ：100％
　（うち社外取締役 100％）

（2023年6月28日現在）

※2022年度開催分

スキルマトリックス

氏名 役職
取締役・監査役の専門性と経験

企業経営／
組織運営

財務／会計／
金融

リスク管理／ 
法務

地域営業／
地方創生

国際／ 
市場運用

IT／ 
デジタル

佐久間　英利 取締役会長
（代表取締役） ● ● ● ● ● ●

米本　努
取締役頭取
（代表取締役）
グループCEO

● ● ● ● ● ●

山﨑　清美
取締役専務執行役員
グループCBO
営業本部長

● ● ● ● ●

淡路　睦 
取締役専務執行役員
グループCSO
グループCDTO

● ● ● ● ●

牧之瀬　孝 取締役常務執行役員
グループCHRO ● ● ● ●

小野　雅康 取締役常務執行役員
グループCRO ● ● ● ● ●

田島　優子 取締役（社外取締役） ● ●

高山　靖子 取締役（社外取締役） ● ●

木内　登英 取締役（社外取締役） ● ● ● ●

福尾　博永 常勤監査役 ● ● ● ●

菊地　和博  常勤監査役（社外監査役） ● ● ● ● ●

髙橋　経一 常勤監査役（社外監査役） ● ● ● ● ●

斎藤　千草  非常勤監査役 ● ● ● ●

髙橋　渡 非常勤監査役（社外監査役） ● ● ● ●

※本一覧表は、各人の有する全ての専門性や経験を表すものではありません。

常勤監査役

福尾　博永

非常勤監査役

斎藤　千草
1988年 4月 当行入行
2014年10月 同ダイバーシティ推進部長
2016年 6月 同人材育成部長
2017年 6月 同執行役員人材育成部長
2018年 6月 同執行役員事務企画部長
2020年 4月 同執行役員（特命担当）
2020年 6月 ちばぎんハートフル株式会社取締

役社長
2023年 6月 当行監査役（現任）

常勤監査役（社外監査役）

菊地　和博

1975年 4月 千葉県庁入庁
2008年 4月 同議会事務局長
2009年 4月 同商工労働部長
2010年 4月 同総合企画部長
2012年 4月 同総務部長
2013年 4月 千葉県副知事
2021年 6月 当行社外監査役（現任）

非常勤監査役（社外監査役）

髙橋　渡
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2003年の執行役員制度の導入、2013年の社外取締役の選任等をはじめとして、コーポレート・ガバ
ナンスの強化に取り組んできました。

2023年6月28日現在、社外取締役比率は33.3%(9名中3名）、女性取締役比率は33.3％（9名中3名）
となっています。

取締役会は、独立社外取締役3名を含む9名の取締役で構成（社外取締役比率33.3％）され、経営
方針やその他重要事項を決定するとともに、取締役及び執行役員の業務執行を監督しています。
また、当行では執行役員制度を導入し、重要事項の決定及び業務執行の監督等を行う取締役と、
業務を執行する執行役員とで役割分担を明確にしています。
なお、当行とちばぎん証券に対して関東財務局より業務改善命令が発令されたことを受け、グルー
プガバナンスの高度化に向けた対応などが重要であると認識しており、取締役会による監督の強化な
どに取り組んでまいります。

当行は、5名の監査役のうち過半数の3名を社外監査役とする監査役会設置会社の形態を採用してい
ます。特に社外監査役2名を含む3名の常勤監査役が、取締役会をはじめとする重要会議への出席、重
要書類の閲覧及び本部・支店の往査等を通じて、業務執行状況について客観的・合理的な監査を行っ
ており、当行の経営に対する監督機能を十分に果たしています。

取締役会の諮問機関として「指名・報酬・経営諮問委員会」を設置しています。客観性・適時性・
透明性のある手続きを確保するため、取締役会の決議によって選任された独立社外取締役3名及び社
内取締役2名で構成しているほか、2022年10月より委員長を社外取締役とするなど、独立性を確保し
ています。

ガバナンス強化への取組み

コーポレート・ガバナンス体制図

取締役会

監査役会

指名・報酬・経営諮問委員会

当行グループは、「千葉銀行グループの企業行動指針」を全ての企業行動の基本としているほか、 
中期経営計画においても、「グループ・ガバナンス」を「価値創出の基盤」の一つとして掲げ、コーポ
レート・ガバナンスの高度化に取り組んでいます。
これらを遵守・実現し、コーポレート・ガバナンスの一層の強化・充実に努め、多様なステークホル
ダーとの適切な協働を通じて持続可能な地域社会の実現に貢献するとともに、持続的な成長と中長期
的な企業価値の向上を図っていきます。

頭取

経営会議

株主総会

取締役会

（2023年6月28日現在）

監査役

監査役会

監査役室

本部各部 監査部

指名・報酬・経営
諮問委員会

社外取締役・社外監査役

主な決議事項・報告事項

第1四半期
○ 政策投資株式の保有状況
○ 中期経営計画の進捗状況
○ トップリスク管理方法

○ 取締役会実効性評価
○ アライアンス及びパートナーシップの活動状況
○ お客さま本位の業務運営に関する方針

第2四半期
○ 英国現代奴隷法への対応及びSDGsへの 
取組状況
○ グループ会社営業部門の活動状況
○ 株主との対話

○ 内部監査態勢に係る外部評価等の共同実施
○ 自己株式の取得
○ 女性管理職登用に係る数値目標の進捗状況
及び今後の計画

第3四半期
○ DX施策の進捗状況
○ コンプライアンス・プログラムの実施状況
○ 統合的リスク管理の状況
○ グループ会社のリスク管理状況

○ 指名・報酬・経営諮問委員会の委員長 
（社外取締役）選任
○ 人材戦略の取組状況

第4四半期
○ パーパス・ビジョンおよび 
第15次中期経営計画の策定
○ 業績計画
○ コンプライアンス・プログラムの策定

○ 投資計画・経費予算・人員計画
○ 内部監査態勢に係る外部評価等の結果
○ 内部監査計画
○ 電力事業子会社の設立

2003年 執行役員制度を導入
2010年 役員退職慰労金を廃止

株式報酬型ストックオプションの導入
2011年 取締役会による監査部の直轄化
2013年 社外取締役を選任
2015年 取締役会の実効性評価を開始

社外取締役に女性2名を選任
経営諮問委員会
（現 指名･報酬･経営諮問委員会）の設置

2018年 情報開示方針の策定
グループチーフオフィサー制の導入
社外取締役比率を1/3に引き上げ

2019年 外部評価機関を活用した取締役会の実効性評価
の実施
「コーポレート・ガバナンスに関する方針」の策定

2020年 グループCDTO（最高デジタル・トランスフォー
メーション責任者）の配置

2021年 グループCHRO（最高人事責任者）の配置
役員報酬体系の改訂
相談役の廃止、顧問の内容見直し
初の女性社内取締役を配置

2022年 指名・報酬・経営諮問委員会の委員長に社外取
締役を選任

2023年 グループ会社の執行全般を統括する「グループ
戦略部」を新設
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＜社内取締役候補者＞
当行の経営の基本方針に対する深い理解のもと、経営戦略の実現に向け、銀行の経営管理を的確、
公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験と十分な社会的信用を有する人物を頭取が推薦
し、独立社外取締役が委員の過半数を占める指名・報酬・経営諮問委員会で審議したうえで、取締役会
において決定しています。また、代表取締役の選定については、社内取締役の中から当行の代表者とし
て適した人物について指名・報酬・経営諮問委員会で審議したうえで、取締役会で決定しています。な
お、代表取締役としての職務執行に重大な支障が生じた場合や欠格事由※に該当する場合等には、当人
の解任について指名・報酬・経営諮問委員会で審議したうえで、取締役会で決定することとしています。
※欠格事由 ○反社会的勢力との関係が認められること　○法令違反や内規違反等が認められること

＜社外取締役候補者＞
当行業務以外の分野を中心に専門的な知識及び経験を有し、自らの知見に基づき、当行の持続的な成
長や中長期的な企業価値の向上に貢献できると判断される人物を頭取が推薦し、独立社外取締役が委員
の過半数を占める指名・報酬・経営諮問委員会で審議したうえで、取締役会において決定しています。

＜監査役候補者＞
取締役の職務の執行の監査を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験と十分な
社会的信用を有する人物を頭取が推薦し、指名・報酬・経営諮問委員会で審議し、監査役会より同意
を得たうえで、独立社外取締役が出席する取締役会において決定しています。

該当者の知識と経験を当行の経営に活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の一層
の強化を通じて、当行の中長期的な企業価値向上を図ることができるものと判断する社外取締役を選
任しています。

代表取締役の後継者については、求められる人材要件や、育成方針・計画及び育成状況等を踏まえ
て、独立社外取締役が委員の過半数を占める指名・報酬・経営諮問委員会で審議したうえで、取締
役会で決定します。なお、審議の状況については、適宜取締役会へ報告しています。

＜候補者に求められる人材像（指名方針）＞
経営者として必要な資質や能力等に加え、当行グループを取り巻く経営環境や今後の戦略の方向性

を踏まえて、候補者に求める人材像を指名・報酬・経営諮問委員会で審議し、取締役会で共有しま
す。なお、人材像については環境変化等を踏まえて見直しの要否を適宜審議します。

＜候補者の人物把握・育成＞
外部専門機関の第三者評価等を踏まえて委員が人物把握をし、求める人材像をもとに候補者の育成
方針・計画について指名・報酬・経営諮問委員会で審議します。

＜候補者の選定プロセス＞
頭取が候補者の提案（代表取締役を含む取締役の再任・交代・解任含む）を行い、指名方針や育
成方針との整合性等を指名・報酬・経営諮問委員会で審議のうえ、取締役会で決定します。

＜社外取締役＞
社外取締役による経営監督機能が十分に発揮されるよう、秘書室及び経営企画部内に社外取締役

をサポートするスタッフを配置し、職務遂行に必要な情報提供及び支援を、適切かつタイムリーに提供
しています。取締役会での審議の充実に向け、取締役会資料の事前配布・事前説明の実施に加え、
重要案件に対する個別説明や主要な委員会への出席、取締役及び部室長との対話、グループ内関連
事業所の訪問と対話、対外的な主要イベント等への出席、当行の活動に関わる関連情報の随時提供な
どを通じて、当行の経営戦略や活動に対する理解を深める機会を継続的に提供しています。このほか、
第三者による研修の機会を提供し、その費用は当行負担としています。

＜社外監査役＞
監査役による監査等の業務や監査役会の運営を円滑に行うため、業務執行者から独立した監査役室

を設置し、監査役室長がこれらの役割を担い、監査役への迅速な報告、連絡及び緊密な連携を行って
います。なお、取締役からの独立性を確保するため、人事異動等については監査役の同意を得ること
としています。また、監査役は取締役会をはじめとする重要会議へ出席しているほか、重要書類が回付
される仕組みとなっており、情報が適時・適切に伝達される体制となっています。

取締役の選解任及び取締役・監査役の指名方針 社外役員の選任理由

後継者計画
社外役員のサポート体制

氏名（就任年月） 社外取締役選任理由

田島優子
（2015年6月）

弁護士としての高い専門性を備え、他の事業会社での社外役員のほか、金融庁金融審議会
委員等の公職を歴任しています。

高山靖子
（2015年6月）

大手化粧品会社のお客さまサービス部門やＣＳＲ部門の責任者及び常勤監査役を歴任したほ
か、他の事業会社での社外役員の経験を有しています。

木内登英
（2020年6月）

エコノミストとして国内外で職歴を重ね、高い専門性を備えているほか、日本銀行政策委員
会審議委員として金融施策の審議等を担った経験を有しています。

該当者の知識と経験を当行の経営に活かすことにより、監査機能の一層の強化を図ることができる
ものと判断する社外監査役を選任しています。
氏名（就任年月） 社外監査役選任理由

菊地和博
（2021年6月）

内閣審議官、国家公務員共済組合連合会専務理事等の職務経験を通じて培った高度な専門
性と行政全般における幅広い見識を有しています。

髙橋経一
（2021年6月）

日本銀行の支店長、情報サービス局長等の職務経験を通じて培った高度な専門性と金融全
般における幅広い見識を有しています。

髙橋渡
（2021年6月） 千葉県副知事等を歴任し培った豊富な行政等に関する見識を有しています。
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内部監査

当行では、業務の健全かつ適切な運営を確保し、これにより経営目標の達成に貢献するため、被監
査部門から独立した「監査部」が、コンプライアンスやリスク管理を含む内部管理体制の適切性と有
効性について検証・評価するとともに、問題点の改善方法の提言等を行っています。
「監査部」は、取締役会直轄であり、「内部監査規程」及び年度毎に取締役会の承認を受けて決定
する「内部監査計画」に基づいて営業店・本部・グループ会社等の内部監査を実施しているほか、監
査結果や指摘事項等について原則毎月開催される内部監査委員会及び取締役会に報告しており、コン
プライアンスやリスク管理上の問題点・改善策等の検討が行われています。
また、効率的で実効性のある内部監査を実施するため、経営陣のリスク認識等も踏まえるなか、リス
クの種類・程度に応じて監査テーマ、頻度・深度などを決定するリスクベースの監査に努めています。
さらに、牽制・監視機能の充実や環境変化への適応、監査品質の向上（外部評価を含む）、専門性の
ある人材の育成、海外店やグループ会社の監査の強化、提携行との監査協働など、内部監査の高度
化に取り組んでいます。

グループチーフオフィサー※（CxO）を所管分野の責任者として配置することで、グループ統合的な
経営管理体制としています。「グループ会社管理規程」に基づき、各社を所管する担当役員の配置や
監査役の派遣、当行コンプライアンス・リスク統括部によるコンプライアンスやリスク管理の統括、当
行監査部による監査の実施等により、当行グループにおける業務の適正の確保に努めています。各社
の経営状況や諸課題を把握することを目的として「グループ統括委員会」を、銀行・グループ間のさら
なる連携による相乗効果を発揮することを目的として「グループ推進会議」をそれぞれ2回開催しました。
また、グループ一体経営やグループ・ガバナンスの高度化を実現するため、営業面・管理面など執行
全般を統括する「グループ戦略部」を新設したほか、責任の明確化の観点より各社の業務所管部を1
社1部に定め、これまでのリスクに対する横断的な管理のみならず最適な経営資源配分を実現するた
め、グループ管理部署を新たに設置しています。

取締役の役員報酬制度や種類別の報酬割合については、当行と同程度の事業規模や関連する業
種・業態に属する企業を参考にし、適宜、環境の変化に応じて、独立社外取締役が委員の過半数を占
める指名・報酬・経営諮問委員会において検討を行っています。
取締役の報酬につきましては、透明性、公平性及び合理性を確保するため、指名・報酬・経営諮問
委員会で審議したうえで、取締役会が定める報酬規程に基づき、取締役会において決定しています。

当行は2015年度より、取締役会に期待されている意思決定及び監督の両機能が適切に果たされて
いるかを検証し、その向上を図っていくため、「取締役会の実効性評価」を年次で実施しております。

2022年度は、各取締役・監査役に対するアンケート及び個別ヒアリングを実施し、定量的評価と定
性的評価の2つの側面から、実効性を評価いたしました。

2022年度の「取締役会の実効性評価」結果の概要は以下のとおりです。

役員報酬 取締役会の実効性評価

グループマネジメントシステム

報酬構成及び内容

取締役（社外取締役を除く）
○ 報酬構成割合は、「基本報酬」75％、「賞与」5％、「株式報酬」20％としています。
○ なお、基本報酬の額、賞与及び株式報酬については、役位別にその金額を定めています。
○ 「株式報酬」は、当行株価と取締役の報酬の連動性を強め、株主との一層の価値共有を通じ企業価値向上に対す
る経営意識を高めるため、譲渡制限付株式報酬制度を導入しています。

社外取締役
○ 報酬構成は、業務執行の監督機能を担う役割を踏まえ、業績連動性のある報酬制度とはせず、「基本報酬」のみ
としています。

監査役
○ 報酬構成は、独立性を確保するため、業績連動性のある報酬制度とはせず、「基本報酬」のみとしています。

※配置するグループチーフオフィサー

○ グループCEO（Chief Executive Officer）：最高経営責任者
○ グループCSO（Chief Strategy Officer）：最高企画責任者
○ グループCRO（Chief Risk Officer）：最高リスク管理責任者
○ グループCBO（Chief Business Officer）：最高営業責任者
○ グループCIO（Chief Information Officer）：最高情報責任者
○ グループCDTO（Chief Digital Transformation Officer）：最高デジタル・トランスフォーメーション責任者
○ グループCHRO（Chief Human Resources Officer）：最高人事責任者

（1）  以下の点より、取締役会の意思決定及び監督の両機能は適切に発揮されており、実効性を確保していると評
価しました。
○ 社内・社外を問わず全取締役・監査役が、本年度制定したパーパスを基に、お客さま、従業員、株主など
のステークホルダーとの深いつながりを背景とした価値提供を通じ、地域とともに成長し続ける千葉銀行
グループを目指し、中期経営計画の策定、DX戦略、人材戦略など重要戦略に対する議論を深化させるなど、
強い一体感を保持しながら、相互理解のもと自由闊達な意見交換が行われている。
○ 社内取締役からの金融業務の各専門分野における豊富な経験に基づく意見、社外取締役及び監査役からの
多様な分野にわたる専門的な知見に基づく提言や独立した客観的な立場からの意見により、議論が深化し
ている。
○ 社外取締役に対し、グループ会社・事業所の訪問、監査役往査への同行、幹部社員との面談を再開するな
どの情報提供の強化により、取締役会での議論の質が向上している。
○ 経営会議・取締役会等における指示・提言事項に対する管理を強化し、フィードバックを行うことで、更
なる取締役会の実効性向上が図られている。

○ 「指名・報酬・経営諮問委員会」においても、コーポレート・ガバナンスに関する議論を深化させ、その役
割を適切に果たすとともに、委員長を社外取締役から選任するよう変更し、客観性・適時性・透明性の確
保を図った。

（2）  今後も現状の取組みの方向性を維持しつつ、当行グループを取り巻く環境変化を踏まえた議論を深めていく
ことや、グループ会社の営業面、管理面など執行全般を統括するために新設した「グループ戦略部」を中心に、
グループチーフオフィサーの関与によるグループガバナンスの高度化に向けた対応などが重要であると認識
しており、こうした取組みを通じて、取締役会のさらなる実効性向上に取り組んでまいります。
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資金利益は国内を中心に好調を維持したこと
で前期比85億円増加しており、役務取引等利益
も前期比10億円の増加と着実に積み上げた結
果、有価証券ポートフォリオ入替等により債券関
係損益が前期比185億円減少したものの、業務
粗利益は前期比59億円の減少に留まりました。
経費は預金保険料率の引き下げなどにより前
期比20億円減少しており、コア業務純益は前期
比146億円増加の930億円と本業は好調を維持
しています。
与信関係費用は貸倒引当金戻入益の計上や
償却債権取立益の増加などにより、前期比67億
円減少しており、これらの結果、単体の当期純
利益は581億円、親会社株主に帰属する当期純
利益は602億円と単体・連結共に過去最高益と
なりました。

現状分析・改善策
当行のPBRは、0.59倍※1であり、地方銀行の中ではトップクラスの水準にありますが、1倍割れの状

況が続いています。PBRが1倍を超える水準まで引き上げるため、PBRをROE・資本コスト・利益成長
率の3つのファクターで考え、「ROEのさらなる向上」「資本コストの引き下げ」「持続的な利益成長」の
3点からなる改善策を遂行していきます。

資金利益の増加
資金利益は前期比85億円増加の1,403億円と

なりました。国内資金利益は貸出金が堅調に増
加したことにより、貸出金利息が前期比14億円
増加。また、株式配当金などの有価証券利息
配当金の増加により、国内資金利益全体では前
期比78億円増加しました。国際資金利益は前期
比7億円増加しました。

役務取引等利益の増加
役務取引等利益は、前期比10億円増加の

286億円と過去最高を更新しました。
法人のお客さまのニーズを踏まえた提案によ

り、法人ソリューション関連が前期比23億円の
増加と過去最高を更新したことが、利益全体の
増加を牽引しています。また、信託・相続関連
やキャッシュレス関連についても過去最高を更新
しています。預かり資産関連は、年金・一時払
終身保険は好調であったものの、全体では前期
比7億円の減少となりました。

（単体） 2022/3 2023/3 前期比
業務粗利益 1,615 1,555 △59 
資金利益 1,318 1,403 85
役務取引等利益 275 286 10
特定取引利益 11 13 2
その他業務利益 10 △148 △158
　うち債券関係損益 △14 △200 △185

経費（△） 845 825 △20 
実質業務純益 769 730 △39
コア業務純益 783 930 146
　除く投資信託解約損益 751 853 101

一般貸倒引当金純繰入額（△） 15 — △15
業務純益 754 730 △24
臨時損益 △17 87 105
うち不良債権処理額（△） 56 3 △52
　うち貸倒引当金戻入益 — 9 9
うち株式等関係損益 27 83 56

経常利益 736 817 81
特別損益 △3 △3 △0
当期純利益 523 581 57

与信関係費用（△） 71 3 △67 

（単位：億円）

（連結） 2022/3 2023/3 前期比
連結経常利益 788 869 81
親会社株主に帰属する
当期純利益 544 602 57

2023年3月期業績の概要 （単位：億円）

（単体） 2022/3 2023/3 前期比
役務取引等利益 275 286 10
〈主な内訳〉
うち預かり資産関連 71 63 △7
うち法人ソリューション関連 128 152 23
うち信託・相続関連 17 18 1
うちキャッシュレス関連 13 16 3
うち為替関連 126 125 △1
うちローン支払保険料・保証料（△） 121 130 9

役務取引等利益の内訳 （単位：億円）

2022/3 2023/3 前期比
資金利益 1,318 1,403 85
国内資金利益 1,236 1,315 78
預貸金利息 985 1,002 17
　うち貸出金 990 1,005 14
有価証券利息配当金 220 287 66
その他（市場運用調達等） 30 25 △ 5

国際資金利益 81 88 7
貸出金 43 135 92
外国証券 124 191 67
その他（調達、市場運用等） △ 86 △ 238 △ 152

資金利益の内訳 （単位：億円）

法人 個人

デジタル

ヒト

モノ・カネ

新事業の深化 新たな取組み

PBR ROE PER ROE 株主資本コスト － 利益成長率

改善策
ROEのさらなる向上 資本コストの引き下げ 持続的な利益成長

実
績
P
B
R（2023/3

）

地銀 予想ROEとPBR

千葉銀行

再配置 備考
本部（企画）営業店サポート体制強化
本部（営業）専門人員の強化
本部（事務）営業店事務の本部集中
グループ会社 営業分野へ重点配置
営業店 新規出店、RM強化
育成人材枠 RM育成、DXトレーニー等
合計 370名

備考
既存事業 店舗網、営業店端末整備等
デジタル・
新事業

アプリ・ポータル
BaaS、広告等

その他 人的投資
デジタルインフラ等

合計 300億円

※1 PBR=株価（2023年6月30日終値）÷1株当たり純資産（2023年3月期実績）
※2 厳密にはPBR=1＋（ROE－株主資本コスト）÷（株主資本コスト－成長率） となるものの、実務的な簡略版として本件数式を提示しているもの
※3 当行管理上の資本コストはCAPMにより推計

※株主資本ベース

出所：野村證券
第一地銀で構成、特殊先･誤差の大きい先を除外

PBR向上に向けて 2023年3月期の業績

成長戦略
当行はROEを高めるために、自己資本比率を一定水準で維持しつつ、リスクアセットに対する収益性

の指標であるRORAの改善を目指します。既存事業やデジタル・新事業の分野にリソースを投入すること
で、連結当期純利益を602億円から750億円へ、RORAを0.75%から0.83%へ引き上げることを目指します。
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2024年3月期の業績見通しについては、役務
取引等利益が順調に増加するほか、債券関係
損益の改善により、業務粗利益は前期比147億
円増加の1,703億円を計画しています。
役務取引等利益については、法人ソリュー

ション関連収益が過去最高と引き続き高い水準
を維持するとともに、預かり資産関連やキャッ
シュレス関連の増益などにより、前期比26億円
増加の313億円を計画しています。
一方、経費については、ベアの実施や戦略的
投資にかかる経費の増加などにより前期比22億
円の増加を計画しています。与信関係費用は66
億円の増加を見込み、単体当期純利益は前期
比8億円増加の590億円、親会社株主に帰属す
る当期純利益は7億円増加の610億円を計画して
います。
厳しい経営環境の中でも、さまざまな施策を積み
上げながら、収益力増強につなげていきます。

（単体） 2023/3 2024/3
（計画）

前期比

業務粗利益 1,555 1,703 147

資金利益 1,403 1,335 △68

役務取引等利益 286 313 26

特定取引利益 13 22 8

その他業務利益 △148 32 180

　うち債券関係損益 △200 15 215

経費（△） 825 848 22

実質業務純益 730 855 124

コア業務純益 930 839 △90

　除く投資信託解約損益 853 816 △37

一般貸倒引当金純繰入額（△） — △2 △2

業務純益 730 857 126

臨時損益 87 △27 △114

うち不良債権処理額（△） 3 72 68

　うち貸倒引当金戻入益 9 — △9

うち株式等関係損益 83 50 △33

経常利益 817 830 12

特別損益 △3 △2 1

当期純利益 581 590 8

与信関係費用（△） 3 70 66

（単位：億円）

（連結） 2023/3 2024/3
（計画）

前期比

連結経常利益 869 880 10

親会社株主に帰属する
当期純利益 602 610 7

2024年3月期業績の計画 （単位：億円）

（単体） 2023/3 2024/3
（計画）

前期比

与信関係費用（△） 3 70 66
一般貸倒引当金純繰入額（△） △23 △2 21
不良債権処理額（△） 27 72 44
貸出金償却・個別貸倒
引当金純繰入額等（△） 61 101 40

うち新規発生（△） 68 100 31
うち既先（△） 4 7 2
うち回収等 12 5 △6

償却債権取立益 34 29 △4

与信関係費用 （単位：億円）

（単体） 2022/3 2023/3 前期末比 増減率
国内預金 145,211 150,917 5,705 3.9%
個人 105,353 109,183 3,830 3.6%
法人 30,037 30,555 518 1.7%
公金 9,820 11,177 1,357 13.8%

国内預金残高 （単位：億円）

（単体） 2022/3 2023/3 前期末比 増減率
国内貸出金 114,259 118,367 4,107 3.5%
千葉県内店 76,507 78,524 2,016 2.6%
千葉県外店 37,751 39,842 2,090 5.5%

国内貸出金残高（地域別） （単位：億円）

国内貸出金残高（種類別）

4,231億円
公共

1兆5,424億円
大・中堅企業向け

5兆7,537億円
中小企業向け

3兆9,177億円
住宅ローン

1,996億円
その他消費者ローン

国内貸出金の増加
国内貸出金残高は前期末比4,107億円、3.5%

増加の11兆8,367億円となりました。
中小企業向け貸出が6.0%増加したほか、住

宅ローンも2.1%増加するなど、堅調な増加ペー
スを維持しています。
国内貸出金を地域別に見ると、千葉県内店舗

で2.6%増加、千葉県外店舗で5.5%増加し、い
ずれの地域でも順調に残高を増やしています。

国内預金の増加
国内預金残高は前期末比5,705億円、3.9％増
加の15兆917億円となりました。
給与振込や年金受取口座など家計のメインバ

ンクとしてご利用いただくことを目指して活動 
してきたことにより、個人預金が前期末比3,830
億円、3.6％増加と預金全体の増加を牽引してい
ます。

低い不良債権比率
金融再生法開示債権及びリスク管理債権は、
前期比17億円増加の1,149億円となりました。
不良債権の発生が引き続き抑制されている一
方、貸出金全体は堅調に増加していることから、
不良債権比率は前期比0.02%低下し0.93%と引
き続き低い水準を維持しています。

運用を多様化しつつ金利リスクを抑制
有価証券残高（評価損益を除くベース）は、
前期末比1,371億円増加の2兆4,523億円となり
ました。平均残存期間は円債、外債いずれも短
期化しました。リスク分散を基本としたポートフォ
リオ運営を行っており、流動性や収益性のバラ
ンスにも十分留意しています。

低いOHR

経費は、DX関連などの前向き投資を進めた
一方で、預金保険料率引下げの影響や業務効
率化による経費削減を進めたことで、全体で前
期比20億円減少となりました。

OHRは47.73%と前期比4.29%減少し、依然と
して、他行平均と比べても十分に高い効率性を
維持しています。

有価証券残高（評価損益を除くベース）（単体）

23,151
24,523

3,667

5,619

1,658

5,401

1,050

5,754

3,108

5,463

2,827

5,532

1,010

6,581

2022.3 2023.3

2022/3末比

平均残存期間
（変動利付債を含む）

 2022.3 2023.3
円債 5.2年 4.1年
外債 2.7年 2.0年

国債
+70.4％

社債等
△2.7％

地方債
△15.2％

投信等
+2.4％

株式
△3.7％

外貨建
有価証券
+14.3%

（単位：億円）

OHR（経費率）他行比較

※ ニッキンレポートより、単純平均にて算出「経費 ÷（業務粗利益ー債券関係損益）」

49.49%

千葉銀行 メガ3行平均※

68.15%

地銀・第二地銀平均※

47.73%

低い方が
効率的な運営

2023年3月期単体ベース

（単体） 2022/3 2023/3 前期比

金融再生法開示債権及び
リスク管理債権 1,132 1,149 17

不良債権比率 0.96% 0.93% △0.02%

金融再生法開示債権及びリスク管理債権 (単位：億円)

※ 本表では、前年との比較上、貸倒引当金戻入益を一般貸倒引当金純繰入
額及び個別貸倒引当金純繰入額に分けて表示

2024年3月期の業績見通し
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2021.32019.3 2020.3

12.79%12.63% 12.12%

12.28%11.97% 11.51%

●　 総自己資本比率　　●　普通株式等Tier1比率

2022.3

12.11%

11.94%

2023.3

11.63%

11.54%

2021.32019.3

718724
642670

■ 連結　■ 単体

2020.3

726
678

2022.3

788
736

2023.3

869 
817

総自己資本比率 11.63％　

普通株式等Tier1比率 11.54％

連結 869億円　単体 817億円

自己資本比率（連結）

経常利益（連結・単体・億円）

2021.32019.3

112,064
101,368

2020.3

106,165

2022.3

116,913

2023.3

121,536

2021.32019.3

51,793
45,860

37,36135,486

■ 中小企業向け貸出　■ 住宅ローン

2020.3

48,390

36,323

2022.3

54,263

38,343

2023.3

57,537

39,177

単体 12兆1,536億円

中小企業向け貸出 5兆7,537億円

住宅ローン 3兆9,177億円

貸出金（単体・億円）

中小企業向け貸出・住宅ローン（単体・億円）

2021.32019.3

141,045
123,334

2020.3

127,889

2022.3

147,876

2023.3

154,244

単体 15兆4,244億円

預金（単体・億円）

●　 配当性向（連結）　■ 1株あたり配当金

29.9%
24.5%

28.1%

20円
16円 18円

32.6%

24円

2021.32019.3 2020.3 2022.3

33.9%

28円

2023.3

配当実績

配当性向（連結） 33.9％　

1株あたり配当金 28円

1,549

1,129
1,285

■ 再生可能エネルギー関連融資残高（億円）

1,697

2020年度2018年度 2019年度 2021年度

1,777

2022年度

538

242
320

574

2018年度 2019年度

610

397

2020年度

769

399

2021年度

747

484

2022年度
■ 事業承継支援（先）　■ M&A支援（先）

484先M&A支援先数747先
事業承継
支援先数

事業承継支援・M&A支援

再生可能エネルギーへの取組み CO₂排出量（SCOPE1+2）

1,777億円
再生可能エネルギー

関連融資残高

2020年度2018年度

543
472

■ 助成・表彰先数累計（先）

2019年度

516

2021年度

569

2022年度

598

助成・表彰先数累計 598先

産業育成・技術革新への助成

2.67%2.75% 2.71%

2020年度2018年度

158.0163.0

2019年度

159.5

2.63%

2021年度

156.0

2.67%

2022年度

150.5

●　 障がい者雇用率　■ 障がい者雇用者数（人）

24.3%
21.0% 22.5%

2020年度2018年度 2019年度

25.5%

2021年度

27.2%

2022年度
●　リーダー職以上に占める女性比率

障がい者雇用率（グループ） 2.67％

障がい者雇用者数（グループ）※ 150.5人

CO₂排出量 12,316t-CO₂

単位面積当たりCO₂排出量 49.5kg-CO₂/㎡

リーダー職以上に占める女性比率※ 27.2％

女性活躍推進への取組み 障がい者雇用への取組み

※�障がい者雇用者数は、障がい者雇用率算定用の数値につき、1人未満の
端数が出る場合がある。

※�各年度の7月1日の比率を記載。なお、2023年7月1日現在のリーダー職
以上に占める女性比率は28.4%

2013年度

76.9 72.7

●　 単位面積当たりCO₂排出量（Kg-CO₂/m²）　■ CO₂排出量（t-CO₂）

18,783 19,016

2019年度 2020年度

72.0

18,429 49.5

12,316

2021年度 2022年度

97.1

22,748
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
業務粗利益 1,491 1,517 1,500 1,440 1,494
 資金利益 1,266 1,260 1,254 1,211 1,215
 役務取引等利益 178 192 190 191 237
 特定取引利益 19 26 32 25 20
 その他業務利益 27 38 22 12 21
  うち債券関係損益 9 20 22 △ 11 △ 5
経費（△） 825 826 820 831 828
コア業務純益 656 670 657 621 671
経常利益 703 741 796 700 706
当期純利益 432 458 525 486 496
与信関係費用（△） 9 △ 3 △ 23 △ 37 8
親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 464 570 554 527 537

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
業務粗利益 1,522 1,527 1,560 1,615 1,555
 資金利益 1,226 1,236 1,245 1,318 1,403
 役務取引等利益 224 226 261 275 286
 特定取引利益 11 18 17 11 13
 その他業務利益 60 45 35 10 △148
  うち債券関係損益 45 32 △3 △14 △200
経費（△） 811 819 860 845 825
コア業務純益 665 675 703 783 930
経常利益 670 678 642 736 817
当期純利益 480 459 456 523 581
与信関係費用（△） 113 95 104 71 3
親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 504 480 496 544 602

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
資産の部合計 119,541 128,900 132,658 140,262 143,036
 貸出金 80,830 84,611 87,974 93,053 98,160
  中小企業向け貸出 33,838 35,839 37,866 41,416 44,109
  住宅ローン 28,817 30,163 31,405 32,817 34,311
 有価証券 21,789 23,557 24,478 23,736 21,567
負債の部 112,345 120,883 124,506 131,819 134,256
 預金 101,218 107,333 111,402 115,657 120,170
 譲渡性預金 4,193 5,340 3,990 4,789 5,134
純資産の部 7,196 8,016 8,151 8,442 8,780
 株主資本合計 6,537 6,757 7,069 7,292 7,529
 評価・換算差額等合計 654 1,254 1,077 1,145 1,245

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
資産の部合計 148,916 155,370 177,958 190,112 196,905
 貸出金 101,368 106,165 112,064 116,913 121,536
  中小企業向け貸出 45,860 48,390 51,793 54,263 57,537
  住宅ローン 35,486 36,323 37,361 38,343 39,177
 有価証券 20,827 21,037 23,806 24,632 25,543
負債の部 140,049 146,720 168,337 180,312 187,082
 預金 123,334 127,889 141,045 147,876 154,244
 譲渡性預金 5,818 4,962 5,094 6,089 5,547
純資産の部 8,866 8,650 9,621 9,799 9,823
 株主資本合計 7,741 7,989 8,306 8,619 8,910
 評価・換算差額等合計 1,120 655 1,308 1,179 912

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
ROA※1 0.37％ 0.37％ 0.39％ 0.35％ 0.35％
ROE※2 6.13％ 6.03％ 6.49％ 5.85％ 5.76％
OHR※3 55.93％ 55.36％ 55.06％ 57.59％ 55.26％
総自己資本比率（連結） 13.69％ 14.66％ 13.79％ 13.59％ 13.18％
Tier1比率（連結） 12.85％ 13.17％ 12.74％ 12.65％ 12.48％
普通株式等Tier1比率（連結） 12.85％ 13.17％ 12.74％ 12.65％ 12.48％
1株当たり純資産（円）（連結） 895.60 1,030.64 1,053.76 1,128.31 1,207.15
1株当たり当期純利益（円）（連結） 54.29 68.02 67.03 65.32 67.98
1株当たり配当金（円） 12.00 13.00 14.00 15.00 15.00
配当性向 23.75％ 23.79％ 22.04％ 24.90％ 23.90％

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
ROA※1 0.33％ 0.30% 0.27% 0.29% 0.30%
ROE※2 5.44％ 5.24% 5.00% 5.39% 5.92%
OHR※3 54.78％ 54.61% 55.00% 52.02% 47.73%
総自己資本比率（連結） 12.63％ 12.12% 12.79% 12.11% 11.63％
Tier1比率（連結） 11.97％ 11.51% 12.28% 11.94% 11.54％
普通株式等Tier1比率（連結） 11.97％ 11.51% 12.28% 11.94% 11.54％
1株当たり純資産（円）（連結） 1,250.05 1,250.41 1,401.40 1,436.74 1,464.45
1株当たり当期純利益（円）（連結） 65.30 63.99 66.82 73.47 82.52
1株当たり配当金（円） 16.00 18.00 20.00 24.00 28.00
配当性向 25.76％ 29.41％ 32.51% 34.01％ 35.18％

業績サマリー （億円） 業績サマリー （億円）

貸借対照表サマリー （億円） 貸借対照表サマリー （億円）

財務指標等 財務指標等 

※ （連結）の記載がないものは単体ベース
※1 当期純利益÷総資産平残（支払承諾見返平残を除く）
※2 当期純利益÷（（期首純資産の部＋期末純資産の部）÷2）
※3 経費÷（業務純益－債券関係損益等＋一般貸倒引当金純繰入額＋経費）

※ （連結）の記載がないものは単体ベース
※1 当期純利益÷総資産平残（支払承諾見返平残を除く）
※2 当期純利益÷（（期首純資産の部＋期末純資産の部）÷2）
※3 経費÷（業務純益－債券関係損益等＋一般貸倒引当金純繰入額＋経費）
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科目 2022年3月末 2023年3月末

（資産の部）
現金預け金 4,201,429 4,065,850
コールローン及び買入手形 152,070 335,089
買現先勘定 14,999 17,999
債券貸借取引支払保証金 — 5,446
買入金銭債権 21,404 22,612
特定取引資産 138,757 162,444
金銭の信託 9,879 9,279
有価証券 2,482,224 2,576,106
貸出金 11,646,721 12,107,066
外国為替 5,970 5,375
その他資産 279,891 320,687
有形固定資産 125,937 124,473
無形固定資産 14,450 14,222
退職給付に係る資産 16,576 18,578
繰延税金資産 3,924 3,088
支払承諾見返 25,771 31,822
貸倒引当金 △35,246 △32,260
資産の部合計 19,104,764 19,787,882
（負債の部）
預金 14,771,202 15,408,192
譲渡性預金 552,959 495,748
コールマネー及び売渡手形 681,777 810,859
売現先勘定 13,945 17,160
債券貸借取引受入担保金 262,547 337,074
特定取引負債 10,448 18,618
借用金 1,336,732 1,206,808
外国為替 576 724
社債 103,331 110,038
信託勘定借 8,883 13,439
その他負債 233,541 237,725
退職給付に係る負債 732 4,476
役員退職慰労引当金 152 160
睡眠預金払戻損失引当金 1,296 910
ポイント引当金 746 838
特別法上の引当金 24 24
繰延税金負債 30,595 21,742
再評価に係る繰延税金負債 10,407 10,402
支払承諾 25,771 31,822
負債の部合計 18,045,673 18,726,767
（純資産の部）
資本金 145,069 145,069
資本剰余金 122,134 122,146
利益剰余金 714,455 755,517
自己株式 △53,108 △62,943
株主資本合計 928,550 959,789

その他有価証券評価差額金 114,391 83,907
繰延ヘッジ損益 5,198 10,408
土地再評価差額金 9,791 9,921
退職給付に係る調整累計額 1,159 △2,911
その他の包括利益累計額合計 130,541 101,326
純資産の部合計 1,059,091 1,061,115
負債及び純資産の部合計 19,104,764 19,787,882

科目 2021年度 2022年度 
2021年4月 1日から
2022年3月31日まで

2022年4月 1日から
2023年3月31日まで

経常収益 236,092 278,377

資金運用収益 138,070 169,575

（うち貸出金利息） 103,344 114,046

（うち有価証券利息配当金） 30,795 44,035

信託報酬 115 122

役務取引等収益 56,915 60,106

特定取引収益 4,153 1,995

その他業務収益 4,148 7,615

その他経常収益 32,689 38,961

経常費用 157,264 191,394

資金調達費用 9,993 33,056

（うち預金利息） 703 8,228

役務取引等費用 18,338 19,744

その他業務費用 3,163 22,448

営業経費 91,131 88,982

その他経常費用 34,637 27,162

経常利益 78,827 86,983

特別利益 92 90

固定資産処分益 92 90

特別損失 542 403

固定資産処分損 456 262

減損損失 85 140

税金等調整前当期純利益 78,378 86,670

法人税、住民税及び事業税 21,130 21,611

法人税等調整額 2,750 4,781

法人税等合計 23,880 26,393

当期純利益 54,498 60,276

親会社株主に帰属する
当期純利益 54,498 60,276

科目 2022年3月末 2023年3月末

（資産の部）
現金預け金 4,197,816 4,061,582
コールローン 152,070 335,089
買現先勘定 14,999 17,999
債券貸借取引支払保証金 — 5,446
買入金銭債権 10,400 10,982
特定取引資産 137,929 161,660
金銭の信託 2,079 2,079
有価証券 2,463,245 2,554,340
貸出金 11,691,342 12,153,618
外国為替 5,970 5,375
その他資産 191,539 228,007
有形固定資産 118,724 117,499
無形固定資産 14,164 13,976
前払年金費用 14,908 19,009
支払承諾見返 23,657 29,727
貸倒引当金 △27,638 △25,819
資産の部合計 19,011,209 19,690,575
（負債の部）
預金 14,787,688 15,424,491
譲渡性預金 608,959 554,748
コールマネー 681,777 810,859
売現先勘定 13,945 17,160
債券貸借取引受入担保金 262,547 337,074
特定取引負債 10,448 18,618
借用金 1,324,536 1,194,268
外国為替 576 724
社債 103,331 110,038
信託勘定借 8,883 13,439
その他負債 166,519 166,448
睡眠預金払戻損失引当金 1,296 910
ポイント引当金 432 502
繰延税金負債 26,290 18,834
再評価に係る繰延税金負債 10,407 10,402
支払承諾 23,657 29,727
負債の部合計 18,031,298 18,708,250
（純資産の部）
資本金 145,069 145,069
資本剰余金 122,134 122,146
資本準備金 122,134 122,134
その他資本剰余金 — 12
利益剰余金 647,883 686,795
利益準備金 50,930 50,930
その他利益剰余金 596,953 635,865
固定資産圧縮積立金 351 351
別途積立金 540,971 575,971
繰越利益剰余金 55,630 59,543

自己株式 △53,108 △62,943
株主資本合計 861,978 891,067
その他有価証券評価差額金 102,942 70,926
繰延ヘッジ損益 5,198 10,408
土地再評価差額金 9,791 9,921
評価・換算差額等合計 117,932 91,257
純資産の部合計 979,911 982,325
負債及び純資産の部合計 19,011,209 19,690,575

科目 2021年度 2022年度 
2021年4月 1日から
2022年3月31日まで

2022年4月 1日から
2023年3月31日まで

経常収益 203,209 245,394

資金運用収益 141,776 173,393

（うち貸出金利息） 103,378 114,089

（うち有価証券利息配当金） 34,560 47,905

信託報酬 115 122

役務取引等収益 46,303 48,970

特定取引収益 1,113 1,353

その他業務収益 4,207 7,627

その他経常収益 9,693 13,927

経常費用 129,559 163,640

資金調達費用 9,952 33,012

（うち預金利息） 703 8,228

役務取引等費用 18,866 20,459

その他業務費用 3,163 22,448

営業経費 84,299 82,123

その他経常費用 13,277 5,597

経常利益 73,650 81,753

特別利益 92 ̶

固定資産処分益 92 —

特別損失 481 392

固定資産処分損 409 255

減損損失 71 136

税引前当期純利益 73,261 81,361

法人税、住民税及び事業税 18,375 18,897

法人税等調整額 2,558 4,336

法人税等合計 20,933 23,234

当期純利益 52,328 58,127

連結貸借対照表（要約版） （百万円） 連結損益計算書（要約版） （百万円） 貸借対照表（要約版） （百万円） 損益計算書（要約版） （百万円）

千葉銀行 統合報告書 2023 104千葉銀行 統合報告書 2023103

メ
ッ
セ
ー
ジ

千
葉
銀
行
の
価
値
創
造

持
続
的
経
営
に
向
け
た
成
長
戦
略

地
域
社
会・ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィに
向
け
た
戦
略

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
デ
ー
タ

財務・企業データ

連結財務諸表（要約版） 単体財務諸表（要約版）



証券・資産運用事業
会社名 主な業務内容 会社概要

ちばぎん証券株式会社※

〒260-0013 千葉市中央区中央2-5-1 千葉中央ツインビル2号館2階　TEL：043-222-1141
証券業務

設立： 1944年3月27日
資本金： 4,374百万円
当行議決権比率： 100％

ちばぎんアセットマネジメント株式会社
〒130-0022 東京都墨田区江東橋2-13-7　TEL：03-5638-1450

投資運用業務、
投資助言業務

設立： 1986年3月31日
資本金： 200百万円
当行議決権比率： 40％
当行子会社等議決権比率：30％

※ ちばぎん証券株式会社の営業店舗〔全20店舗〕：本店営業部、市原支店、木更津支店、館山支店、八千代支店、鎌ヶ谷支店、成田支店、津田沼支店、市川支店、船橋支店、茂原支店、 
旭支店、東金支店、柏支店、松戸支店（以上千葉県）、東京営業部（東京都）、さいたま営業部、浦和支店、草加支店、所沢支店（以上埼玉県）

調査・コンサルティング事業
会社名 主な業務内容 会社概要

株式会社ちばぎん総合研究所
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-351-7430

調査・研究業務、
コンサルティング業務

設立： 1990年2月28日
資本金： 150百万円
当行議決権比率： 31.77％　
当行子会社等議決権比率：68.23％

ちばぎんコンピューターサービス株式会社
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-213-8881

ソフトウェアの開発業務、
計算受託業務

設立： 1980年4月1日
資本金： 150百万円
当行議決権比率： 48.67％
当行子会社等議決権比率：51.33％

T&Iイノベーションセンター株式会社
〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町7-1 KABUTO ONE 11階　TEL：03-5642-7775

IT、金融等の調査・研究業務、
コンピューターのソフトウェア開発 
及び販売業務

設立： 2016年7月1日
資本金： 100百万円
当行議決権比率： 40%

リース・ベンチャーキャピタル事業
会社名 主な業務内容 会社概要

ちばぎんリース株式会社
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-275-8001

リース業務
設立： 1986年12月15日
資本金： 100百万円
当行議決権比率： 49%
当行子会社等議決権比率：51％

ちばぎんキャピタル株式会社
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-298-2232

投資事業組合（ファンド）の運営・管理
業務、M&Aのアドバイザリー業務

設立： 1984年5月29日
資本金： 100百万円
当行議決権比率： 30%
当行子会社等議決権比率：70％

クレジットカード事業
会社名 主な業務内容 会社概要

ちばぎんジェーシービーカード株式会社
〒261-7109 千葉市美浜区中瀬2-6-1 WBGマリブイースト9階　TEL：043-296-7288

クレジットカード
信用保証業務

設立： 1982年11月1日
資本金： 50百万円
当行議決権比率： 49%
当行子会社等議決権比率：51％

ちばぎんディーシーカード株式会社
〒261-7109 千葉市美浜区中瀬2-6-1 WBGマリブイースト9階　TEL：043-276-2411

クレジットカード
信用保証業務

設立： 1989年2月16日
資本金： 50百万円
当行議決権比率： 40%
当行子会社等議決権比率：60％

業務受託・職業紹介事業
会社名 主な業務内容 会社概要

ちばぎんキャリアサービス株式会社
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-298-2020

人材紹介業務、
経理総務受託業務

設立： 1989年12月22日
資本金： 20百万円
当行議決権比率： 100％

ちばぎんハートフル株式会社
〒261-0011 千葉市美浜区真砂4-1-10　TEL：043-270-7341

事務代行業務
設立： 2006年12月1日
資本金： 10百万円
当行議決権比率： 100％

株式会社 総武
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-276-5121

千葉銀行用店舗・厚生施設の賃貸・ 
保守・管理、調度品・消耗品等の調達・
販売業務

設立： 1959年9月7日
資本金： 20百万円
当行議決権比率： 100％

信用保証・債権管理事業
会社名 主な業務内容 会社概要

ちばぎん保証株式会社
〒263-0031 千葉市稲毛区稲毛東3-17-5　TEL：043-247-5770

信用保証業務、
集金代行業務

設立： 1978年5月1日
資本金： 54百万円
当行議決権比率： 45.63％
当行子会社等議決権比率：54.37％

ちば債権回収株式会社
〒261-0023 千葉市美浜区中瀬1-10-2 ちばぎん幕張ビル　TEL：043-213-6411

債権管理回収業務
設立： 2001年10月1日
資本金： 500百万円
当行議決権比率： 100％

地域商社
会社名 主な業務内容 会社概要

ちばぎん商店株式会社
〒260-0015 千葉市中央区富士見2-3-1 塚本大千葉ビル2階　TEL：043-441-7270

地域商社
設立： 2021年5月10日
資本金： 100百万円
当行議決権比率： 100％

電力事業
会社名 主な業務内容 会社概要

ひまわりグリーンエナジー株式会社
〒260-8720 千葉市中央区千葉港1-2　TEL：043-301-8147

再生可能エネルギーの発電・販売業務
設立： 2023年4月28日
資本金： 50百万円
当行議決権比率： 100％

グループ会社一覧 （2023年6月28日現在）
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株主名 所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を 
除く）の総数に対する 
所有株式数の割合（%）

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 98,931 13.65

株式会社日本カストディ銀行
（信託口） 40,574 5.59

日本生命保険相互会社 26,870 3.70
STATE STREET BANK AND
TRUST COMPANY 505223 25,923 3.57

第一生命保険株式会社 20,984 2.89
明治安田生命保険相互会社 18,291 2.52
住友生命保険相互会社 17,842 2.46
損害保険ジャパン株式会社 16,287 2.24
株式会社三菱UFJ銀行 14,166 1.95
STATE STREET BANK WEST
CLIENT - TREATY 505234 12,767 1.76

（注） 1.  上記のほか、株式会社千葉銀行名義の自己株式90,941千株があります（株主名簿上は、
株式会社千葉銀行名義となっていますが、実質的に所有していない株式1千株を除く）。

 2.  所有株式数は千株未満を切り捨てています。
 3.  発行済株式の総数に対する所有株式数の割合は小数点第3位以下を切り捨ててお

ります。

※諸計数は原則として単位未満を切り捨てのうえ表示しています。

社 名
設 立
本 社 所 在 地
従 業 員 数
発 行 済 株 式 数
総 資 産
預 金
貸 出 金
資 本 金
総自己資本比率

株式会社千葉銀行
1943（昭和18）年3月
千葉市中央区千葉港1-2
3,965人
815,521千株
（単体）19兆6,905億円
（単体）15兆4,244億円
（単体）12兆1,536億円

1,450億円
連結11.63%
単体11.02%

拠 点
国内  181店舗（本支店159、特別出張所5、出張所14、仮想店舗3） 

両替出張所 3か所  
店舗外現金自動設備 50,723か所  
（うちイーネットとの提携による共同ATM 12,016か所、セブン銀行
との提携による共同ATM 24,989か所、ローソン銀行との提携に
よる共同ATM 13,467か所）

海外  3店舗（ニューヨーク、香港、ロンドン）  
3駐在員事務所（上海、シンガポール、バンコク）

報告対象期間   2022年4月～2023年3月（一部、2023年4月以降の情報を含みます）

本書は、千葉銀行グループの概要、事業戦略等について、ステークホルダーの皆さまにわかりやすくお伝えすることを
目的として作成しました。編集にあたっては、IFRS財団（旧IIRC）が提唱する「国際統合報告フレームワーク」等を参
照しています。本書に記載されている業績見通し等の将来に関する記載は、本書の発表日現在における将来の見通し・
予測を含んでおり、当行としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績は、諸条件の変更により大
きく異なる結果となる可能性があります。

組織体制図 （2023年6月28日現在）

プロフィール （2023年3月31日現在） 大株主の状況 （2023年3月31日現在）

編集方針
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グループ会社一覧 組織体制図・企業データ



〒260-8720　千葉県千葉市中央区千葉港1-2
TEL.�043-245-1111(代表）
https://www.chibabank.co.jp/
2023年7月発行


	表紙
	パーパス
	ビジョン
	Contents
	メッセージ
	頭取メッセージ
	CSO/CDTOメッセージ
	社外取締役座談会
	CBOメッセージ/CHROメッセージ
	千葉銀行の価値創造を支える行員

	千葉銀行の価値創造
	千葉県の特色・強み
	千葉銀行グループのあゆみ
	千葉銀行グループの強み
	価値創造プロセス

	持続的経営に向けた成長戦略
	前中期経営計画の振り返り
	中期経営計画 概要
	中期経営計画 目標とする財務指標
	取組指針・カスタマージャーニー
	「持続的経営」に向けた取組み
	個人事業
	法人事業
	DX（基盤Ⅰ）
	GX（基盤Ⅱ）
	アライアンス（基盤Ⅲ）
	人的資本（基盤Ⅳ）
	グループ・ガバナンス（基盤Ⅴ）
	コンプライアンス
	「お客さま本位」の業務運営
	リスク管理

	地域社会・ダイバーシティに向けた戦略
	気候変動への対応（TCFD提言への取組み）
	社会貢献活動
	人権とダイバーシティ
	ステークホルダーとのコミュニケーション

	コーポレート・ガバナンス
	役員一覧
	コーポレート・ガバナンス体制

	財務・企業データ
	業績・財務の状況
	財務ハイライト
	非財務ハイライト
	10年間の財務データ
	連結財務諸表（要約版）
	単体財務諸表（要約版）
	グループ会社一覧
	組織体制図・企業データ




